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3 被災 者 一 人 ひと り に 寄り 添い 、 心 身 と も に 健やか で 

ゆな 暮らし が で きる 環境 を つく ぐり ま す ーー ニーーーー テ ーー ニー テニ ーーーー テ ーーーーーー 15 
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水産 業 を 盛ん に し ます ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 51 
12 地域 特性 を 生か し た 生産 性 ・ 収 益 性 の 高い 農業 を 盛ん に し ます 一 一 55 
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は じ め に 
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2 
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地域 振興 プラ ン の 策定 趣旨 





人 口 減 少 ・ 少 子 高 齢 化 が 進行 する 中 、4 広域 振興 圏 の 振興 に 当たっ て は 、 地域 が 置か れ て い 








る 状況 や 地域 資源 の 特性 を し っ か り と 捉え 、 各 広域 振興 隊 





する 施策 を 講じ る こと が 必要 で す 。 


こう し た こと か ら 、「 い わ て 県 民 計 画 


て いま す 。 


地域 振興 プラ ン は 、 各 広 域 振興 疾 に 














取り 組む 施策 や 、 そ の 具体 的 な 推進 
で す 。 














地域 振興 プラ ン の 期間 


「 い わ て 県 民 計 画 (2019 て 2028)」 長 期 ビ ジョ ン 第 7 章 の 第 











域 の 持つ 強み を 伸ばし 、 BAe SAK 


(2019~2028) 」 長期 ビジ ョ ン 第 7 章 で は 、 各 広域 振興 
圏 の 目指 す 姿 の 実現 の た め に 、 地 域 の 特性 を 踏ま は えた 基本 的 な 考え 方 と 取組 訪 向 に つい て 示し 


お ける これ ら の 
方 策 を 明らか に 





























組 を 推進 する た め 、 重点 的 ・ 優 先 的 に 











し 、 長期 ビジ ョ ン の 実行 性 を 確保 する も の 


1 期 ア クシ ョ ンプ ラン と し て 策 


定 す る も の で 、 マ ニ フ ェ スト ・ サ イク ル を 考慮 し た 2019 年 度 か ら 2022 年 度 ま で の 4 年 間 の 計 


画 と し ます 。 


地域 振興 プラ ン の 構成 




















は じ め に 、「 い わ て 県 民 計画 (2019 て 2028) | 長期 ビジ ョ ン 第 7 章 に お いて 各 広 域 振興 圏 の 目 
指す 窒 の 実現 の た め に 設定 し た 「 取 組 方 向 」 


























進 す る た め の 目 標 と な る 重点 指標 を 

















次 に 、 特 に 重点 的 に 取り 組む 「 重 点 施策 」 ご と に 





























an ee 


に 基づき 、 





「 振 興 施策 の 基本 方 向 」 と 、 こ れ を 推 

















取組 の 「 基 本 方 向 」 や 、 現 状 と 課題 を 踏 





まえ た 「 県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 」 を ホホ す と と も に 、「 県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 」 


を 示 し て いま す 。 


【 目 指す 姿 (長期 ビジ ョ ン か ら の 再掲 )】 








東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 を 着実 に 進め 、 そ の 教訓 を 発信 し 、 新 た な 交 
通 ネ ットワーク や 様々 な つなが り を 生か し た 新しい 三陸 の 創造 に より 、 国 内 


外 に 開か れ た 交流 拠点 と し て 岩手 の 魅力 を 高め 、 広 げ て いく 地域 





【 振 興 施策 の 基本 方 向 (長期 ビジ ョ ン か ら の 再掲 )】 





{ 復興 ' ち づく り が 着実 に 進み 、 東 日 本 大 震 災 津 波 の 教訓 が 伝承 され て いる 、 人 災害 に 


強い 地域 








復興 まち づく り を 着実 に 進め 、 
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H ASK ERY 











唐 波 の 教訓 を 伝承 する と と も に 、 ハー ド と 





ソフ ト を 組み 合わ せ た 防 災 ・ 減 災 対 策 な どの 取組 を 通じ 、 炎 害 【 





す 。 


に 強い 地域 づく り を 進め ま 





I 地域 包括 ケア シス テム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 活力 の ある 地域 























被災 者 一 人 ひと り に 寄り 添い な が ら 、 保健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 連携 体制 の 強化 や 健康 
づく り の 推進 、 安 心して 子ども を 生み 育て る こと の で きる 環境 づく り を 進め る と と も に 、 
生活 に 密着 し た 社会 資本 の 整備 な ど を 進め ます 。 


また 、 スポ ー ツ や 文化 の 振興 に より 、 住民 の 豊か な 生活 の 向上 や 地域 の 活性 化 を 促進 し 
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し 、 地 域 経済 を けん 引 する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 

豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 東 日 本 大 岩 災 津 波 か ら の 復興 を 契機 
と し た つなが りや 新しい 交通 ネッ トワ ー ク な ど を 活用 し 、 生 産 性 と 付加 価値 が 高い 地域 産 
業 を 育成 する と と も に 、 地 域 に 住む 人 々 の 働く 場 の 創出 と 労働 環境 の 向上 に 取り 組み ます 。 


" 豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 新 た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か 






















































































4 地域 振興 プラ ン の 推進 

各 広 域 振興 疾 に お ける 「 目 指す 将来 像 」 を 実現 する た め に は 、 県 は も と より 地域 の 方 々 や N 
PO、 市 町 村 、 企業 な ど 多 様 な 主体 が 地域 の 課題 を 共有 し 、 力 を 合わ せ て 解決 を 目指 し て いく 
こと が 重要 で す 。 この た め 策 定 に 当たっ て は 、 地域 の 代表 者 等 で 構成 され る いわ ゆる 圏 域 紛 談 
会 に お ける 意見 や 地域 説明 会 、 パ ブリ ッ ク コ メン ト 等 を 踏ま え 策 定 し た も の で す 。 

この プラ ン の 推進 に 当たっ て は 、 政 策 推進 プラ ン や 復興 プラ ン に 揚げ る 施策 な ど と 連携 し な 
が ら 取 り 組 ん で いき ます 。 

また 、 今 後 の 進行 管理 に つい て は 、 上 記 寺 談 会 等 に より 地域 の 意見 を 十分 に 反映 させ な が ら 、 
取組 を 進め て いき ます 。 










































































































































































【 振 興 施策 の 基本 方 向 】 


1 復興 まち づく り が 着実 に 進み 、 


東日本 大 震 災 津波 の 教訓 が 伝承 され て いる 、 災 害 に 強い 地域 





復興 まち ら づ くり を 着実 に 進め 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 教訓 を 伝承 する と と も 
に 、 ハ ー ド と ソフ ト を 組み 合わ せ た 防 災 ・ 減 災 対 策 な どの 取組 を 通じ 、 災 害 
に 強い 地域 づく り を 進め ます 。 


【 沿 岸 圏 域 重 点 指標 】 
































① 河川 整備 率 


② 東日本 大 震 災 津 波 の 復 
旧 ・ 復 興 事業 の 完成 率 


③ まち づく り ( 面 整备 ) 事 
業 の 完成 率 











④ 自主 防災 組織 の 組織 率 


※1 指標 の 目標 値 設 定 の 考え 方 に つい て は 、 巻 未 資料 に 掲載 し て いま す 。 



























































重点 施策 項 具体 的 推进 方 策 

1 復興 まち づく り を 進め 、 東 日 GRE BS < 0D ALA 

本 大 震 炎 津波 の 教訓 を 伝え ま | @ 市 町 村 が 行う 復興 まち づく り 事 業 の 支援 
す 東日本 大 震 災 津波 の 教訓 の 伝承 と 情報 発信 























































































































2 自然 災害 に 強い まち づく り 災害 に 強い 道路 ネッ トワ ー ク の 構築 
を 進め ます 洪水 ・ 土 砂 災 害 対 策 や 津波 災害 対策 の 推進 














elelelelele 
ae: 





「 自 助 ・ 共 助 ・ 公 助 」 を 組み 合わ せ た 防 災 ・ 減 災 対 策 の 
































推進 





I 復興 まち づく り が 着実 に 進み 、 東 日 本 大 岩 災 津波 


の 教訓 が 伝承 され て いる 、 災害 に 強い 地域 


1 復興 まち づく り を 進め 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の 教訓 を 
伝え ます 








(基本 方 向 ) 
津波 防災 施設 や 復興 道路 ' な ど を 整備 する と と も に 、 市 町 村 に 対し て 情報 提供 や 助言 を 行い 、 


復興 まち づく り * を 着実 に 進め ます 。 
東日本 大 震 災 津波 の 発 炎 か ら 復 興 ま で の 様々 な 経験 や 教訓 な ど を 次 世代 に 伝承 する と と も に 、 
効果 的 な 情報 発信 を 行い 、 国 内 外 の 防災 ・ 減 災 に 貢献 し ます 。 














現状 と 課題 
県 が 公表 し て いる 「 社 会 資本 の 復旧 ・ 復 興 ロ ー ド マッ プ 」 (基準 日 : 平成 30 年 (2018 年 ) 9 
月 30 日 ) で は 、 沿 岸 疾 域 に お ける 津 渡 防災 施設 な どの 県 事業 は 、233 人 箇所 の うち 約 7 割 が 完成 
し て いま す 。 
また 、 土地 区 画 整 理事 業 な どの 市 町 村 が 行う 復興 まち づく り の 耐 整 備 事 業 に つい て は 、 7, 273 
区 画 の 全て が 着工 済 で あり 、 約 9 割 が 完成 し て いま す 。 
防潮 堤 な どの 「 津 波 防災 施設 」、 津 波 防 災 を 考慮 し た 「 ま ちら づく り 」、 防 災 文 化 の 醸成 な ど 
ワリ フト を 組み 合わ せ た 「 多 和 隊 まちづくり 」 が 連 め られ て いま す 
三陸 の より 良い 復興 の 実現 の た め に 、 引 き 続 き 市 町 村 や 国 な ど と 連携 を 図り な が ら 、 復 興 ま 
Sa 
東日本 大 震 災 津波 か ら 8 年 が 経過 し 、 岩 災 の 記憶 の 風化 が 懸念 され て いる こと か ら 、 伝 承 施 
設 の 整備 や 震 災 津波 関連 資料 の 収集 ・ 保 存 ・ 活 用 、 い わ て の 復興 教育 の 推進 な どの 取組 を 生か 
し 、 東日本 大 震 災 津波 と 復興 の 経験 や 教訓 な ど を 伝承 する と と も に 、 復 興 の 姿 を 国内 外 に 情報 
発信 し て いく 必要 が あり ます 。 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 復興 まち づく り の 基盤 整備 
ee nie こ 抑 え 、 人 命 と 暮らし を 守る 安全 で 安心 な まち づく り を 推進 する 

た め 、 水 門 ・ 陸 こう 自動 閉鎖 レス テム を 備え た 防潮 堤 な どの 津波 防災 施設 の 復旧 ・ 整 備 を 推 
進 し ます 。 

災害 時 な ど に お ける 確実 な 緊急 輸送 や 代 奉 機能 を 確保 し 、 産 業 な どの 復興 を 支援 する 信頼 
性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク を 構築 する た め 、 三 陸 沿 岸 道路 や 宮古 盛岡 横断 道路 な ど 沿 岸 圏 域 
の 縦 軸 ・ 横 軸 と な る 高 規格 幹線 道路 "や 地域 高 規格 道路 の 撃 備 を 促進 する と と も に 、 復 興 道路 
な ど に お ける 交通 支障 箇所 の 解消 、 橋 梁 の 耐震 化 、 道 路 防 災 施 設 の 整備 を 推進 し ます 。 

























































































時 道路 : 三陸 沿岸 地域 の 縦貫 軸 と 内 陸 部 と 三陸 沿岸 地域 を 結ぶ 横断 軸 の 高 規格 幹線 道路 な どの 総称 で あり 、 三 陸 沿 岸 道路 、 東 
北 横断 自動 車道 倫 石 秋田 線 、 宮 古 盛岡 横断 道路 が 該当 。 な お 、 国 は 縦 仙 軸 を 「 復 興 道路 」、 横 断 軸 を 「 復 興 支援 道路 」 と し て 呼称 
いる 。 

2 復興 まち づく り : 津波 被災 地域 の 失っ た 社会 機能 全体 を 回 復 さ せ 、 暮 らし や 産業 を 以前 の 状態 に 戻す だ け に 留まら ず 、 地 域 が 本 
来 あ る べき 姿 を 目指 すま ちら づくり の 取組 。 

3 高 規格 幹線 道路 : 「 高 速 自 動車 国道 」 お よび 「 一 般 国道 の 自動 車 専用 道路 」 の こと を 指し 、 全 国 で 約 14, 000km の 自動 車 交 通 網 を 
用 成す る 自動 車 専 用 道路 。 


















































































































































































































































② 市 町 村 が 行う 復興 まち づく り 事 業 の 支援 

市 町 村 が 行う 復興 まち づく り の 取組 を 促進 する た め 、 まちづくり 連携 道路 * の 整備 を 推進 し 

ます 。 

また 、 会 議 の 開催 や 現地 視察 な ど に より 被災 市 町 村 及 び 国 と 事業 推進 上 の 課題 を 共有 する 
と と も に 、 地 域 説明 会 で 県 が 推進 する 基盤 整備 の 進捗 状況 に つい て 情報 提供 を 行う な ど 、 市 
町 村 に 対し 必要 な 情報 提供 と 助言 を 行い ます 。 

③ 東日本 大 岩 災 津波 の 教訓 の 伝承 と 情報 発信 

・ 東日本 大 震 災 津波 伝承 館 と 県 内 外 の 伝承 施設 の ネッ トワ ー ク 化 や 「 い わ て 岩 災 津波 アー カ 
了 了 ~ 希望 ~ の 活用 を 促進 し 、 い わ て の 復興 教育 の 推進 を 図る と と も に 、 各地 の 岩 災 ガイ 
ド の 交流 促進 や 育成 支援 を 行う な ど 、 地 域 の 学校 、 行 政 、 団 体 な ど が 一 体 と な り 、 東 日 本 大 
岩 災 津波 の 経験 や 教訓 を 地域 防災 に 生か し な が ら 次 世代 に 伝承 し ます 。 
・ 東日本 大 震 災 津波 の 発 災 か ら 復 興 ま で の 様々 な 経験 や 教訓 、 大 学 に お ける 研究 成果 な ど に 
つい て 、 三 陸 防 災 復 興 プ ロジ ェクト 2019 の 開催 や 、 防 災 関 係 会 議 、 三 陸 鉄 道 「 岩 災 学 習 列 
車 」、 復 興 見 学会 な ど 様 々 な 機会 ・ 手 段 を 組み 合わ せ 、 効 果 的 な 情報 発信 を 行い ます 。 

また 、 三 陸 防 災 復 興 プ ロジ ェクト 2019 の 取組 を 生か し 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 経験 や 教訓 

を 継続 し て 発信 し て いき ます 。 















































































































































































































































! まち づく り 連 携 道路 : 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 事業 で 整備 する 道路 の うち 、 津 波 に より 浸水 し た 道路 に つい て 、 市 町 村 の 復 
興 ま らち づく り と 一 体 的 な 整備 を 推進 する 道路 

5 いわ て 岩 災 津波 アー カイ ブ ^ 希望 : 東日本 大 震 災 津波 の 実態 を 正確 に 記録 し 、 復 旧 ・ 復 興 の 状況 を 後世 に 残す と と も に 、 こ れ 
ら の 出来 事 か ら 得 た 教訓 を 今後 の 防災 活動 等 に 生か す た め 、 県 が 市 町 村 、 関 係 機関 及び 民間 団体 等 か ら 震 災 関 連 資料 を 収集 の うえ 
2017 年 3 月 に 構築 し 、 イ ンタ ーネット 上 で 公開 し て いる シス テム 。 

























































































<2018 | 2019 2020 2021 2022 
① 復興 まち づく り の 基盤 整備 

标 

+ PAE WS a > ME 












































bi 























(km) [累計 ] 防潮 坦 な どの 津波 防災 施設 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 の 整備 推進 






































58. 9 60. 5 64.8 64.8 64. 8 
現状 値 は 2018 年 の 値 
































・ 海 岸 水門 な どの 遠隔 操作 化 信 所 数 
















































































箇所 ) 【累计 ] 海岸 水門 な どの 遠隔 化 の 推進 六 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
15 68 156 156 156 
現状 値 は 2017 年 の 値 





























・ 復 興 支援 道路 "、 復 興 関連 道路 * の 整備 箇所 数 の 整備 推進 ig 
(箇所 ) 【累计 ] 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































现状 值 2019 2020 2021 2022 
19 24 27 27 27 復興 道路 な ど に お ける 交通 支障 箇所 の 解消 、 橋 梁 耐 岩 
現状 値 は 2017 年 の 値 化 、 道 路 防災 施設 の 整備 推進 
まち づく り 連 携 道路 
の 整備 推進 一 
地域 説明 会 な ど に お ける 市 町 村 へ の 情報 提供 > 
現状 値 は 2017 年 
③ 東日本 大 岩 災 津波 の 教訓 の 伝承 と 情 
報 発信 県 内 の 三 東 伝承 施設 の 利 活用 促進 
標 伝承 施 隆昌 >» 
ax. 震 || | GEE | | 東日本 大 震 炎 津波 伝承 館 を 通 
・ 交 流 促進 や 育成 支援 な ど を 行っ た 岩 災 ガ イド | | 災 遣 構 GE じ た 経 験 と 教訓 の 伝承 推進 
’ - の 把 所 a 
(人 ) Rat ロ 波 伝承 施設 の ネッ トワ ー ク 化 
状 値 | 2019 2021 | 2022 ジ 伝 の 推進 
20 60 80 = 承 
状 値 は 20174 
2 開 
会 参加 者 数 0 馆 
1 
9 
2019 | 2020 開 
326 900 1, 200 催 
現状 値 は 2017 年 の 値 
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" 復興 支援 道路 : 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 事業 で 整備 する 道路 の うち 、 内 陸 部 か ら 三陸 治 岸 各 都市 に アク セス する 道路 及び 横 
断 軸 間 を 南北 に 連絡 する 道路 、 イ ンタ ー チ ェ ン ジ に アク セス する 道路 

” 復興 関連 道路 : 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 Re 三陸 沿岸 地域 の 防災 拠点 (役場 、 消 防 等 ) や 医療 施設 
へ アク セス する 道路 及び 水産 業 の 復興 を 支援 する 道路 。 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
( 国 ) 

・ 復 興 道路 の 整備 | 
・ 高 田 松原 津波 復興 祈念 公園 内 に お ける 国営 追悼 ・ 祈 念 施設 (仮称 ) や 重点 道 の 駅 「 高 田 松原 」| 
の 整備 

・ 被 災 3 県 に 整備 する 復興 祈念 公園 な どの 震 災 関連 施設 の 一 体 的 な 活用 の 推進 

・ 東 日 本 大 震 災 津 波 の 経験 や 教訓 な どの 効果 的 な 情報 発信 

(市 町 村 ) 

・ 復 興 ま ち づ く り の 推進 

・ 東 日 本 大 震 災 津 渡 の 経験 や 教 記 など を 次 世代 に 伝承 する た め の 取 組 

・ 東 日 本 大 震 災 津 波 の 経験 や 教訓 な どの 効果 的 な 情報 発信 

(民間 団体 等 ) 

・ 東 日 本 大 岩 災 津波 の 経験 や 教訓 な ど を 次 世代 に 伝承 する た め の 取 組 

・ 復興 の 取組 へ の 理解 や 継続 的 な 支援 ・ 参 画 
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ae 




































































【 関 連 す る 計画 】 

・ 高 田 松 原 津波 復興 祈念 公園 基本 計画 (平成 27 年 (2015 年 ) 8 月 策定 ) 

・ 岩 災 津 渡 伝 承 施設 展示 等 基本 計画 (平成 28 年 (2016 年 ) 6 月 策定 ) 

・ 三 陸 防 災 復 興 プ ロジ ェクト 2019 基 本 計画 (平成 30 年 (2018 年 ) 3 月 策定 ) 






































































































































I 復興 まち づく り が 着実 に 進み 、 東 日 本 大 岩 災 津波 


の 教訓 が 伝承 され て いる 、 災害 に 強い 地域 


a 2 自然 災害 に 強い まち づく り を 進め ます 









(基本 方 向 ) 
安全 で 信頼 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク を 構築 する た め 、 緊 急 輸送 道路 ' な ど に お ける 法 面 崩壊 
対策 や 橋梁 耐震 化 な どの 防災 機能 の 強化 を 推進 し ます 。 














洪水 や 土砂 災害 に 備え 、 河川 改修 や 砂防 坦 坦 の 整備 な どの ハー ド 対 策 と 、 警 戒 ・ 人 避難 体制 の 充 


実 強化 な どの ソフ ト 施 策 を 組み 合わ せ た 防 災 ・ 減 炎 対 策 を 推進 し ます 。 
東日本 大 震 災 津波 な どの 経験 ・ 教 訓 を 踏ま え 、 関係 機関 が 連携 ・ 協 力 し 、 住民 が 自ら の 身 を 自 
ら 守 る 意識 の 醸成 、 地 域 の 安全 を 守る 体制 と 実効 的 な 防災 体制 の 整備 を 進め ます 。 

















現状 と 課題 

近年 、 全 国 で 豪雨 や 台風 に 伴う 災害 が 激甚 化 、 顔 発 化し て お り 、 沿 岸 圏 城 で も 平成 28 年 台 
風 第 10 号 に よる 可 雨 炎 害 で は 、 国 道 106 号 、 国 道 455 号 等 の 緊急 輸送 道路 が 各地 で 寸断 され 、 
救援 物資 の 輸送 や 救急 搬送 な ど に 支障 が 生じ まし た 。 

特に 沿岸 圏 城 で は 、 三 陸 海 岸 特有 の 急 唆 な 地形 に より 多く の 危険 箇所 が ある こと か ら 、 自 
然 身 害 か ら 地 域 を 守る た め 河 川 改修 や 砂防 埋 堤 な どの 整備 が 求め られ て いま す 。 

また 、 洪 水 や 土砂 災害 に 備え る た め 、 河 川 改 修 や 砂防 堀 堤 の 整備 等 の ハー ド 対 策 に 加え て 、 
河川 情報 の 提供 な どの ソフ ト 施 策 の 推進 が 必要 で す 。 

沿岸 圏 城 で は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 被災 し た 津波 防災 施設 の 復旧 ・ 整 備 や 水門 ・ 陸 こ 
う 自 動 閉鎖 レス テム の 整備 が 各地 で 進め られ て いま す 。 

東日本 大 震 災 津波 発 炎 か ら の 時 間 の 経過 に 伴い 住民 の 防災 意識 の 低下 が 懸念 され る こと か 
ら 、 沿岸 圏 域 の 自主 防災 組織 の 組織 率 の 向上 を 図る と と も に 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 、 県 、 市 町 
村 及 び 関 係 機関 が 連携 し た 訓練 な ど を 継続 的 に 実施 し 、 自 助 、 共 助 、 公 助 *? に よる 総合 的 な 防 
災 体制 を 確保 し て いく 必要 が あり ます 。 




















































































































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 災害 に 強い 道路 ネッ トワ ー ク の 構築 
高 規格 幹線 道路 な ど を 補完 し 、 災 害 発 生 時 に お ける 救援 物資 の 輸送 や 救援 活動 が 円 滑 に 行 

える よう 、 緊 急 輸送 道路 な どの 法 面 崩壊 対策 、 橋 梁 面 震 化 、 通 行 危険 箇所 や あい 路 の 解消 を 
推進 し ます 。 

② 洪水 ・ 土 砂 災 害 対策 や 津波 災害 対策 の 推進 

過去 に 洪水 が 発生 し た こと の ある 人 箇所 な どの 河川 改修 を 優先 的 に 進め る と と も に 、 河 道 掘 

削 や 立ち 木 伐 採 を 計画 的 に 推進 し ます 。 

洪水 に 備え 、 住 民 の 速やか な 避難 を 促す た め 、 水 位 周 知 河川 や 洪水 浸水 想定 区 域 の 指定 を 

























































































! 紧急 输送 道路 : 災害 発生 直後 の 緊急 輸送 を 円 滑 に 行う た め に 緊急 車両 の 通行 を 確保 すべ き 重 要 な 路線 。 高速 自動 車 国道 、 一 般 国 
道 及び これ ら を 連絡 する 幹線 道路 並び に 防災 拠点 を 相互 に 連絡 する 道路 な ど が 該当 する 。 
2 自助 、 共 助 、 公 助 :「 自 助 」 は 自分 や 家族 、「 共 助 」 は 地域 の 共同 体 に お いて 身 を 守り 助け 合う こと を 指し 、「 公 助 」 は 行政 や 消防 
機関 な ど に よる 公 的 な 支援 の こと を 指す 。 
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進め 、 市 町 村 が 行う 洪水 人 ハザード マ ッ プ の 作成 を 支援 する と と も に 、 河 川 の 水位 情報 や 防災 
情報 な ど 、 洪 水 に 係る 情報 提供 の 充実 強化 を 図り ます 。 

土砂 災害 に 備え 、 信 難所 、 社 会 福祉 施設 、 学 校 、 病 院 な ど が 立地 する 箇所 や 過去 に 被災 し 
た こと の ある 箇所 で 、 砂 防 堀 堤 や 急 傾斜 地 月 壊 対策 施設 の 整備 に 取り 組み ます 。 

また 、 土 砂 災 害 の お それ の ある 区 域 を 明らか に する と と も に 、 土 砂 災 害 警 戒 区 域 等 の 指定 
を 推進 し 、 市 町 村 が 行う 土砂 災害 へ ザー ド マ ッ プ の 作成 を 支援 し ます 。 





津波 に よる 被害 を 最小 限 に 拓 え 、 人 命 と 暮らし を 守る 安全 で 安 , a eos り を 推進 
自動 半 鎖 シス テム を 備え た 防潮 坦 な どの 津波 防災 施 


た め 


进 

















民 に 対す る 防災 教育 な ど を 通じ て 正しい 防災 知識 の 





、 水 門 ・ 
Ges, 
「 自 助 ・ 共 助 ・ 











ー 2 
[ge = 


公 助 」 を 組み 合わ せ た 防 災 ・ 
広報 誌 や マス コミ 媒体 な ど を 活用 し た 広報 活動 や 小 ・ 



































地域 防災 サポ ー タ ー 制 度 ? を 活用 し た 地域 コミ ュ ニ ティ に 





の 支援 、 自 主 防災 組織 の リー ダー 研修 会 や 活 情 
向上 や や 活 必 














E 化 を 図り ます 。 





総合 防災 
広域 的 な 防災 体制 
ます 。 











? 地域 防災 サ 


練 の 実施 、 地域 防災 計 






































画 











の 構築 、 防 災 担 当 





ポー ター 制度 : 地域 に お ける 防災 














防 職 員 OB、 








治 体 職員 OB 等) を 登録 する 県 の 制 








修 会 
度 。 











中 学校 に 












































減災 対策 の 推進 








お ける 防災 教育 の 推進 、 

































































tere Pic). 


等 の 講師 と し て 、 防 炎 に 関し て 様 


ee 








々 な スキ ル を 習得 し て いる 方 (BRA, 








設 の 復旧 ・ 整 備 を 推 


普及 と 防災 意識 の 向上 を 図り ます 。 
お ける 防災 教育 や 防災 訓練 な ど へ 
E 化 研修 会 な ど に より 、 自 主 防災 組織 の 組織 率 


能力 を 強化 する た め の 研 修 の 充実 、 
町 村 の 防災 体制 の 向上 を 図 


ご 





工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 

































































































































































l=] < L に ~ 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 筑 ~2018 | 2019 2020 2021 2022 
① 人 災害 に 強い 道路 ネッ トワ ー ク の 構築 
標 be ofS. SNP. で > WE Em エム デー 化 、\ 任 
・ 緊急 輸送 道路 に お ける 硬度 化 完了 橋 深 PSNR HE " 
(対象 2 橋梁) 
( 橋 ) [累计 ] 橋梁 耐震 化 の 推進 
現状 値 2019 2020 2021 2022 
a 8 21 21 21 = = a 
人 2017 年 の 人 通行 危険 箇所 や あい 路 の 解消 [> 
河川 改修 、 河 道 掘削 、 立 ち 木 伐採 の 推進 > 
| re 
本 水位 周知 河川 の 指定 = 
2019 2021 2022 
13 5 洪水 浸水 想定 区 域 の # 
は 2017 年 の 値 
・ 県 管理 河川 に お ! LAE OD KERR 
FL 大 洪水 浸水 想 和 定 河川 数 














河川 ) 

















2019 


2021 
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3 














は 2017 年 の 値 























・ 急 傾斜 地 月 壊 対 策 事 業 完 了 


















9 年 度 ~2022 年 度 完了 4 

















SE 
吉 

















2019 2020 





202 





20 22 





























現状 値 は 2017 の 値 

















・ 津 波 

















现状 值 2020 








58. 9 64. 8 

















現状 値 は 2017 年 の 値 





























・ 海 岸 水門 な どの 遠隔 操作 化 箇 有 

















2020 


現状 値 


2019 





15 68 156 


























現状 値 は 2017 年 の 値 



























































































































































































































































砂防 


















































・ 急 傾斜 地 崩 壊 対策 施設 の 整備 推進 
































れ が あ 


土砂 災害 の お そ 
る 


区 域 の 

















公表 の 推 












































内 容 の 見 直し 











警戒 区 域 な ど 
































































































































































































> 














































































































— 


















































③ 「 自 助 ・ 共 助 ・ 公 助 」 を 組み 合わ せ た 
防災 ・ 減 災 対 策 の 推進 広報 活動 や 防災 教育 の 推進 を 通じ た 正しい 防災 知識 の 
itt 普及 と 防災 意識 の 向上 
・ 災 害 公営 住宅 な どの 地域 コミ ュ ニ ティ に お け 
< pe as 《4* 三 | ~~ K 
る 防災 教育 や 防災 訓練 な ど as 地域 コミ ュ ニ ティ に お ける 防災 教育 や 防災 訓練 な ど へ Ly! 
7B ti て < て 活 田 E 
现状 值 2019 2020 2021 2022 の 支援 (地域 防災 サポ ー ター 制度 の 活用 促進) 
= 90 180 270 360 
现状 值 ! 
沿岸 圏 域 に る 自主 防災 組織 リー ダー な ど 
ei a "(AO [累計 ] 自主 防災 組織 の リー ダー 研修 会 や 活性 化 研修 会 の 実施 
現状 値 2019 2020 2021 2022 
ー 40 | so | 120 | ie 総合 防災 訓練 や 防災 担当 者 会 議 な どの 実施 に よる 県 や 
現状 値 は 2017 年 の 値 市 町 村 の 防災 体制 の 向上 
































ー 























県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 






























































( 国 ) 
・ 災 害 対応 能力 の 向上 の た め の 実 践 的 な 訓練 や 各種 研修 の 実施 | 
(市 町 村 ) 
・ 防 災 体 制 の 整備 、 避 難 環境 の 整備 、 自 主 防災 組織 の 育成 強化 等 
・ 災 害 対応 能力 の 向上 の た め の 実 践 的 な 訓練 や 各種 研修 の 実施 





【 


・ ハ ザー ド マ ッ プ の 作成 及び 住民 へ の 周知 
(住民 ) 
・ 防 災 知 識 の 習得 や 食料 備蓄 、 地 域 の 防災 訓練 へ の 参加 、 自 主 防災 組織 等 へ の 参加 
・ 津 波 か ら の 避難 方 法 や 津波 特性 な どの 啓 発 活動 へ の 参加 
・ 水 防 活動 等 へ の 参加 
(地域 コミ ュ ニ ティ ) 
I... ・ 自 主 防災 組織 の 結成 、 避 難 訓練 等 の 実施 
【 関 連 す る 計画 】 
・ 岩 手 県 地域 防災 計画 (計画 期間 昭和 43 年 度 (1968 年 度 ) ~ ) 
・ 岩 手 県 国土 強 提 化 地域 計画 (計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) て 2020 年 度 ) 
・ 岩 手 県 水防 計画 (計画 期間 毎年 度 ) 




































































一 、 
i DW 
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【 振 興 施策 の 基本 方 向 】 


I 地域 包括 ケア シス テム な ど に よる 


安心 し て 暮らせ る 活力 の ある 地域 





被災 者 一 人 ひと り に 寄り 添い な が ら 、 保 健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 連携 体制 
の 強化 や 健康 づく り の 推進 、 安 心して 子ども を 生み 育て る こと の で きる 環境 
づく り を 進め る と と も に 、 生 活 に 密着 し た 社会 資本 の 整備 を 進め ます 。 





また 、 ス ポー ツ や 文化 の 振興 に より 、 住 民 の 豊か な 生活 の 向上 や 地域 の 活 
性 化 を 促進 し ます 。 
【 沿 岸 圏 域 重 点 指標 】 












































汚水 処理 人 口 普 及 率 
・ 譲渡 率 


70.7 73.9 78.2 





AK + HHO Wis 
一 般 廃 棄 物 の 最終 処分 量 


が ん 、 心 疾患 及び 
脳 血 管 疾患 で 死亡 す 


89. 8 92. 0 96. 6 





5 051 (2016) 4. 802 (2018) 4 681 (2019) 4 564 (2020) 4. 450 (2021) 





320. 8 (2016) 306. g (2018) 299, 8 (2019) 292. g (2020) 288. 8 (2021) 


人 数 [10 万 人 当 た 
り ] 





176. 3 (2016) 


165. 7 (2018) 


160. 4 (2019) 


155.1 (2020) 


149.8 (2021) 





スポ ー ツ 実施 率 


62. 1 


63.5 (2018) 


64.0 (2019) 


64.5 (2020) 


65. 0(2021) 





文化 施設 入場 者 数 





239 


242 (2018) 


245 (2019) 


248 (2020) 


251 (2021) 





自殺 者 数 10 万 人 当たり ]〕 


20.3 


19.0 (2018) 


17.7 (2019) 


16. 4 (2020) 


15. 1 (2021) 





災害 公営 住宅 に お ける 自 
治 会 等 組織 割合 





⑨ 公共 用 水域 の BOD ( 生 
物化 学 的 酸素 要求 量 ) 等 環 
境 基準 達成 率 

⑩ 医療 情報 ネッ トワ ー ク に oe 
登録 し て いる 住民 の 割合 
ドロ ー ム 該当 者 ・ 予 
備 群 の 割合 

※1 上 記 の 表 中 、 右 上 に ( 

※2 指標 の 上 





14.6 17. 1 19. 6 





38. 9(2018) 38.2 (2019) 37.6 (2020) 36.9 (2021) 


14.9 (2016) 14. 4 (2018) 14. ] (2019) 13.9 (2020) 


13. 7 (2021) 









































) を 付 し た 数 値 は 、 表 頭 の 年 
標 値 設定 の 考え 方 に 





度 以 外 の 年 度 の 実績 値 又は 
つい て は 、 巻 末 資 料 に 掲載 し て いま す 。 











目標 値 を 示し て いま す 。 
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重点 施策 項目 























3 RRA-AODLE VICTOR 
い 、 心身 と も に 健やか で 安心 な 
暮らし が で きる 環境 を つく り 


ます 














具体 的 推進 方 策 
① 被災 者 の 健康 づく り と ここ ろ の ケア 
② 災害 公営 住宅 な ど に お ける 新た な コミ ュ ニ ティ の 形成 














や 活性 化 に 向け た 取組 の 促進 



































































































































































































































































































































































































































4 安心 で 快適 な 生活 環境 と 活 |① 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 
力 あ る 地域 社会 を つく り ま す | OQ 生活 の 利便 性 向上 に つなが る 社会 資本 の 整備 と 計画 的 
な 維持 管理 
③ 動物 愛護 思想 の 普及 と 動物 の いのち を 大 切 に する 取組 
の 推進 
由 若者 ・ 女 性 の 活躍 推進 と 地域 づく り 人 材 の 育成 支援 
5 良好 な 自然 環境 の 保全 ・ 活 用 | ① 自然 環境 の 保全 と 活用 の 推進 
と 持続 可能 な 生活 環境 の 整備 1② 廃棄 物 減量 化 対 策 な ど に よる 循環 型 地域 社 会 の 構築 
を 進め ます ③ 地球 温暖 化 対策 の 推進 
6 安心 し て 子ども を 生み 育て |① 結婚 支援 や 、 妊 娠 期 か ら 子育て 期 に わた る 切れ 目 な い 支 
る こと が で き 、 高 齢 者 や 障がい | 援 の 推進 
者 が いき いき と 、 健やか に 暮 ら 1⑨ 高齢 者 の 生き が いづ くり 社会 参加 活動 の 推進 
せる 社会 を つく り ま す ③ 障がい 者 の 自立 支援 や 社会 参加 の 促進 
④ 医療 と 介護 を つなぐ 情報 ネッ トワ ー ク を 活用 し た 、 保 
健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 が 一 体 と な っ た 地域 包括 ケア シス テ 
ム の 推進 
7 安心 で 健やか に 暮らせ る 地 |① 医療 ・ 介 護 人 材 の 確保 ・ 育 成 や 保健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 
域 医療 の 確保 と 健康 づく り を の 連携 強化 
進め ます ② 食 生活 の 改善 や 運動 習慣 の 定着 な ど に よる 生活 習慣 病 
の 予防 と 高齢 者 の 健康 づく り の 推進 
③ ここ ろ の ケア 対策 な ど に よる 自殺 予防 の 推進 
8 スポ ー ツ ・ 文 化 を 楽し み 、 一 | の ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 や 東京 2020 + 


人 ひと り が 豊か な 生活 を 送る 
こと が で きる 活力 あふ れる 地 
域 を つく り ま す 








リン ピッ ク 


・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 な ど を 契機 ( 
が 生涯 に わた り ス ポー ツ に 親 し む 取 














組 の 推進 


こ 、 住 民 





② 














教育 や 健 
し た 地域 活 1 











作 化 の 取組 の 推進 














諫 、 交流 な ど ス ポー ツ の 持つ 多面 的 機能 を 4 





EE か 








四 





民俗 芸 芸能 














若者 の 創意 あふ れる 文化 芸術 活動 な ど 、 
の 多様 な 文化 や 芸術 活動 を 生か し た 地域 活 











地域 





ME(E@ Bia 











推进 














日 の 
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I 地域 包括 ケア システム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 


活力 の ある 地域 





画 3 被災 者 一 人 ひと り に 寄り 添い 、 心身 と も に 健やか で 
BE 安心 な 暮らし が で きる 環境 を つく り ま す 





(基本 方 向 ) 


応急 仮設 住宅 か ら 災 害 公営 住宅 へ の 転居 や 和正 














立 再建 な ど に よる 生活 環境 の 変化 か ら 被 災 者 の 


心身 の 健康 を 守る た め 、 生活 習慣 の 改善 や 健康 づく り 、 こ ころ の ケア に 関係 機関 と 連携 し て 取り 

















組み ます 。 





また 、 被災 者 の 新た な 住 環境 に お ける コミ ュ ニ ティ 形成 や 活性 化 の た め 、 災害 公営 住宅 に お け 
る 自治 会 な どの 設立 や 運営 を 文 援 する な ど 、 市 町 村 、 民 間 団 体 な ど と 連携 し た 取組 を 進め ます 。 











現状 と 課題 





























応急 仮設 住宅 な どの 入居 者 は 平成 30 年 (2018 年 ) 3 月 末 現 在 で 6,857 人 と ピー ク 時 OF 
成 23 年 (2011 年 ) 10 月 时 点 43,738 A) の 15.7 % ま で 減少 し て お り 、 応 急 仮設 住宅 な ど 
か ら 恒 久 的 住宅 へ の 移行 が 進む 中 、 被 災 者 に は 生活 環境 や コミ ニュ テイ の 変化 に 伴う 心身 の 
疲労 、 体 力 低下 な どの 健康 面 の 課題 が 生じ て いま す 。 
平成 24 年 (2012 年 ) 4 月 に 設置 し た 岩手 県 ここ ろ の ケア セン ター で は 、 市 町 村 や や 社会 福 
祉 協議 会 な ど と 連携 し た ここ ろ の ケア 活動 を 実施 し て いま す が 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) 
は 延べ 823 件 の 専門 医 相 談 が あり 、 今 後 も 継続 的 な ここ ろ の ケア 活動 が 求め られ て いま す 。 
また 、 復 興 に 伴う 生活 環境 の 変化 に よる スト レス な ど が ここ ろ の 健康 に 悪影響 を 及ぼ し 、 
自殺 リス ク の 増加 が 懸念 され る こと か ら 、 市 町 村 ・ 関 係 機関 ・ 民 間 団 体 ・ ボ ラン ティ ア と の 



























































連携 を 強化 し 、 自 殺 了 予防 の 取組 を 推進 し て いく 必要 が あり ます 。 


既に 入居 が 始ま っ て いる 沿岸 圏 域 の 災害 公営 住宅 150 箇 所 の うち 、 平 成 30 年 (2018 年 ) 3 
月 末 現 在 で 、 そ の 約 8 割 に お いて 自治 会 な ど が 組織 され て いま す 。 
同じ 地域 で 暮らす 方 々 が お 互い に 支え 合い 、 安 心して 生活 する た め に は 、 地 域 コ ミュ ニテ 




















ィ の 形成 や 活性 化 が 重要 で す が 、 様 々 な 地域 か ら の 住民 が 集まっ て 入居 する 災害 公営 住宅 の 


場合 、 応 急 仮設 住宅 な どか ら の 移行 期 に お いて 、 新 た な コミ ュ ニ ティ の 形成 や 活性 化 が 難し 




















い 地 域 も ある こと か ら 、 県 、 市 町 村 、 民 間 











団体 な ど が 連携 し て 支援 を 行う 必要 が あり ます 。 


高齢 者 の 多い 災害 公営 住宅 な ど で は 、 買 い 物 や 通院 の た め の 移 動 手段 の 確保 が 重要 で あり 、 
市 町 村 が 行う 地域 公共 交通 対策 へ の 支援 が 必要 で す 。 











県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 被災 者 の 健康 づく り と ここ ろ の ケア 





り 講 座 な ど を 開催 LBRO RATE 














や 運動 な どの 4 


市 町 村 や 社会 福祉 協議 会 と 連携 の うえ 、 災 害 公 営 住 宅 や 地区 集会 所 を 会 場 と し た 健康 づく 











Hy 


生 習 慣 改 善 や 健康 づく り を 支援 し ます 。 

















ここ ろ に 、 不安 や スト レス を 抱え た り 、 孤 立 感 な ど を 感じ て いる 被災 者 な ど に 対し て 、 岩 
手 県 ここ ろ の ケア セン ター や いわ て こども ケア セン ター と 連携 し 、 こ ころ の ケア を 行い ます 。 
傾聴 ボラ ンティア な どの 育成 を 通じ て 、 被 災 者 の ここ ろ に 寄り 添う 取組 を 支援 し ます 。 








! 傾聴 ボラ ンティア : 地域 住民 の 悩み や 不安 に 耳 を 傾け 、 寄 り 添う ボラ ンティア 活動 を 行う 者 。 
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自殺 の 危険 を 示す サイ ン に 早期 に 気づき 、 
支援 連絡 会 議 な ど を 通じ て 市 町 村 ・ 社 
殺 予 防 の 普及 ・ 啓 発 を 進め 、 





図り な が ら 自 # 














要 な 支援 活動 を 推進 し ます 。 





イィ 形 成 に 必要 な ノウ ハウ を 市 町 村 に 


REE Ze FD 人材 の 育成 を 図り 、 被 災 # 


ます 。 




















i 





W 
RS 

















Cn 
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上 \ 
公営 住宅 の 














自治 会 
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<A メイ 
a 
PN 





に Tn 
eo aC 








区 





0 ae 
被災 者 の 円 








居 者 の 自治 会 
な ど が F 





主 宅 な ど に お ける コミ 
祉 協議 会 、N PO な ど と 連携 
開催 な ど を 支援 する こと に より 、 





H 滑 な 住宅 再建 や 再建 委 


対応 な どの 取組 を 支援 し ます 。 


災害 公営 人 


了 生 心 活性 


























Ee Ze LIT 
E 化 の た め の 取 組 を 支援 





事 た 、 


な つなが り を 生か し た 住民 
災害 公営 住宅 な ど に お 
通 会 議 * へ の 参画 な ど を 通じ 、 


























H 滑 に 





ーー 一 
トー トー 





に する と と も に 


提供 


会 福祉 協議 会 * 
ADE 


ー? を 配置 し 、 


適切 に 対応 する 人 材 を 育成 する と も に 


、 KF 





に ころ の ケア セン ター な ど と の 連携 


“< モビ ピノ NN を 
害 公 営 有 


Kah 


、 地 域 に お いて コミ 








E 宅 に お いて 、 コ ミュ ニテ ィ 形 成 支援 
な どの 設立 に 向け た 取組 を 支援 し ます 。 
活動 で きる よう 、 
こめ の ノウ ハツ ウツ 習得 や ネッ トワ ー ク づく り を 支援 し ます 。 
ュ ニ ティ の 形成 や 活性 化 を 支援 する た め 、 市 町 村 や や 社 
ほし 、 住 民 相互 が 顔 を 合わ せ て 交流 する た め の 様 々 な イベ ント の 





の 安 





し ます 。 


三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 を 契機 と し て 、 


地 の コ ミ ュ ニ ティ 形成 が 








円 滑 に 


災害 公営 住宅 な ど に お ける 新た な コミ ュ ニ ティ の 形成 や 活性 化 に 向け た 取組 の 促進 
被災 地 コ ミュ ニテ ィ 支援 コー ディ ネー タ 


~~ 宅 等 ( 


E 宅 等 に お ける コミ ュ ニ テ 
ュ ニ ティ 形成 の 調 


進む よう 市 町 村 を 支援 し 








員 3 を 画 




















一 | 
役員 











交流 促進 や 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 参画 


お ける 連携 ・ 交 流 の 場 づ くり な ど 、NPO が 人 行 


! 置 し 、 コ ミュ ニテ ィ 有 形成 が 





円 滑 


を 対象 と し た 研修 会 な ど を 開催 








会 福 

















に 向け た 機運 醸成 を 





定 し た 生活 を 確保 する た め 、 生 活 再建 に 関す る 相談 


う 地域 コミ ュ ニ ティ の 


復興 の 取組 を 通じ て 生ま れ た 様々 








の 交流 機会 を 促進 し 、 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 を 図り ます 。 























2 被災 地 コ ミュ ニテ ィ 支 援 コ 
し て いる も の で 、 炎 害 公営 人 
の キー パー ソン と 協 働 で 実施 し 、 


ディ ネー タ 





: 市 町 





E 宅 の 入居 者 交流 会 の 企画 ・ 運 営 か ら 











市 町 村 に よる 地域 公共 交 











村 が 行 





う コ ミュ ニテ ィ 

















治 会 等 の 

















実践 を 通 



































” コミ ュ ニ ティ 形成 支援 員 

消す る と と も に 、 様 
met 
a 


























或 公共 交通 


々 な 課題 を 入 
宅 の 指定 管理 者 と 一 体 と な っ て コミ ュ ニ ティ 


員 : 県 営 炎 害 公営 住 
居 者 間 で 解決 し て いけ る 体制 を 構築 で きる よう 





宅 の 入 


じ た コ ー デ ィ ネ 





居 者 が 円 滑 な コミ ュ ニ テ 








会 議 : 市 町 村 が 主体 と な り 、 





バス な 











= 


ト の ノウ ハウ の 提 








用 成 の 取組 を 支援 する た め 
用 成 に 向け た 





取組 





ける 住民 の 日 常 生活 を 支え る 交通 手段 を 確保 する た め 、 地 域 公共 交 
通 確保 の 取組 を 支援 し ます 。 





民間 団体 に 委託 し 配置 
を 市 町 村 及 び 地 域 


、 県 が 


まで の 一 連 の 流 】 























を 





成 二 及 二 上 上 





BEAD, HO AN YY OME 


図っ て いる 。 
に より 、 引 きこ も りや 孤 立 な ど を 解 




















、 県 が 





民間 団 














多 成 に 関す る 相談 対応 、 入 居 者 交流 会 や 相 





林 に 委託 し て 配置 し て いる も の で 、 
談 会 の 実施 な どの 支援 を 実施 し て い 














どの 生活 交通 の あり 方 を 協議 し 、 地 域 の 交通 計画 を 策定 、 実 施す る 組織 。 
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II ~2018 2010 ee 5 2 の 2 2022 


① 被災 者 の 健康 づく り と ここ ろ の ケア 







































































































































































































































































































































































































































































標 
・ 健 康 づ くり 講座 な どの 参加 者 数 被災 者 の 生活 習慣 改善 や 健康 づく り の 推進 
(人 ) 【累计 ] 到 ae 
ALD 新規 災害 公営 住宅 
現状 値 2019 2020 2021 2022 等 で の 健康 づく り 
146 500 650 800 950 講座 の 開催 > 
現状 値 は 2017 年 の 値 
健康 づく り 応 援 キ ャ ン ペ ベー ン の 実施 
・ 傾 聴 ボ ラン ティ ア 研 修 会 等 参加 者 数 
(人 ) 【累计 ] 
ここ ろ の セ ・ ー な ど と の 連携 に ここ ろ る の 
現状 値 2019 2020 2021 2022 OE AE CMOS TT 
72 240 320 400 480 
現状 値 は 2017 年 の 値 
傾聴 ボラ ンティア の 育成 ・ 活 動 支援 md 
自殺 予防 に 取り 組む 関係 者 研修 会 参加 者 数 
(人 ) 【有 累计] 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 自殺 予防 に 取り 組む 関係 者 の 育成 、 連 携 強化 Lp 
298 1, 100 1, 500 1, 900 2, 300 
現状 値 は 2017 年 の 値 
© aes 営 住宅 な ど に お ける 新た な コ 
ニテ ィ の 形成 や 活性 化 に 向け た 取 EN a cer 
sone ディ ネー ター に よる 市 町 村 支 odn us PLLLH Peer ee eer eter >| 
| 援 と rns (個別 課題 に わい て 継続 支援) 
・ 災 害 公営 住宅 自 運営 研修 等 の 参加 者 数 
(人 ) 【累计 コミ ュ ニ ティ 形成 支援 員 に よる 県 営 災 害 公営 
住宅 の コミ ュ ニ ティ 形成 支援 三 一 全 

















2021 2022 
40 120 160 


現状 値 は 2017 有 

















現状 値 









































災害 公営 住宅 自治 会 な ど へ の 支援 


























事 役員 を 対象 と し た 運営 手法 習得 支援 


お ける コミ ュ ニ ティ 支援 
(人 ) 【累计 ] 
2020 2021 2022 自治 会 間 の ネッ トワ ー ク 構築 支援 
900 1200 
-| ~ T  T T 
営 住宅 な ど に お ける 住民 交流 の 促進 


現状 値 は 2017 有 
KR H 
交流 イベ ント な どの 開催 支援 —> 











住宅 等 人 








































































































地域 内 外 の 住民 な ど と の 交流 促進 











































































































被災 者 の 生活 再建 に 係る 相談 対応 ーー と 
NPO が 行う 地域 コミ ュ ニ ティ 再生 ・ 活 性 化 の 
取組 支援 
RHO RE 


























被災 地 の 地 域 公 共 交 通 確保 の 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
| (住民 ) 
| ・ 健 康 相談 、 健 康 づく り 講 座 な ど へ の 参加 、 日 常 の 健康 づく り の 取組 
域 コ ミュ ニテ ィ 活 動 へ の 参画 
(市 町 村 ) 

・ 個 別 健康 相談 、 健 康 講座 、 運 動 教室 の 開催 
| ・ 自 治 会 単位 の 健康 づく り 活 動 の 支援 

| ・ 被 災 者 健康 支援 ネッ トワ ー ク 会 議 開催 

| ・ 災 害 公営 住 宅 な どの 新た な 住 環境 に お ける コミ ュ ニ ティ 形成 や 活性 化 の 支援 
(民間 団体 等 ) 

・ ボ ラン ティ ア に よる 余暇 活動 支援 

・ 社 会 福祉 協議 会 に よる サロ ン 活 動 

・ 民 生 ・ 児 童 委 員 に よる 見 守り 活動 

・ 災 害 公営 住宅 な どの 新た な 住 環境 に お ける コミ ュ ニ ティ 形成 や 活性 化 の 支援 























= e 















































































































































・ 健 康 い わ て 21 〈 第 2 次 ) + bal Cah + BA + 大船 渡 ) プラ ン 
(計画 期間 平成 26 年 度 (2014 年 度 ) て 2022 年 度 ) 
・ 岩 手 県 自殺 対策 アク ショ ンプ ラン ・ 圏 域 別 (宮古 ・ 釜 石 ・ 大 船渡 ) プラ ン 
(計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) 一 平成 35 年 度 (2023 年 度 )) 
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I 地域 包括 ケア ンス テム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 


活力 の ある 地域 


B 4 安心 で 快適 な 生活 環境 と 活力 ある 地域 社会 を つく り 
人 ます 








(基本 方 向 ) 
食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 を 図る た め 、 食 品 の 製造 ・ 加 工 、 流 通 の 各 段 階 に お ける 監視 ・ 指 導 な ど 
を 行い ます 。 

衛生 的 で 快適 な 暮らし を 実現 する た め 、 汚 水 処理 施設 な どの 整備 を 進め る と と も に 、 老朽 化し 
た 橋梁 や トン ネル な どの 社会 資本 の 計画 的 な 維持 管理 や 住民 と の 協 働 に よる 維持 管理 を 推進 


















































まず すず 。 

また 、 動物 の いのち を 大 切 に する 社会 の 実現 を 目指 し 、 動 物 譲 渡 な どの 取組 を 通じ て 動物 愛 
思想 の 普及 を 図り ます 。 

さら に 、 次 代 を 担う 若者 や 女性 を は じ め と する 住民 一 人 ひと り が 地域 の けん 引 役 と し て 地域 に 
新た な 活力 と 魅力 を 創り だ す 取 組 を 推進 し ます 。 











現状 と 課題 
沿岸 圏 城 で は 、 飲 食 店 に お いて 食中毒 が 毎年 発生 し て お り 、 食 品 関係 事業 者 な ど に 対す る 
監視 ・ 指 導 を 強化 する と と も に 、 住 民 の 食 の 安全 性 に 対す る 関心 を 一 層 高 め る 必要 が あり ま 
す 























下水 道 を は じ め と する 汚水 処理 施設 の 整備 は 着実 に 進展 し て いる も の の 、 沿 岸 圏 域 に お け 
る 汚水 処理 人 口 普 及 率 は 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) 末 で 県 全体 の 80.8% を 下回る 70.7% に 
と ど ま っ て お り 、 汚 水 処理 施設 の 整備 を 促進 する 必要 が あり ます 。 

沿岸 圏 域 は 車両 の すれ 違い 困難 な 箇所 が 多い こと か ら 、 通 行 の 安全 を 確保 する た め 、 待 避 
所 設置 や 路肩 拡幅 な ど を 進め て いく 必要 が あり ます 。 

高度 経済 成長 期 以 降 に 集中 的 に 整備 され た 橋梁 や トン ネル な どの 社会 資本 の 老朽 化 が 進行 
する と と も に 、 復 旧 ・ 復 興 工 事 の 完成 に 伴い 社会 資本 が 増加 し て いる こと か ら 、 こ れ ら の 計 
画 的 な 維持 管理 が 必要 で す 。 

沿岸 圏 域 で は 、 保 健 所 が 引き 取っ た 大 ・ 猫 の 殺 処 分 数 が 減少 傾向 に ある も の の 、 今 な お 条 
処分 せ ざ る を 得 な い 事例 が ある こと か ら 、 動 物 の いのち を 大 切 に する 社会 を 実現 する た め 、 
動物 愛護 の 取組 を 進め る 必要 が あり ます 。 
東日本 大 震 災 津波 後 、 新 し いま ちら づく り が 進む 中 、 震 災 を 契機 に 沿岸 圏 城 外 か ら 多 く の 若 
者 や 女性 が 被災 地 の 復興 の た め 移 住 し 、 地 域 に 新た な 活力 と 魅力 を つく り 出 し て いま す 。 
人 口 減少 、 少 子 高齢 化 が 進む 沿岸 被災 地 に お いて 、 復 興 の 先 を 見 据え た 活力 ある 地域 づく 
り を 進め る た め に は 、 次 代 を 担う 若者 や 女性 が 地域 の けん 引 役 と し て 、 多 方 面 で 活躍 で きる 
環境 づく り を 進め る こと が 必要 で す 。 


ーー 






























































































































































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 





食品 表示 法 に 基づく 食品 表示 に つい て 、 事 業者 を 対象 と し た 研修 会 の 開催 な ど に 


い 知 識 の 普及 を 図る と と も に 、 食 品 表 示 に つい て の 県 











頼 の 向上 を 図り ます 。 







































































より 正 し 


民 理 解 の 促進 を 通じ 、 食 品 に 対す る 信 


食品 の 製造 、 加 工 、 調 理 、 販 売 な ど に 携わる 食品 関係 事業 者 に 対し 、 食 品 衛生 法 に 基づく 


































































































































































































監視 ・ 指導 及び 収 去 検 査 ! を 行う と と も に 弁当 ・ 仕 出し 屋 や 各種 食品 製造 業 な どの 重点 対象 
施設 ? に 対し て は 岩 手 版 HACCP の 普及 ・ 訂 発 を 推進 し 、 事 業者 自ら が 重要 工程 管理 を 行 
な うこ と へ の 理解 促進 を 図り 、 岩 手 版 HACCP か ら HACCP に 沿っ た 衛生 管理 の 制度 化 
4 へ の 円 滑 な 移行 に 向け た 支援 に 取組 み ま す 。 
② 生活 の 利便 性 向上 に つなが る 社会 資本 の 整備 と 計画 的 な 維持 管理 
地域 の 実情 に 応じ て 、 公 共 下 水道 や 漁業 ・ 農 業 集落 排水 施設 、 浄 化 槽 施設 の 整備 を 促進 し 
ます 。 ま た 、 狭 あい 道路 箇所 へ の 待避 所 設置 な ど 、 生 活 に 密着 し た 道路 環境 の 整備 を 推進 し 
ます 。 
橋梁 や トン ネル な どの 機能 維持 の た め 、 計 画 的 な 維持 管理 を 行う と と も に 、 地 域 の 道路 や 
河川 ・ 海 岸 の 草刈 や 清掃 を 行い 、 住 民 協 働 の 維持 管理 を 推進 し ます 。 
③ 動物 愛護 思想 の 普及 と 動物 の いのち を 大 切 に する 取組 の 推進 
・ 住民 を 対象 と し た 講習 会 の 開催 な ど を 通じ て 、 動 物 愛護 思想 や 動物 の 適切 な 管理 方 法 に 関 





する 普及 ・ 啓 発 を 推進 し ます 。 











































































































・ 国 ・ 地 方 自治 体 ・ 関 係 団体 に よる 動物 愛護 週間 行事 の 取組 に 加え 、 地 元 動物 愛護 団体 と の 
協 働 に よる 動物 と の ふれ あい イベ ント な ど を 通じ て 、 動 物 愛護 思想 の 普及 ・ 啓 発 を 進 





ます 。 


保健 所 が 引き 取っ た 犬 ・ 猫 の 情報 の 積極 的 な 発信 な ど に より 、 新 た な 飼い 主 へ の 譲渡 を 推 




















進 し ます 。 


④ 若者 ・ 女 性 の 活躍 推進 と 地域 づく り 人 材 の 育成 支援 
子育て 環境 や 働く 場 な ど 若者 ・ 女 性 を 取 巻 く 環 境 の 改善 と 、 若 者 ・ 女 性 が 行う 様々 な 分 野 























で きる 地域 づく り を 進め ます 。 
若者 や 女性 を は じ め と し た 住民 が 主体 的 に 



































活動 する 地域 づく り 団 体 の 育成 と 東 日 
津波 を 契機 と し た 県 内 外 と の つなが り を 生か し た 人 材 の 交流 を 推進 する と と も に 、 


域 づ くり を 担う 市 町 村 の 若手 職員 な ど を 対象 と し た 、 








催し ます 。 














! 収 去 検査 : 食品 衛生 法 に 基づき 、 必 要 最 少量 の 食品 な ど を 無償 で 
* 重点 対象 施設 : 飲食 店 営業 の 仕出 し 屋 、 弁 当 屋 、 旅 館 ・ ホ テル の ほか 、 乳 製 
製造 業 、 あ ん 類 製造 業 、 7 信 29- ヵ 頻 製造 業 、 食 肉 製品 製造 業 、 乳 酸 
理 












































業 、 集 乳業 及び 食肉 処理 業 を 営む 施設 
























































に 
Ea 


HR ALES 


















































政策 形成 能力 の 向上 を 図る 研 





きち 帰 り 、 食 品 の 安全 性 を 確認 する 検査 。 





本 大 震 災 





に お ける 参画 ・ 協 働 や 産業 ・ 地 域 振興 の 取組 な ど を 支援 し 、 若 者 や 女性 が より 一 層 力 を 発揮 


BE < くく 


将来 の 地 
修 会 を 開 


品 製造 業 、 魚 肉 ね り 製 品 製 造 業 、 和 缶詰 びん 詰め 食品 
HH 工業 の 乳 処 








、 義 加 物 製造 業 、 清 源 飲 料 水 製造 業 、 カ 





























3 岩手 版 HACCP: 「HACCP」 は lavard Analysis Critical Control Point (危害 分 析 重 要 管理 点 ) の 略 。 食 品 衛 生 管 理 の 




















国際 的 な 手法 で ある HACCP 本 来 の 手法 の 導入 が 難し い 小 規模 施設 で あめ っ て も 、HACCP の 考え 方 に 基づく 衛生 管理 に 取り 組 





ん で も ら え る よう 、 温 度 管 理 を 中 心 と する 、 食 品 衛生 管理 の 重要 管理 点 を 県 が 予め し 、 重 要 管 理 点 の 定期 的 な 確認 と 結果 の 記録 


























を 行なう な どの 衛生 管理 の 実践 を 促す 、 本 県 独自 の 取り 組み 。 





























1 HACCP ORE(E: 平成 0 RR 
利信 和 让 全 全 ROMA HANRE に 沿っ た 衛生 管理 の 制度 化 ) に 





























E 法 等 の 
































一 部 を 改正 する 法律 」 が 公布 。 事 業者 自ら が 重 





工程 管 




















1 年 の 経過 措置 を 経て 事業 者 へ の HACCP に epee 
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関す る 規定 が 追加 され 、 2 年 後 の 法 施行 、 そ の 後 





工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
~ 2018 2019 2020 2021 2022 


食品 表示 を 通じ た 食品 の 信頼 性 の 向上 推進 
事業 者 を 対象 と し た 食品 表示 に 係る 講習 会 の 開催 

















県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 
① 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 
目標 
・ 要 許可 施設 ? へ の 監視 率 

















































































































現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
100 100 100 100 100 
現状 値 は 2017 年 の 値 














食品 表示 に つい て の 県 民 理解 の 促進 

























































































』 理 な ど を 行う 施設 へ の 監視 ・ 指 導 


うか ドー ルド Ly 





2019TM 釜石 開催 に 
伴う 施設 の 重点 監視 












































流通 食品 の 監視 ・ 指 導 


去 検査 な どの 実施 











・HACCP 導 入 に 関す る 講習 会 の 受講 者 数 


















































(人 ) [累计 ーーーーーーーーー R 
TP IP ビー ザル トカ 7 

現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 Rigel a 
377 | 1,200 | 1,600 | 2,000 | 2,400 0 0 人 

現状 値 は 2017 年 の 値 伴う 流通 食品 の 重点 




















を 視 ・ 指 導 




















啓発 の 取組 を 実施 



































こよ る HACCP の 制度 














② 生活 の 利便 性 向上 に つなが る 社会 資 
本 の 整備 と 計画 的 な 維持 管理 


里 人 口 普及 率 [再 揭 ] 










































157K SLE 





E 施 設 の 整備 ・ 水 洗 化 の 促進 [i 






































df Fe 
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Ss 
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ys 


















































生活 に 密着 し た 道路 環境 の 整備 
狭 あ い 道 路 箇 所 へ の 待避 所 設置 な ど ) 








現状 値 2019 2020 2021 2022 
70.7 73.9 75.9 78. 2 80. 5 
現状 値 は 2017 年 の 値 








1 







































































社会 資本 の 維持 





me 


























・ 社 会 資本 の 維持 管理 を 行う 協 働 団体 数 














橋梁 や トン ネル な どの 機能 


道路 や 河川 ・ 海 岸 

































































現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
49 49 49 49 49 
現状 値 は 2017 年 の 値 


③ 動物 愛護 思想 の 普及 と 動物 の いのち 

















































































































を 大 切 に する 取組 の 推進 動物 愛護 思想 の 普及 ・ 啓 発 
標 
E 民 対象 の 適正 飼養 講習 会 な どの 開催 





























» FA OK + 猫 D 返 还 + BEYER 


a 
































愛護 週間 行事 の 実施 、 動物 愛護 団体 と の 
る 動物 ふれ あい イベ ント の 開催 な ど 




















現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
89.8 92.0 94. 3 96. 6 100 
現状 値 は 2017 年 の 値 

































































保健 所 が 引取 っ た 犬 ・ 猫 の 譲渡 の 推進 
e— ( 犬 ・ 猫 情報 の 積極 発信 な ど ) > 




































































要 許 可 施設 : 飲食 店 営業 な ど 政 令 で 指定 され た 34 業種 で 、 都 道府県 知 


J 








BO GPR] & Seis RIT AVIS TRB ZR ELE AMNTCWSBO, 











工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
2019 2020 2021 












県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 
④ 若者 ・ 女 性 の 活躍 推進 と 地域 づく り 人 












































































































































































































































材 の 育成 支援 
H 標 
・ 地 域 経営 推進 費 な ど に よる 支援 件 数 
(件 ) [累計 ] 7 ニー 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 ・ 女 任 Bt MHD SCHR 
2 5 9 13 17 
現状 値 は 2018 年 の 値 
7 | E 化 に 取り 組む 団 
・ 食 を 通じ た 地域 づく り 団 体 ? の 育成 数 = 一 
(团体 ) 【累计 也 域 人 SS< OE 信成 ・ | 
現状 値 | 2019 0 202 2022 
= = 75 体 の 交流 ・ ネ ットワーク 化 の 
支援 























現状 値 は 2018 年 の 値 


























FE 職員 の 政策 形成 能力 向上 支援 






































































































































市 町 村 の 若手 職員 を 対象 と し た 政策 形成 の 能 市 町 村 若 ヨ 
力 向上 を 図る 研修 会 の 受講 者 数 = - 
(A) [ 黑 计 産業 振興 を テー マ と し た 政策 形成 研修 会 の 開催 本 
现状 值 2019 2020 2021 2022 
31 40 50 60 70 研修 会 受講 者 間 の 人 的 ネッ トワ ー ク 形成 支援 
現状 値 は 2018 年 の 値 




















体 : 食 を 通じ た 地域 の 魅力 の P R や 情報 発信 な ど に より 、 地 域 の 活性 化 に 取り 組む 団体 















































? 食 を 通じ た 地域 づく り 団 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
| 【 食 の 安全 ・ 安 心 】 

| (住民 ) 

・ 食 に 関す る 正しい 知識 の 習得 
(食品 関連 事業 者 ) 
・HACCP を 踏ま えた 衛生 管理 に 基づく 安全 な 食品 の 提供 
| ・ 食 品 表 示 法 を 遵守 し た 食品 の 正しい 情報 の 提供 
| 【 汚 水 処理 施設 、 社 会 資本 の 整備 と 維持 管理 】 


【 




































































(住民 ) 
・ 汚 水 処理 施設 (浄化 槽 ) の 一 層 の 導入 











路 や 河川 ・ 海 岸 の 草刈 や 清掃 活動 に お ける 県 及び 市 町 村 と の 協 働 
(市 町 村 ) 
・ 汚 水 処理 施設 (下水 道 、 漁 業 ・ 農 業 集落 排水 ) の 整備 
・ 汚 水 処理 施設 整備 (浄化 槽 ) の 支援 

| ・ 社 会 資本 の 整備 と 維持 管理 

| 【 動 物 愛護 】 

| (住民 ) 

・ 動 物 の 適正 管理 
・ 動 物 の 命 を 大 切 に する 行動 

・ ベ ペッ ト を 原因 と し た 住民 トラ ブル な ど 、 地 域 課 題 に 対す る 解決 に 向け た 取組 
(市 町 村 ) 
・ ベ ペッ ト を 原因 と し た 住民 トラ ブル な ど 、 地 域 課題 に 対す る 解決 に 向け た 取組 
・ 保 健 所 と 連携 し た 動物 譲渡 推進 
(関係 団体 ) 

・ 動 物 譲渡 推進 及び 動物 愛護 思想 の 普及 ・ 砂 発 の 取組 
| 【 若 者 ・ 女性 の 活躍 推進 】 

| (住民 ) 

・ 地 域 づ くり へ の 積極 的 な 参加 
市 町 村 ) 

・ 若 者 ・ 女 性 の 活躍 に 向け た 支援 
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【 関 連 す る 計画 】 
Rm eat a † 画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) て 2020 年 度 ) 

二 決 岩手 県 動物 愛護 管理 推進 計画 (計画 期間 平成 26 年 度 (2014 年 度 ) て 2023 年 度 ) 
eee nh 平成 30 年 度 (201847 EE) て 2025 年 度 ) 
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I 地域 包括 ケア ンス テム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 


活力 の ある 地域 


較 5 良好 な 自然 環境 の 保全 ・ 活 用 と 持続 可能 な 生活 環境 


ME の 整備 を 進め ます 









(基本 方 向 ) 

優れ た 自然 環境 、 地 域 資 源 を 活用 し た 環境 団体 な どの 取組 へ の 支援 や 公共 用 水域 の 保全 な ど 、 
自然 と の 共生 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 
沿岸 圏 城 の 良好 な 水 環境 の 確保 に 向け 、 公共 用 水域 の 水質 状況 の 把握 に 努め る と と も に 、 汚 水 


















































の 排出 源 と な る 事業 所 な どの 監視 ・ 指 導 の 一 層 の 強化 を 図り ます 。 
ご み の 減 量化 や リサ イク ル の 促進 な ど 、 循 環 型 地域 社会 の 構築 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 
地球 温暖 化 防止 に 向け 、 温 室 効果 ガス 排出 削減 に 向け た 対策 へ の 事業 者 や 住民 の 理解 向上 を 図 
り ま す 。 
































現状 と 課題 
沿岸 圏 域 の 環境 団体 の 中 に は 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 影響 に より 活動 が 休止 、 ま た は 回 復 し 
て いな い 団 体 が 多く 、NPO 等 と 連携 し た 活動 の 活性 化 や 次 代 の 活動 を 担う 人 づく りな ど 、 
活動 再開 に 向け た 支援 が 必要 で す 。 

三陸 復興 国立 公園 や 早 池峰 国定 公園 な ど 優 れ た 自然 環境 を 有する 沿岸 圏 城 で は 、 三 陸 ジ オ 
パー ク や みち の く 潮 風 ト レイ ル な どの 地域 資源 を 活用 し た 自然 と の 共生 へ の 意識 向上 の ほか 、 
工場 排水 や 生活 排水 の 対策 に よる 水 環境 の 保全 、 海 岸 漂着 物 へ の 対応 な ど 、 優 れ た 環境 を 守 
り 次 代 に 引き 継ぐ た め の 取 組 が 求め られ て いま す 。 

沿岸 圏 城 に お ける 一 人 1 日 当たり ご み 排 出 量 は 、 平 成 28 年 度 (2016 年 度 ) に お いて 946g 
と 県 平均 の 921g を 上 回 っ て いる こと か ら 、 ご み の 減 量化 に 向け た 取組 を 推進 する 必要 が あり 
ます 。 

[平成 29 年 県 の 施策 に 関す る 県 民意 識 調査 」 に お いて 、 ご み 減 量化 の 行動 に 努め て いる 沿 
岸 圏 域 住 民 の 割合 は 72.5966 で あり 、 リ サイ クル や ご み の 分 別 収集 へ の 協力 、 リ ター ナブ ル 容 
器 ' や 詰 閑 え 商品 の 利用 な ど 、 SR (スリ ー ア ー ル ) * に 係る 環境 施策 へ の 理解 が 浸透 し て い 
表す ず 。 

近年 、 気 温 の 長期 的 上 昇 や 豪雨 被害 の 増加 な ど 、 気 候 変 動 に よる 環境 の 変化 へ の 懸念 が 世 
界 的 に 広がっ て いる こと か ら 、 地 球 温 暖 化 防止 に 向け 、 エ コラ イフ の 実践 に 係る 普及 盛 発 や 
市 町 村 の 防災 拠点 へ の 再生 可能 エネ ルギー 導入 の 促進 な ど 、 住 民 や 事業 者 な ど 様々 な 主体 に 
よる 温室 効果 ガス 排出 量 削減 の た め の 取 組 を 支援 ・ 推 進 す る 必要 が あり ます 。 































































































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 自然 環境 の 保全 と 活用 の 推進 
NPO な どの 団体 が 行う 環境 保全 活動 や 希少 野生 動植物 の 保護 活動 を 支援 する と と も に 、 





































































































1 リタ ー ナ ブル 容器 : 中 身 を 消費 し た 後 の 容器 を 販売 店 を 通じ て 回 収 し 、 メ ー カ ー が 洗浄 し 再び 使用 する 容器 。 

2 3R : Reduce (リデュース : 廃棄 物 の 発生 抑制 ) Reuse (リユース : 再 使用 ) 、Recycle (リサ イク ル : 再生 利用 ) の 3 つの 英語 
の 頭 文 字 を と っ た も の 。 3 つの R に 取り 組む こと で ご み を 限り な く 少 な くし 、 環 境 へ の 影響 を 極力 減ら し 、 限 りあ る 地球 の 資源 を 
有効 に 繰り 返し 使う 社会 ( 三 循 環 型 社会 ) を つく ろう と する も の 。 
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三陸 ジオ パー ク や みち の く 潮 風 ト レイ ル を 活用 し た 環境 学習 な どの 活動 を 推進 し ます 。 

森 か ら 川 を 経て 海 に 至る 健全 な 水循環 が 図ら れる よう 、 海 岸 漂着 物 の 円 滑 な 処理 や 、 県 民 
等 の 参加 に 

活動 が 休止 、 ま た は 回 復 し て いな い 環 境 団 体 に 対し 、 環 境 学習 活動 の 委託 や 情報 交換 会 の 
開催 を 通じ て 、 団 体 活動 活性 化 に omi et 

三陸 ジオ パー ク な どの 周知 ・ 活 用 及び 保全 活動 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 

河川 や 海域 な どの 公共 用 水域 の 水質 監視 や 工場 ・ 事 業 場 な ど に 対す る 排水 の 監視 ・ 指 導 を 




















強化 し 、 環 境 基 準 の 達成 ・ 維 持 に 向け 





















































た 取組 を 推進 し ます 。 























② PHP 
一 般 廃棄 物 削 減 に 向け て 、 市 町 村 と の 連携 の も と 、 マ イ バ ッ ク の 使用 の 推進 、 プ ラス チッ 
Pe Gi 0 A 家庭 ご み を 中 心 と し た ご み 減 量化 に 向け た 取組 へ の 
支援 や 、3 R の 普及 ・ 啓 発 に 取り 組み ます 。 
・ 産業 廃棄 物 処理 事業 者 な ど へ の 廃棄 物 の 適正 処理 の 監視 ・ 指 導 を 一 層 強 化し ます 。 
③ 地球 温暖 化 対 策 の 推進 





市 町 村 が 進め る 公民 館 な どの 防災 拠点 施設 へ の 再生 可能 エネ ルギー シス テム の 導入 を 支援 


ビビ ます 。 
「 い わ て 地球 環境 に や さ し い 事業 所 」 






















































































































































































=x +> 
认定 





制度 人 





「 エ コス タッ フ プ 養 成 セ ミナ ー」 





























へ の 事業 











者 の 参加 や 、「 地 球 温暖 化 を 防 ご う 隊 *」 へ の 小学 校 の 参加 を 促進 する と と も に 、 各 種 研修 な 
ど を 通じ て 温室 効果 ガス 排出 削減 の 普及 麻 発 と 機運 醸成 に 取り 組み ます 。 
ws 0 
と も に 、 木 質 バ イオ マス コー ディ ネー ター の 派遣 に 、 木 質 バ イオ マス 利用 施設 の 導入 を 
支援 し ます 。 
3 ワン ウェ イ 容 器 : 1 回 使用 され た 後 、 ご み ま た は 資源 と し て 回 収 さ れる 容器 。 ス チー ル 告 、 ベ ペッ ト ボ トル な ど 。( リ ター ナブ ル 容 
器 の 反対 語 ) 
4 いわ て 地球 環境 に や さ し い 事業 所 認定 制度 : 地球 温暖 化 を 防止 する た め 、 0 の た め の 措 置 を 積極 的 に 講じ て 
いる 事業 所 を 「 い わ て 地球 環境 に や さ し い 事業 所 」 と し て 認定 し 、 広 く 県 民 に 紹介 する こと に 、 地 球 温暖 化 対策 の 積極 的 な 取 
組 を 広げ て いく こと を 目的 と し た 制度 。 
5 地球 温暖 化 防 ご う 隊 : 小学 生 を 『 地 球 温暖 化 を 防 ご う 隊 員 』 に 任命 し 、 家 庭 で で きる 身近 な 節電 等 の 取組 を 通じ て 地球 温暖 化 防 
止 に 対す る 意識 を 高め る 取組 。 
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工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
し 目 大 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 ~2018 2019 2020 2021 2022 
① 自然 環境 の 保全 と 活用 の 推進 
+1 標 環境 保全 や 希少 野生 動植物 保護 活動 の 普及 ・ 啓 発 ・ 実 践 他 
・ 三 陸 ジ オペ パー ク 等 を 活用 し た 環境 保全 活動 実 本 
施 团体 数 (団体 ) [累计 ] 三陸 ジオ パー ク や みち の く 潮 風 ト レイ ル を 活用 し た Ld 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 環境 学習 活動 の 推進 
6 18 24 30 36 
現状 値 は 2017 年 の 値 三陸 ジオ パーク な どの 周知 ・ 活 用 及び 保全 活動 の 実施 | 
・ 排 水 基準 適用 の 事業 場 に 区 準 適合 - 、 5 
5 公共 用 水城 の 呆 境 基準 の 連 成 ・ 維 持 べ の 取組 推進 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 公共 用 水 域 四 水 质 略 视 
100 100 100 100 100 md 
現状 値 は 2017 年 の 値 事業 場 等 へ の 立ち 入り 調査 及び 排出 水 の 監 視 
ea. a な + = 中 = 
② 廃棄 物 減量 化 対 策 な ど に よる 循環 型 ー み 小 量 化 の 取組 支援 
地域 社会 の 構築 (マイ バッ ク 使 用 推進 、 プ ラス チッ ク の ワン ウェ イ 
目標 容器 ・ 包 装 削 減 な ど ) md 
・ 沿 岸 地域 住民 一 人 1 日 当たり 家庭 系 ご み (資源 
に な る も の を 除く ) 排出 量 (g) 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
Bae (2018) | (201 (2020) | (2021) 3 RD 普及 : KH by 
567 55 549 540 
現状 値 は 2016 年 の 値 
・ 産業 廃棄 物 の 適 (%) 廃棄 物 の 適正 処理 の 監視 ・ 指 導 の 実施 
F 目 He 
a ae 事业 者 记 对 才 国 监视 指导 、 排 出 事业 者 众 上 上 对 才 国 | 
99. 4 100 100 説明 会 の 開催 
現状 値 は 2017 年 の 値 ae 时 
な ど と の 不法 投棄 監視 合同 パト ロー ル の 実施 








市 町 村 、 警察 











































































































③ 地球 温暖 化 対策 の 推進 
目標 太陽 光 発電 等 再生 可能 エネ ルギー 導入 に 係る 普及 ・ 啓 発 
EE 新 期 认定 = 
了 新規 認 に B 災 拠 点 施 設 等 へ の 誠 AE 可能 
=P 





・「 い わ て 地球 環境 に や さ し 
事業 所 ) (Bet エネ ルギー シス テム 導入 支援 
ーー (~2020) 


現状 値 | 2019 2022 
13 16 > 
事業 所 」 


4 
現状 値 は 2017 年 の 値 
nae 「 い わ て 地球 環境 に や さ し い 
認定 制度 、「 エ コス タッ プ 養 成 セ ミナ ー」 へ の 事業 者 の 参加 序 

促進 


・「 地 球 温暖 化 を 防 ご う 隊 」 个 中 圈 域 内 小 学 校 参 
Alle (%) 
eS a EE EE 


如 率 
现状 值 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
2.9 6.3 8.0 9.7 11. 4 

「 地 球 温暖 化 を 防 ご う 隊 」 へ の 小学 校 の 参加 促進 


喝 状 値 は 2017 年 の 値 










































































































































































木質 バイ オマ スコ ー デ ィ ネ ー タ ー の 派遣 な ど に よる 
木質 バイ オマ ス 利 用 施設 の 導入 支援 | 
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県 県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
(住民 、NPO 等 環境 団体 ) 
・ 環 境 学 習 や 各種 環境 保全 活動 へ の 参加 

・ ご み の 減 量化 や リサ イク ル 活 動 の 取組 の 実践 

・ 行 政 と 連携 し た 環境 保全 活動 の 取組 

・ 再 生 可 能 エ ネル ギー の 積極 的 な 導入 や 省エネ 、 人 節電 行動 の 取組 

(事業 者 ) 
・ 産 業 廃棄 物 の 適正 処理 、 発 生 抑制 及び リサ イク ル 推 進 の 取組 


ee 




























































































こ 即 し た 環 a OE 
E エ ネル ギー 等 に 係る 普及 啓発 














【 関 連 す る 計画 】 
・ 岩 手 県 環境 基本 計画 (計画 期間 平成 23 年 度 (2011 年 度 ) ~20204F BE) 
第 一 次 岩手 県 循環 型 社会 形成 推進 計画 (計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) ~20204F BE) 
・ 釜 石 ・ 大 航 地域 流域 *' ゲ ョ ン (計画 期間 2019 年 度 て 2028 年 度 ) 
・ 宮 古 ・ 下 義 伊 地域 流域 じ ゲ ョ ン (計画 期間 平成 30 年 度 (2018 年 度 ) て 2024 年 度 ) 
・ 大 船渡 湾 水 環境 保全 計画 (計画 期間 平成 26 年 度 (2014 年 度 ) ~2023 年 度 ) 
・ 気 仙川 流域 基本 計画 (計画 期間 平成 0 年度 (2018 年 度 ) て 2022 年 度 ) 
・ 大 船渡 市 三陸 町 地域 流域 基本 計画 (計画 期間 2019 年 度 て 2023 年 度 ) 
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I 地域 包括 ケア ンス テム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 


活力 の ある 地域 


国 6 安心 し て 子ども を 生み 育て る こと が で き 、 高齢 者 や 障 が 
BE 。 い 者 が いき いき と 、 健 や か に 暮らせ る 社会 を つく り ま す 








(基本 方 向 ) 
結婚 を 望む 男女 の 出会い の 場 づ くり や 子育て し や すい 環境 づく り に 向け 、 地 域 に お ける 支援 体 





制 の 充実 強化 に 取り 組み ます 。 
また 、 高齢 者 や 障がい 者 の 社会 参加 、 生活 支援 体制 の 充実 強化 に 取り 組む な と と も に 、 住民 主体 
の 介護 予防 の 取組 及び 保健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 が 一 体 と な っ た 地域 連携 を 推進 し ます 。 

















現状 と 課題 

沿岸 圏 城 で は 、 平 均 初婚 年 齢 が 上 昇 し て いる な ど 未 婚 化 、 晩 婚 化 が 進み 、 平 成 28 年 (2016 
年 ) の 合計 特殊 出生 率 は 、1.59 と 依然 と し て 低い 水準 に と ど ま っ て いる こと か ら 、 住 民 が 安 
心して 家庭 を 持ち 子ども を 生み 育て る こと が で きる 環境 の 整備 を 図る と と も に 、 地 域 社会 全 
体 で 子育て 家庭 を 応援 する 機運 の 醸成 が 必要 で す 。 

沿岸 圏 域 の 平成 30 年 (2018 年 ) の 高齢 化 率 37. 7 % は 、 県 平均 32.59%6 を 上 回 っ て お り 、 今 
後 も 更 な る 上 昇 が 続く と 見 込ま れる こと か ら 、 高 齢 者 が 生き が い を 感じ な が ら 、 よ り 健 康 で 
いき いき と 暮らす こと が で きる 社会 の 構築 が 必要 で す 。 

障がい 者 の 高齢 化 が 進ん で お り 、 高 齢 化 の 進展 に 伴う 身体 、 知 的 、 精 神 そ れ ぞ れ の 障がい 
特性 に 応じ た 支援 が 必要 と され て いる ほか 、 障 が い 者 が 必要 な サー ビス を 受け な が ら 希 望 す 
る 地域 で 安心 し て 生活 で きる よう 、 市 町 村 や 障がい 福祉 サー ビス 事業 者 な ど に よる 相談 支 
援 ・ 生 活 支 援 体制 の 充実 が 必要 で す 。 

沿岸 圏 域 で は 情報 通信 技術 (1 CT) を 活用 し た 地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク ' が 県 内 で も い 
ち 早 く 導 入 さ れ 活 用 が 始ま っ て お り 、 更 な る 充実 が 必要 で す 。 

住民 が 生涯 に わた り 自 分 らし い 暮 らし を 続け る こと が で きる よう 、 保 健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 
祉 サー ビス な ど 、 日 常 生 活 に 必要 な 支援 が 一 体 的 に 提供 され る 地域 包括 ケア シス テム の 構築 
が 必要 で す 。 






















































































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 

① 結婚 支援 や 、 妊 娠 期 か ら 子 育て 期 に わた る 切れ 目 な い 支 援 の 推進 
結婚 を 望む 男女 に 出会い の 機会 を 提供 する た め 、 各 種 婚 活 イベ ント の 情報 発信 や “いき い 
き 岩 手 "結婚 サポ ー ト セン ター* (i- サ ポ ) を 周知 し 、 会 員 倒 録 を 推進 し ます 。 
妊娠 期 か ら 出 産 、 子 育て 期 に わた る 切れ 目 の な い 支援 を 提供 する 「 子 育て 世代 包括 支援 セ 
ンタ ー"」 の 市 町 村 へ の 設置 を 促進 し ます 。 






































1 地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク : 病院 や 診療 所 、 介 護 事業 所 、 薬 局 な どの 医療 関係 機関 等 で 、 患 者 の 診療 内 容 や 検査 結果 、 処 方 され て 
いる 薬 な どの 情報 を 共有 する こと に より 効率 の 良い 医療 を 提供 する こと を 目的 と し た シス テム ( 答 石 地域 は 「OK は まゆ り ネ ッ ト 」、 
宮古 地域 は 「 み や こ サ ー モ ン ケ アネット 」、 気 仙 地 域 は 「 未 来 か な え ネ ッ ト 」)。 
2 “いき いき 岩手 ” 結婚 サポ ー ト セン ター : 結婚 を 望む 男女 に 出会い の 機会 を 提供 する た め 、 会 員 韻 録 制 の お 見 合い の セッ ティ ン 
グ や 、 嬉 活 イ ベン ト 情 報 の 発信 等 を 行う 。 
3 子育て 世代 包括 支援 セン ター : 妊娠 ・ 出 産 ・ 子 育て に 関す る 相談 に 応じ 、 保 健 ・ 医 療 ・ 福 祉 ・ 教 育 等 の 地域 の 関係 機関 に よる 切 
れ 目 の な い 支 援 を 行う 機関 (母子 保健 法 に より 、 設 置 は 市 町 村 の 努力 義務 と し て 法 的 に 位置 づけ られ て いる )。 
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社会 全体 で 子育て を 支援 する 機運 の 醸成 に 向け 、「 い わ て 子育て 応援 の 店 *」 BEES HIE 
Laer. 
② 高齢 者 の 生き が いづ くり や 社会 参加 活動 の 推進 
高齢 者 が 健康 で 文化 ・ ス ポー ツ 活 動 な どの 生き が いづ くり に 取り 組む こと が で きる よう 、 
社会 参加 活動 を 通じ た 住民 主体 の 健康 づく りや 介護 予防 の 取組 、 要 介護 状態 か ら の 自立 支援 
な ど を 推進 し ます 。 
認知 症 に な っ て も 安心 し て 生活 する こと が で きる よう 、 成 年 後見 制度 ? の 利用 を 促進 する と 
と も に 、 認知 症 の 人 や その 家族 を 支援 する た め 「 認 知 症 サ ポー ター"」 や や 「 認 知 症 キ ャ ラバ ン ・ 
メイ ト "」 な どの 普及 啓発 を 行い ます 。 
③ 障がい 者 の 自立 支援 や 社会 参加 の 促進 
・ 市 町 村 の 相談 支援 体制 や 障がい 福祉 サー ビス 事業 者 に よる 就労 ・ 生 活 支援 体制 な どの 充実 
支援 する と と も に 0 nee Aaron 
城 で 生活 を 送る こと が で きる よう 、 障 が い 者 自立 支援 協議 会 の 活動 を 通じ て 、 地 域 で の 受入 
体制 の 整備 を 支援 し ます 。 
「 ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イン "」 に つい て 、 事 業者 、 地 域 住民 な ど に よる 取組 や 学校 で の 麻 発 
動 を 支援 する ほか 、 ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イン に 対応 し た 公共 的 施設 の 情報 提供 を 行う 「 い わ て 
ユニ バー サル デザ イン 電子 マッ プ 」 の 充実 や 「 ひ と に や さ し い 駐車 場 利 用 証 制度 ?」 の 普及 啓 
発 を 行い ます 。 
④ 医療 と 介護 を つなぐ 情報 ネッ トワ ー ク を 活用 し た 、 保 健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 が 一 体 と な っ た 
地域 包括 ケア シス テム "の 推進 
沿岸 圏 域 で 運用 され て いる 地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク へ の 地域 住民 の 参画 を 促進 し 、 保 
健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 な ど 必 要 と する サー ビス を 身近 な 地域 で 一 体 的 か つ 切 れ 目 な く 提 供 す 
る 地域 包括 ケア シス テム の 構築 を 支援 し ます 。 
沿岸 圏 城 で 運用 され て いる 地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク の 推進 、 充実 を 図る た め 、 ネ ッ ト ワ ー 
クシ ステ ム を 運営 する NPO 法 人 と 関係 団体 と の 連携 を 進め ます 。 
医療 と 介護 を つなぐ で 情報 ネッ トワ ー ク の 利 活用 を 、 障 が い 者 支援 や 子育て 支援 な ど に 広げ 
て いく こと に より 「 共 に 生き る 社会 づく り 」 を 推進 し ます 。 
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4 いわ て 子育て 応援 の 店 : 子ども 連れ の 家庭 や 妊娠 中 の 方 を 対象 と し て 、 商 品 購入 代金 の 割引 な ど 子 育て に 関す る さま ざま な サー 
ビス を 提供 する 店 。 

5 成年 後見 制度 : 判断 能力 が 不 十 分 な た め に 、 財 産 管理 や 契約 な どの 手続 き が 困難 な 者 に 対し 、 本 人 の 行為 の 代理 又は 行為 を 補助 
する 者 を 選任 する 制度 

1 認知 症 サポ ー タ ー : 地域 の 住民 や 企業 の 従業 員 、 学生 な ど で 認 知 症 の 人 や その 家族 に 対し て で きる 範囲 で 手助け する 方 。 

7 認知 症 キ ャ ラバ ン ・ メ イト : 認知 症 に 対す る 正しい 知識 と 具体 的 な 対応 方 法 な ど を 伝え る 「 認 知 症 サ ポー ター 養成 講座 」 の 講師 
を 務め る こと が で きる 方 。 

8 ユニ バー サル デザ イン : 年 齢 や 性 別 、 能 力 な ど に か か わら ず 、 で きる 限り 、 全 て の 人 が 利用 で きる よう に 製品 、 建 物 、 空 間 を デ 
ザイ ン し よう と する 考え 方 。 

9 ひと ! cde jag uae 県 と 施設 管理 者 が 協定 を 締結 し 、 障 が い 者 、 高 齢 者 、 妊 産婦 等 歩行 が 困難 な 方 に 県 が 利用 証 
を 交付 する こと に 車いす 使用 者 用 駐車 区 画 の 適正 利用 を 促進 する た め の 制 度 。 

7 人 高齢 者 が 可能 な 限り 、 住 み 慣 れ た 地域 で その 有する 能力 に 応じ 自立 し た 日 常 生 活 を 営む こと が で きる よ 

に する た め 、 医 療 ・ 介 護 ・ 予 防 ・ 住 まい ・ 生 活 支 援 を 一 体 的 に 提供 する シス テム 。 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 





工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 















































































































































~2018 2019 2020 2021 2022 
① 結婚 支援 や 、 妊 娠 期 か ら 子育て 期 に わ Ses 
た る の 切れ 目 な い 支 援 の 推進 KM 
标 : 業 訪問 に よる 
・ ュー サボ ポ 人 入会 登録 者 数 (A) 【累计 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
323 443 503 563 623 
現状 値 は 2017 年 の 値 
eee ーー 
・ 子 育て 世代 包括 支援 セン ター 設置 数 aor aaa aes 
(箇所 ) [累计 SW 
現状 値 2019 | 2020 | 2021 | 2022 事例 な どの 情報 人 
2 3 5 9 9 
現状 値 は 2017 年 の 値 














関係 者 研修 会 




















・「 い わ て 子育て 応援 の 店 」 協賛 店 舗 数 


A 















































(店铺 ) [ 黑 计 
现状 值 | 2019 2020 2021 2022 
190 210 220 230 240 

現状 値 は 2017 年 の 値 
































② 高齢 者 の 生き が いづ くり や 社会 参加 





























































































































































































































活動 の 推進 
標 ERE 通い の 場 の 周 
・ 住 民主 体 の 通い の 場 ! へ の 参加 者 数 (人 ) 
現状 値 2019 | 2020 | 2021 2022 介護 予防 体操 の 取組 団体 な どの 交流 会 の 
2,242 | 2,900 | 3,100 | 3,300 | 3,500 開催 
現状 値 は 2016 年 の 値 
・ 成 年 後見 制度 を 支援 する 中 核 機関 の 設置 数 を 支援 する 中 核 機関 の 設置 支援 
(箇所 ) 【 累 計 ] 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 「 認 知 定 サポ ー タ ー」「 認 知 症 キ ャ ラバ ン ・ メ イト 」 な どの 
0 1 2 2 3 
現状 値 は 2017 年 の 値 








HIER 


「 サ ポー ター」「 キ ャ ラバ ン ・ メ 


ト 」 の 普及 啓発 支援 











































































































































































































































































































edi 自立 支援 や 社会 参加 の 促 障がい 者 の 会 参加 の 促進 体制 の 球 備 
| 標 市 町 村 相 談 支援 体制 ・ 事 業者 な ど { 
・ 障がい 者 就業 ・ 生 活 支援 セン ター 等 の 支援 対 本 制 の 拡充 支援 
象 者 の 就職 率 (%) 障がい 者 
現状 値 2019 2020 2021 2022 地域 で の 受入 体制 整備 支援 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) 
48.2 50.0 | 52.0 | 54.0 | 56.0 
現状 値 は 2017 年 の 値 
と に や さ し い 駐車 場 利 用 証 交付 数 
(件 ) 【累计 ] 「 ひ と に や さ し い 駐車 場 」 の 拡大 ・ 利 用 証 
現状 値 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
2,047 | 2,200 | 2,300 | 2,500 | 2,600 
現状 値 は 2017 年 の 値 
住民 主体 の 通い の 場 : 住民 自ら が 主体 と な っ て 運営 
る 場 の こと 。 








営 し 、 茶 話 会 や 趣味 活動 、 体 損 な ど 介護 予防 に 





こ 繋 が る 取組 を 月 1 回 以上 実施 す 
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; 工程 4 b = AX 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 = ci nena 





④ 医療 と 介護 を つなぐ 情報 ネッ トワ ー 
ク を 活用 し た 、 保 健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 
が 一 体 と な っ た 地域 包括 ケア シス テム 





























し ・ お お つ ち 地 域 医療 情報 ネッ トワ ー 地域 包括 ケア シス テム の 構築 支援 
ク の 登録 事業 者 数 の 比率 (%) 【累计 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 Hh PEER y hI AO Hie hE ROB EE 
65 67 69 70 
現状 値 は 2017 年 
























































青 報 ネ ットワーク へ の 事業 



































ットワーク の 登録 事 
(%) 【累计 

2021 2022 

58 60 

















戒 医 療 情 報 ネ ットワーク 運営 法人 と 関係 
の 連携 促進 









































直 は 2017 年 の 値 














戚 医療 情報 ネッ トワ ー ク の 利 活用 拡 ガ 
障がい 者 支援 、 子 育て 支援 な ど ) 

















・ 気 仙 地 域 医療 情報 連携 ネッ トワ ー ク の 登録 事 
業者 数 の 比率 (%) [累計 
現状 値 | 2019 2021 2022 
40 55 62 65 
現状 値 は 2017 年 の 値 






























































県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
(市 町 村 等 ) 
・ 若 者 の 結婚 支援 


























・ 地 域 子 育て 支援 拠点 の 設置 、 運 営 
| ・ 子 育て 世代 包括 支援 セン ター の 設置 、 運 営 
| ・ 認 知 症 麻 発 活動 の 実施 ・ 認 知 症 サ ポー ター の 養成 
| ・ 成 年 後見 制度 の 利用 促進 に 向け た 、 関 係 機関 と の 地域 連携 ネッ トワ ー ク の 構築 と : 
・ 障 が い 者 自立 支援 協議 会 の 運営 
・ 施 設 設備 の バリ アフ リー 化 及 び ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イン 学習 へ の 実施 協力 
・ 地 域 包括 ケア シス テム の 推進 
(事業 者 等 ) 
"いき いき 岩手 "結婚 サポ ー ト セン ター (ji- サ ポ ) の 運営 
・ 認 知 症 の 啓発 活動 へ の 参加 
We | 
と に や さ し い 駐車 場 」 の 整備 と 利用 、 施 設 、 設備 の バリ アフ リー 化 及び いわ て ユニ バー サ | 
oe 
・ 医 療 情報 ネッ トワ ー ク へ の 参画 
(住民 ) 
・ ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イン 学習 の 実施 と 参加 
| ・ 医 療 情 報 ネ ットワーク へ の 参加 
| ・ 住 民主 体 の 通い の 場 へ の 参加 
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【 関 連 す る 計画 】 
・ い わ て 子ども プラ ン (計画 期間 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) ~20194F EE) 
・ い わ て いき いき プラ ン (計画 期間 平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 一 2020 年 度 ) 
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I 地域 包括 ケア シン ステ ム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 


活力 の ある 地域 


7 安心 で 健やか に 暮らせ る 地域 医療 の 確保 と 健康 づく 
り を 進め ます 











(基本 方 向 ) 

医療 を 必要 と する 住民 が 安心 し て 医療 を 受け る こと の で きる 体制 の 構築 に 向け 、 医療 ・ 介 護 人 
材 の 確保 ・ 育 成 を 図る ほか 、 情 報 通信 技術 (I CT) を 活用 し た 医療 ・ 介 護 を は じ め と する 関係 
者 の 情報 連携 な どの 強化 に 取り 組み ます 。 





























地域 や 関係 機関 ・ 団 体 と の 連携 を 強化 し 、 働く 世代 の 生活 習慣 の 改善 と 高齢 者 の 健康 ・ 体 力 づ 
くり を 図る と と も に 、 健 康 づ くり が 実践 し や すい 環境 整備 を 推進 し ます 。 












































了 古 ・ 釜 石 ・ 大 船渡 地域 自殺 対策 アク ショ ンプ ラン に 基づき 、 県 ・ 市 町 村 、 関 係 機関 団体 と の 
連携 に よる 、 普 及 啓 発 ・ 相 談 対応 ・ 人 材 養成 な どの 効果 的 な 自殺 対策 を 推進 し ます 。 














現状 と 課題 
沿岸 圏 域 で は 、 医 療 従事 者 数 が 全国 平均 や 県 平均 を 大 きく 下回る な ど 人 材 不 足 が 顕 著 と な っ 
て いる ほか 、 医 療 提供 施設 数 は 東日本 大 震 災 津波 の 発 災 前 と 比べ て 減少 し て お り 、 安 定 的 な 地 
域 医 療 の 提供 の た め 人 材 の 確保 ・ 育 成 な ど に 取り 組む こと が 必要 で す 。 
沿岸 圏 域 で は 情報 通信 技術 (I CT) を 活用 し た 地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク が 県 内 で も いち 

早く 導入 され て 活用 が 始ま っ て お り 、 更 な る 充実 が 必要 で す 。 
東日本 大 震 災 津波 や 平成 28 年 台風 第 10 号 で の 経験 な ど を 教訓 と し て 大 規模 災害 の 発生 に 備 
えた 医療 提供 体制 を 構築 する こと が 必要 で す 。 

沿岸 圏 域 で は 、65 歳 未 満 の 働く 世代 の が ん ・ 脳 卒 中 ・ 心 疾患 等 の 生活 習慣 病 に よる 死亡 率 が 
特に Oe tnt 
年 度 ) 実施 )」 に お いて も 、 脳 卒 中 を 発症 し た 65 歳 未 満 の 男性 に 食 生 活 、 運 動 習 慣 、 喫 煙 、 飲 
酒 な どの 課題 が 多く 見 られ る こと か ら 、 働 く 世 代 の 生活 習慣 の 改善 及び 健康 づく り を 図る こと 
が 必要 で す 。 
また 、 沿 岸 圏 域 の 高齢 化 率 は 平成 29 年 (2017 年 ) に は 県 平均 31.9%% を 大 きく 上 回 る 36.7% 
と な っ て お り 、 今後 、 要 介護 ( 要 支 援 ) 認定 率 の 増加 が 見 込ま れ て いる こと か ら 、 高 齢 者 の フ 
レイ ル ' 予 防 を 軸 と し た 健康 と 体力 の 維持 増進 を 図る 必要 が あり ます 。 

さら に は 、 地 域 全体 で 健康 に 配慮 し た 食事 の 提供 や 気軽 に 運動 で きる 機会 、 場所 の 提供 な ど 、 
健康 づく り を 実践 し や すい 環境 の 整備 が 必要 で す 。 

沿岸 圏 域 の 人 口 10 万 人 当たり の 自殺 死亡 数 は 、 平 成 20 年 (2008 年 ) の 36.3 人 を ピー ク に 
年 々 減少 し 、 平 成 29 年 (2017 年 ) で は 、20. 3 人 と 県 平均 21.0 人 を 下回っ て いま す 。 

年 齢 別に 見 る と 、 男 性 で は 40~60 歳 代 の 働く 世代 、 女 性 で は 70 歳 以上 の 高齢 者 に 多い 現状 
に あり ます 。 
東日本 大 岩 災 津波 か ら の 復興 に 伴う 生活 環境 の 変化 に よる スト レス な ど が ここ ろ の 健康 に 影 
絡 を 与え 、 自 殺 リ スク の 増加 が 懸念 され る こと か ら 、 市 町 村 ・ 関 係 機関 ・ 民 間 団 体 の 連携 を 強 
化し 、 自 殺 予 防 の 取組 を 推進 し て いく 必要 が あり ます 。 





































































































































































































! フレ イル : 加 齢 と と も に 運動 機能 や 認知 機能 が 低下 し て きた 状態 。 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 医療 ・ 介 護 人 材 の 確保 ・ 育 成 や 保健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 連携 強化 
ナー ス 人 材 バ ンク 、 福 祉 人 材 セ ンタ ー 等 と 連携 し 、 多 様 な 就業 ニー ズ に 応じ た 短 時 間 勤 務 
(プチ 勤務 ) な どの 導入 に より 医療 ・ 介 護 人 材 の 確保 を 支援 し ます 。 
また 、 高 校生 等 を 対象 と し た 医療 ・ 介 護 職 紹 介 セ ミナ ー な ど に より 進路 選択 に 向け た 意識 
砂 発 を 促進 し ます 。 
地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク や 在宅 医療 連携 拠点 * 等 に よる 医療 機関 ・ 介 護 事 業 所 な どの 連携 
強化 を 支援 する と と も に 、 研 修 会 に より 人 材 育成 を 図り 、 保 健 ・ 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 切れ 目 
の な い 提 供 体制 の 構築 を 促進 し ます 。 
地震 や 津波 、 洪 水 等 の 自然 災害 や 大 規模 な 事故 発生 時 に 的 確 に 対応 で きる よう 、 災 害 医 療 
訓練 の 実施 に より 関係 機関 の 連携 体制 を 強化 する な ど 、 災 害 医 療 提供 体制 の 構築 を 推進 し ま 
9 
② ee ee ee eee ee 
企業 を 対象 に 、 尿 中 塩分 測定 器 や 血管 年 齢 計 な どの 機器 を 活用 し た 体験 型 出前 講座 や ラン 
チタ イム 健康 チェ ッ ク を 実施 し 、 働 く 世 代 の 生活 習慣 改善 を 推進 する と と も に 、 歩 数 計 を 活 
用 し た 健康 チャ レン ジマ ッ チ * な ど で 、 企 業 の 健康 経営 ! の 取組 を 促進 し ます 。 
高齢 者 が 生涯 に わた っ て 元気 に 暮らす こと が で きる よう 、 講 演 会 や 体験 型 キ ャ ン ペ ー ン に 
よる フレ イル 予防 を 軸 と し た 普及 啓発 活動 を 推進 し ます 。 
減 塩 弁 当 や ヘル シー メニ ュー 提供 店 、 外 食 栄 養成 分 表示 店 の 拡大 を 図る と と も に 、 運 動 場 
所 の 情報 提供 や ウオ ー キ ング コー ス の 設定 な ど に より 、 日 常 生活 の 中 で 健康 づく り を 実践 し 
や すい 環境 の 整備 を 図り ます 。 
市 町 村 や 労働 安全 衛生 関係 団体 ・ 高 齢 福祉 関係 団体 な ど と の 連携 事業 や 、 食 生活 改善 及び 
運動 普及 の ボラ ンティア を 対象 と し た 研修 会 と 活動 検討 会 の 開催 な ど 、 関 係 機関 や ボラ ン テ 
ィ ア に よる 地域 住民 へ の 生活 習慣 改善 普及 活動 を 支援 し ます 。 
③ ここ ろ の ケア 対策 な ど に よる 自殺 予防 の 推進 
働く 世代 を 対象 に 健康 出前 講座 な ど を 実施 し 、 こ ころ の 健康 に 関す る 知識 、 相 談 窓口 の 周 
知 な ど を 図る と と も に 、 事 業 所 で の メン タル ヘル ス の 取組 を 支援 し ます 。 
ここ ろ の 健康 講演 会 、 傾聴 ボラ ンティア * な どの 育成 を 通じ 、 住 民 一 人 ひと り が 周囲 の 方 の 
ころ の 不調 に 気づき 、 互 い に 見 守り な が ら 、 地 域 で 支え 合う 取組 を 推進 し ます 。 
生活 相談 支援 担当 者 な ど に 対し て 、 自 殺 の 危険 を ホ す サイ ン に 早期 に 気づき 、 適 切 に 対応 
で きる 技術 の 向上 を 図る と と も に 、 相 穫 A 市 町 村 ・ 医 療 機 関 ・ 
社会 福祉 団体 ・ 商 工 団体 な ど 関 係 団体 と の 連携 を 強化 し 、 自殺 予防 の 普及 啓発 な どの 取組 を 
推進 し ます 。 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































医 
置 康 チャ レン ジマ ッ チ : 従業 員 の 歩行 数 や 体 脂肪 率 等 の 健康 づく り の 成果 を 企業 対抗 で 競う 取組 。 
建 康 和 经 当 : 従業 員 の 健康 維持 ・ 増 進 が 、 企 業 の 生産 性 や 収益 性 の 向上 に つなが る と いう 考え 方 に 立っ て 、 経 営 的 な 視点 か ら 、 従 
み 




















在宅 医療 連携 拠点 : 在宅 医療 に 必要 な 連携 を 担う 拠点 と し て 在宅 療養 支援 診療 所 や 市 町 村 な ど に 設置 され る も の 。 
fa の 


















































業 員 の 健康 管理 を 戦略 的 に 実践 する 
5 傾聴 ボラ ンティア : 地域 住民 の 悩 





























Bs 
や 不安 に 耳 を 傾け 、 和 寄り添う ボラ ンティア 活動 を 行う 者 
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4 5 工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
目 が り 組 む 具 Att 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 ~2018 2019 2020 2021 2022 
① 医療 ・ 介 護 人 材 の 確保 ・ 育 成 や 保健 ・ 医 療 ・ oa es Fe ee 
介護 ・ 福 祉 の 連携 強化 ADR ・ 福 バン ク 等 と の 連携 上 
ョ 禁 一 短 時 間 勤 務 な どの 導入 に よる 人 材 確保 支援 人 
・ 地 域 医療 情報 ネッ トワ ー ク 運営 研修 会 参加 者 数 EE を Fie 
(人 ) [ 黑 计 ] o— 高校 生 向け 医大 進学 支援 対策 の 実施 > 
現状 値 | 2019 | 2020 2021 | 2022 
120 360 480 600 720 O— 医療 ・ 介 護 職 紹 介 セ ミナ ー の 開催 な ど FM 
現状 値 は 2017 年 の 値 
e— 地域 医療 情報 ネッ トワ ー ク 運営 の 支援 を 
医療 ・ 介 護 連 携 の 推進 ・ 人 材 育成 に 向け た 
? 研修 会 等 の 開催 aes 
全 | 災害 医療 訓練 の 実施 > 
② 食 生活 の 改善 や 運動 習慣 の 定着 な ど に よる ーー 
生活 習慣 病 の 予防 と 高齢 者 の 健康 づく り の 企業 等 に お ける 健康 経営 の 取組 促進 
推進 2_ 企業 対象 の 健康 づく り 出 前 講座 ・ 
Ate ラン チタ イム 健康 チェ ッ ク の 実施 
・ 企 業 対 象 の 健康 づく り 出 前 講座 ・ 
メ B) EE べべ 企 3 类 ST ed ds > LT 
CT ee 2 企業 対象 の 健康 チャ レン ジャ ッ チ の 開催 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
28 90 120 150 180 Oo 高齢 者 向け の 食事 ・ 運 動 に よる 健康 づく り 普 及 盛 発 上 * 
現状 値 は 2017 年 の 値 
_ 運動 習慣 の 定着 促進 
・ 高 齢 者 な ど へ の 健康 づく り 普 及 啓 発 
参加 延べ 人 数 (A) [累計 ウオ ー キ ング 関係 団体 に よる 運動 イベ ント | 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 2022 Oo | イベ ント の 開催 の 開催 支援 
1,766 | 5,400 | 7,200 | 9,000 | 10,800 
現状 値 は 2017 年 の 値 運動 普及 が ティ 7 研修 会 の 開催 活動 支援 
・ 外 食 栄養 成分 表示 店 の 延べ 登録 数 = 
(店 ) (834) 飲食 店 な どの 健康 に 配慮 し た だ た :- 開 発 ・ 提 供 の 支援 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 wk 塩 Ft 減 塩 弁 当 提供 店 の 拡大 
69 100 115 130 145 当 ュ ケス ト 
現状 値 は 2017 年 の 値 e —> 
ヘル シー メニ ュー 開発 ・ 提 供 支援 
栄養 成分 表示 飲食 店 の 登録 推進 
地域 住民 へ の 生活 習慣 改善 普及 活動 支援 
oe 市 町 村 ・ 関 係 団体 連携 事業 の 推進 上 
食 生 活 改 善 ボ ラン ティ ア 研 修 会 ・ 活 動 検討 会 の 開催 
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工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 





県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 


























































































































































































































~2018 2019 2020 2021 2022 
③ ここ ろ の ケア 対策 な ど に よる 自殺 予防 の 
推進 企業 等 に お ける メン タル ヘル ス の 取組 促進 
目標 
・ 事 業 所 メン タル ヘル ス 出 前 講座 実施 回 数 人 | | 事業 所 メン タル ヘル ス 出 前 講座 の 実施 > 
(回 ・ 人 ) Gat) 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 事業 所 の メン タル ヘル ス 対 策 の 取組 支援 
one cine es Sa 0 | eal 
754 “| 1,900 | 2,500 | 3,100 | 3, 700 ーー コーーー ーー < 
ER: 実施 回 数 (回 ) FE: 参加 者 数 (人 ) eae nee 六 
現状 値 は 2017 年 の 値 a= 
・ 傾 聴 ボ ラン ティ ア 等 研修 会 参加 者 数 頃 聴 ボラ ンティア 等 人 材 の 育成 
時 | 傾聴 ボラ ンティア 等 人 材 の 育成 | 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 傾聴 ボラ ンティア 養成 講座 の 開催 
72 240 | 320 | 400 | 480 
Sree cent Tee 人 材 育 成 研修 の 開催 、 活 動 支援 

































































・ 自 殺 予 防 に 取り 組む 関係 者 研修 会 参加 者 数 
(人 ) [累計 






















































































現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 4 1 RP PIT AR) HAT RKO Ak HE TRL 
298 1, 100 1,500 | 1, 900 2, 300 (相談 支援 実務 者 連絡 会 の 開催 な 下 



































現状 値 は 2017 年 の 値 









































・ 在 宅 医療 連携 拠点 の 設置 

・ 地 域 医療 情報 ネッ トワ ー ク 運営 支援 

・ 特 定 保健 指導 な どの 個別 健康 相談 、 健 康 講座 
・ 食 ・ 運 動 普 及 ボ ラン ティ ア の 養成 ・ 育 成 

・ 運 動 施設 、 ウ オー キン グ コ ー ス の 設定 、 紹 介 
・ こ ころ の 健康 講演 会 の 開催 

・ ゲ ー ト キー パー の 養成 ・ 育 成 

・ 庁 内 の 自殺 対策 ネッ トワ ー ク の 構築 

(地域 住民 ) 

・ 生 活 習 慣 改 善 、 こ ころ と 体 の 健康 づく 0 
企業 ・ 関 係 機関 ・ 関 係 団体 ) 

| ・ 地 域 医療 情報 連携 ネッ トワ ー ク 運営 

| ・ 各 医療 機関 に お ける 医師 確保 の 取組 

| ・ 企 業 に お ける 健康 経営 、 自 殺 予 防 の 取組 
| ・ 施 設 、 職 場 、 飲 食 店 な ど で の 受動 喫煙 防止 
| ・ 健 康 的 な 食事 ・ 弁 当 な どの 提供 や 食品 開発 
| ・ 地 域 傾聴 活動 な どの 実施 
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【 関 連 す る 計画 】 
・ 岩 手 県 保健 医療 計画 (計画 期間 平成 30 年 度 (2018 年 度 ) て 2023 年 度 ) 
・ 健 康 い わ て 21 (第 2 次)・ 圏 域 別 (宮古 ・ 釜 石 ・ 大 船渡 ) プラ ン 
(計画 期間 平成 26 年 度 (2014 年 度 ) て 2022 年 度 ) 
・ 周 手 県 自殺 対策 アク ショ ンプ ラン ・ 圏 域 別 (宮古 ・ 釜 石 ・ 大 船渡 ) プラ ン 
(計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) て 平成 35 年 度 (2023 年 度 ) ) 
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I 地域 包括 ケア シス テム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 


活力 の ある 地域 





( 


地 
す 


ie 


を 





8 スポ ー ツ ・ 文 化 を 楽し み 、 一人ひとり が 豊か な 生活 を 
送る こと が で きる 活力 あふ れる 地域 を つく り ま す 






基本 方 向 ) 
希望 卿 いわ て 国体 ・ い わ て 大 会 及び ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 な どの レガ シー を 
域 づ くり に 生か す た め 、 住 民 が 身近 に スポ ー ツ に 親 し ゅ むこ と が で きる 環境 整備 に 取り 組み ま 











東日本 大 震 災 津波 発 災 後 整 備 さ れ た スポ ー ツ 施設 を 活用 し た ツー リズ ム な ど を 展開 し 、 県 内 外 
の 交流 人 口 の 拡大 に よる 地域 振興 を 推進 し ます 。 
地域 の 民俗 芸能 や 文化 芸術 活動 な どの 文化 資源 に 親 し お 機会 を 提供 し 、 そ の 仙 値 や 多彩 な 魅力 
発信 する と と も に 、 こ れ ら に 携わる 人 材 の 育成 な ど を 支援 し ます 。 




















現状 と 課題 





沿岸 圏 域 は 、 新 日 鐵 釜 石 ラ グ ビ ー 部 の 日 本 選手 権 7 連 罰 (昭和 54 年 て 昭和 60 年 ) と その 
歴史 を 引き 継ぐ 釜石 シー ウェ イブ ス RFC の 活躍 な ど 、 全 国 に 誇れる ラグ ビー 文化 が 継承 さ 
れ て いる と と も に 、 宮 古 サ ー モ ン ・ ハ ー フ マラ ソン 大 会 、 釜石 は まゆ り ト ライ アス ロン 大 会 、 
大 船渡 ポー ト サ イ ド マ ラ ソン 大 会 や ツー ル ・ ド ・ 三 陸 な ど 、 様 々 な スポ ー ツ 大 会 が 各地 域 に 
根付 いて いま す 。 ま た 、 希 望郷 い わ て 国体 ・ い わ て 大 会 の レガ シー な ど を 通じ し 、 ス ポー ツ が 
地域 に 活力 を 与え る 土壌 が 形成 され て お り 、 こ れ ら の 強み を スポ ー ツ 振興 や 地域 づく り に 生 
か し て いく こと が 必要 で す 。 

三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 や ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 な どの 大 型 イ ベ 
ント を 契機 に 、 国 内 外 か ら の 多く の 来客 が 見 込ま れ て お り 、 三 陸地 域 の スポ ー ツ 資源 や 文化 
資源 の 魅力 を 伝え て いく 好機 が 訪れ て いま す 。 

特に 、 ラ ラグビー ワー ルド カッ プ 2019" 和 釜石 開催 は 、 地 域 と スポ ー ツ が 結び つく 国際 的 な 大 
規模 スポ ー ツ プロ ジェ クト で あり 、 ス ポー ツ に よる 地方 創 生 の 取組 に つなげ て いく こと か 必 
要 で す 。 

また 、 和 釜石 鵜 住居 復興 スタ ジア ム や 夢 ア リー ナ た か た な どの スポ ー ツ 施設 を 活用 し 沿岸 較 
域 で の スポ ー ツ イベ ント の 開催 や スポ ー ツ 合宿 の 誘致 、 ス ポー ツ ツ ー リ ズム の 展開 な ど に よ 
る 地域 振興 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 

世代 を 越え て 誰 も が 気軽 に スポ ー ツ に 参加 で きる 機会 や 文化 芸術 活動 に 親 し む 機 会 を 創出 
する と と も に 、 そ れ ら を 支え る 人 材 を 育成 する 必要 が あり ます 。 

釜石 地域 に お いて は 、 世 界 文化 遺産 で ある 「 明 治 日 本 の 産業 革命 遺産 ( 橋 野 鉄鉱 山 )」 を は 
じ め 、 長 い 近 代 製 鉄 の 歴史 と 豊富 な 産業 資産 が あり 、 こ れ ら を 活用 し 、 地 域 固有 の 鉄 の 文化 
を 学び 、 発 信 す る こと に より 、 地 域 の 活性 化 に つなげ る こと が 必要 で す 。 
神楽 、 虎 舞 や 権現 舞 等 の 民俗 芸能 や ユネ スコ の 和 無形 文化 遺産 へ の 登録 が 決定 し た 「 来 訪 神 : 
仮面 ・ 仮 装 の 神々 」 を 構成 する 行事 の 一 つ で ある 吉浜 の スネ カ な ど は 、 県 内 外 か ら の 多く の 
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ファ ン を ひき つけ る と と も に 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復興 に 当たっ て は 、 被 災 者 の 心 の 支 
え や 地域 の 再生 に 大 きく 寄与 し て きた と ころ で す 。 また 、 大 船渡 市 を 中 心 に 2014 年 か ら 三陸 
事 際 芸 術 祭 が 開催 され 、 多 様 な 文化 ・ 芸 術 と の 交流 が 行わ も れ て いま す 。 一 方 、 少 子 高齢 化 に 
よる 後継 者 の 減少 や 被災 地 か ら の 住居 移転 に よる コミ ュ ニ ティ の 分 散 な ど に より 活動 の 継続 
が 懸念 され て お り 、 民 俗 芸 能 の 保存 や 伝承 な ど に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 





















































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 や 東京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 
な ど を 契機 に 、 住 民 が 生涯 に わた り ス ポー ツ に 親しむ 取組 の 推進 
スポ ー ツ を 活用 し た 地域 振興 を 推進 する た め の プ ラッ ト フ ォ ー ム 組織 と し て 「 ス ポー ツ ・ 
コン ソー シア ム !」 を 設置 し ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 を 契機 と し た 国内 外 と 
の 交流 拡大 や スポ ー ツ 資源 の 拡充 ・ 強 化 、 ス ポー ツ 参 画 機運 の 高まり を 、 沿 岸 地域 の 更 な る 
スポ ー ツ 振興 に つなげ ます 。 
一 人 ひと り の 競技 レベ ル や ライ フス テー ジ に 応じ て 、 誰 も が 気軽 に スポ ー ツ に 参画 で きる 
スポ ー ツ 環境 な どの 向上 に 取り 組み 、 ス ポー ツ 活 動 の 裾野 を 拡大 し ます 。 
② 教育 や 健康 、 交 流 な ど ス ポー ツ の 持つ 多面 的 機能 を 生か し た 地域 活性 化 の 取組 の 推進 
スポ ー ツ の 力 に よる 地域 活性 化 を 推進 する た め 、「 ス ポー ツ ・ コ ン ソ ー シ ア ム 」 に より 、 ラ 
グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019" 釜 石 開催 の 成果 を 生か し た 観光 振興 な ど 経 済 活動 の 拡大 や 地域 
づく り に 向け た 取組 を 検討 し 、 展 開 し ます 。 
ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜石 開催 で 得 ら れ た 成果 を 地域 振興 に 生か す と と も に 
ポー ツ 施 設 や スポ ー ツ イベ ント な どの 資源 を 活用 し 、 ス ポー ツ ツ ー リ ズム を 推進 し ます 。 
スポ ー ツ を 「 す る 、 み る 、 支 える 、 知 る 」 と いっ た 多様 な 関わ り 方 を 広げ る と と も に 、 住 
民 の スポ ー ツ 活動 へ の 積極 的 な 参加 に より 、 健 康 増進 や 生き が いづ くり を 推進 し ます 。 
③ 民俗 芸能 や 若者 の 創意 あふ れる 文化 芸術 活動 な ど 、 地 域 の 多様 な 文化 や 芸術 活動 を 生か し た 
oe 
地域 の 財産 で ある 世界 文化 遺産 「 明 治 日 本 の 産業 革命 遺産 ( 橋 野 鉄鉱 山 )」 を は じ め と する 
文化 資源 の 魅力 や 価値 、 地 域 の 文化 芸術 情報 を 発信 する と と も に 、 地 域 の 多様 な 文化 や 民俗 
芸能 の 保存 ・ 伝 承 ・ 活 動 の 支援 に 取り 組み ます 。 
国内 外 の 地域 や 芸術 団体 、 様 々 な 分 野 の 文化 芸術 活動 の 交流 を 促進 し ます 。 
・ 民俗 芸能 を は じ め 文 化 芸 術 に 触れ る 機会 や 交流 の 場 を 創出 する と と も に 、 こ れ ら に 携わる 
人 材 の 育成 や 若者 の 創意 工夫 に よる 多様 な 文化 芸術 活動 を 支援 し ます 。 





































































































































































































































































































! コン ツー シア ム : 共同 体 、 共 同 事業 体 な ど を 意味 し 、 複 数 の 団体 ・ 法 人 ・ 個 人 な ど が 集まっ て 組織 する も の 
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工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 ~2018 2019 2020 2021 2022 
@ ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開 
催 や 東京 2020 オ リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ 
ッ ク 競 技 大 会 な ど を 契機 に 、 住 民 が 生涯 
に わた り ス ポー ツ に 親しむ 取組 の 推進 


















































































































































































































































H 標 
・ 県 又は 県 内 市 町 村 に よる 公立 スポ ー ツ ・ レ ク 
リエ ーション 施 語 err (FAD ポー ツ ・ コ ンジ ソー シア ム 」 の 設置 ・ 
現状 値 2019 2020 2021 2022 
760 823 783 790 798 設 運営 
現状 値 は 2017 年 の 値 
・ ス ポー ツ 教 室 (講習 会 ) の 参加 者 数 ペー ツ を 活用 し た 地域 活性 
al ee ee EE ま 康 と 豊か な 生活 づく り プ ロジ ェ ク 
現状 値 2019 2020 202 2022 ト の 展開 (スポ ー ツ 環境 向上 、 ス ポー 
12,960 | 13,220 | 13,350 | 13, 480 | 13, 600 ツ 活 動 の 裾野 拡大 な ど 
現状 値 は 2017 年 の 値 


























経済 活力 の 向上 と 地域 づく り プ ロジ 
ェクト の 展開 (スポ ー ツ ツー リズ ム の 

② 教育 や 健康 、 交 流 な ど ス ポー ツ の 持つ 推進 な ど 
多面 的 機能 を 生か し た 地域 活性 化 の 取 
組 の 推進 


4 標 “3 。 ers 
「 多様 ア ボー ッ 参画 
. 総合 型 地 域 ス ポー ツク ラブ の 会 員数 (人 ) する 、 み る 、 支 える 、 知 る 」 多 様 な スポ ー ツ 参画 の 拡大 


現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 生涯 スポ ー ツ ・ 障 が い 者 スポ ー ツ の 推進 
2, 531 2, 580 2, 605 2, 630 2, 660 
現状 値 は 2017 年 の 値 圏 域内 の スポ ー ツ イベ ント な どの 支援 

・ ス ポー ツイ ベン ト 参 加 者 数 (人 ) (競技 参加 ・ 観 戦 促 進 、 運 営 力 向 上 支援 な ど ) 
現状 値 2019 2020 2021 2022 
38, 890 | 39,340 | 39, 560 | 39, 780 | 40, 000 
現状 値 は 2017 年 の 値 


③ 民俗 芸能 や 若者 の 創意 あふ れる 文化 
芸術 活動 な ど 、 地 域 の 多様 な 文化 や 芸術 』 | 世界 文化 遺産 な どの 文化 資源 の 魅力 や 地域 の 文化 芸術 情報 
活動 を 生か し た 地域 活性 化 の 取組 の 推 の 発信 
進 
ee oe ere eee (人 ) 地域 の 多様 な 文化 や 民俗 芸能 の 保存 ・ 伝 承 ・ 活 動 の 支援 | 1 
現状 値 2019 2020 2021 2022 
9, 865 | 10,850 | 10, 460 | 10,650 | 10, 850 






































































































































































































































































































































現状 値 は 2017 年 の 人 国内 外 の 地域 ・ 文 化 芸 術 団体 、 様 々 な 分 野 の 文化 芸術 活動 
_ ; a の 交流 促進 
・ 岩 手 県 民俗 芸能 団体 協議 会 加盟 団体 数 (团体 










































































現状 値 | 2019 2020 2021 2022 : 陸 国際 芸術 祭 の 開催 ・ 
60 62 63 65 66 
現状 値 は 2017 年 の 値 
























































文化 芸術 コー ディ ネー ター な ど に よる 文化 芸術 活動 活性 
















































































・ 岩 手 県 内 公立 文化 施設 協議 会 加入 (市 ) 施設 の 化 支援 > 
稚 事 数 (件 ) 

現状 値 | 2019 2020 2021 2022 若者 の 文化 芸術 活動 の 支援 | | 
181 202 204 208 210 

現状 値 は 2017 年 の 値 広域 的 な 文化 芸術 交流 ・ 情 報 発信 














新た な 視点 に よる 文化 芸術 活動 の 創出 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 くく くく くく 


(スポ ー ツ 関係 団体 な ど ) (文化 芸術 活動 団体 な ど ) 

・ ス ポー ツ に 親しむ 機会 の 提供 | ・ 芸 術 文化 に 親しむ 機会 の 提供 | 
・ 地 域 ス ポー ツ 活 動 の 推進 | ・ 住 民 へ の 鑑賞 機会 、 活 動 場所 、 発 表 機会 の 支 | 
・ ス ポー ツ へ の 参加 機会 の 提供 | 援 | 
・ 指導 者 の 資質 向上 | (市 町 村 ・ 市 町 村 教 育 委 員 会 ) | 
(市 町 村 ・ 市 町 村 教育 委員 会) 芸術 文化 を 活か し た 地域 づく り 、 地 域 活性 化 
・ ス ポー ツ を 活か し た 健康 づく り 、 地 域 づ くり 、 の 推進 | 
EE LOTES 地 城 文化 四 保存 ， 伍 承 


・ 民俗 芸能 後継 者 の 確保 と 育成 


we li | ・ 文 化 財 な ど を 活用 し た 地域 づく り の 推進 
・ ス ポー ツイ ベン ト な どの 開催 | (文化 施 设 ) 


oe ・ 鑑 賞 機会 の 提供 
・ ス ポ ・ 活 動 場所 、 成 果 発 表 機会 の 提供 





























































































































・ ス ポ 
・ ス ポ 
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【 関 連 す る 計画 】 


・ 岩 手 県 スポ ー ツ 推進 計画 (計画 期間 2019 年 度 2023 年 度 ) 
・ 岩 手 県 文化 芸術 振興 指針 (平成 27 年 度 (2015 年 度 ) ~2019 年 度 ) 
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【 振 興 施策 の 基本 方 向 】 


冨 な 地域 資源 や 復興 に よ 
新た な 交通 


り 整備 され た 産業 基盤 、 
ネッ トワ ー ク を 生か し 、 


地域 経済 を けん 引 す る 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 





豊富 な な 地域 資源 や 復興 


i MN anes 


に より 整備 され た 産業 基盤 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら 


ク な ど を 活用 し 、 生 産 


性 と 付加 価値 が 高い 地域 産業 を 育成 する と と も に 、 地 域 に 住む 人 々 の 働く 場 
の 創出 と 労働 環境 の 向上 に 取り 組み ます 。 


【 浴 岸 圏 域 重 点 指標 】 
指標 





现状 值 























2017 


2019 


2020 


2021 

















計画 目標 値 
2022 











従業 者 一 人 当たり 製造 
品 出荷 額 














26. 49 (2016) 


26. 95 "9 


97.41 (2019) 


27. 87 (2020) 


28, 33 (2021) 





569 


557 


577 


665 





53.2 


60. 2 


62.2 


63.2 





5, 619 (2016) 


5,731 (2018) 


5, 788 (2019) 


5, 844 (2020) 


5, 900 (2021) 











1. 627 (2016) 


1. 637 (2017) 


1, 647 (2018) 


1.657 (2019) 


1. 667 (2020) 

















648 (2016) 


656 (2017) 


664 (2018) 


672 (2019) 


680 (2020) 





79.0 














② 港湾 取扱 貨物 量 
高卒 者 の 圏 域内 就職 率 
④ 1 経営 体 当 た り 養 殖 生 
産 額 
⑤ 農業 産出 額 
© 林業 産出 額 
⑦ 観光 客 延 べ 宿泊 者 数 
外国 人 観光 客 延 べ 宿泊 
者 数 
※1 上 記 の 表 中 、 右 上 に ( ) を 付 
※2 指標 の 目標 値 設 





























し た 数 値 








よ 、 表 頭 の 年 度 以外 の 和 
E の 考え 方 に つい て は 、 巻 未 資料 に 掲載 し て いま す 。 
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E 度 の 実績 値 又は 




















H 標 値 を ボ し て いま す 。 

















重点 施 策 项 Al 











具体 的 推進 方 策 





9 生産 性 と 付加 価値 の 高い も 
の づく り 産 業 等 を 育て ます 














































































































① 中 小 企業 の 生産 性 と 付加 価値 の 向上 に よる 競争 力 の 高 
いも の づく り 産 業 等 の 育成 

② 最新 技術 の 活用 や 経営 革新 な ど に よる 水産 加工 業 を は 
じ め と し た も の づく り 産 業 等 の 企業 経営 力 の 強化 

③ 三陸 地域 の 産業 を 担う 人 材 の 育成 

④ 東日本 大 震 災 津波 発 災後 の 企業 間 の つなが りや 新た な 


交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 販路 拡大 と 事業 展開 の 促進 












































10 働く 場 の 創出 と 地域 に 就 








① キャ リア 教育 に よる 若者 の 定着 や 、U・ I ター ン 、 起 









































































































































































































































































































































































































































業 ・ 定 着 で きる 環境 を つく り ま | 業 支援 な ど に よる 移住 ・ 定 住 の 促進 
+ ② 潜在 的 な 労働 力 の 掘り 起こ し や 多様 な 形態 の 就業 の 保 
進 
11 漁業 生産 量 の 回 復 や 水産 物 |① 漁業 の 生産 量 回 復 ・ 生 産 性 向上 
の 高 付加 価値 化 に より 水産 業 |② 漁業 担い 手 の 確保 ・ 青 成 
を 盛ん に し ます ③ 水産 物 の 付加 価値 向上 ・ 販 路 拡大 
④ 漁港 等 の 整備 推進 
12 地域 特性 を 生か し た 生産 |① 地域 農業 を 担う 経営 体 の 育成 
性 ・ 収 益 性 の 高い 岩 業 を 盛ん に 「 つ 地域 特性 を 生か し た 農 埋 産物 の 産地 力 向 上 
ber ③ 特色 ある 農産 物 を 生か し た 6 次 産業 化 や 集落 活動 へ の 
支援 
13 豊か な 森林 資源 を 生か し た |① 意欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 の 育成 と 計画 的 な 森林 整 
林業 ・ 木 材 産業 を 盛ん に し ます | 備 
② 地域 材 利 活用 の 促進 
③ 特 用 林産 物 の 産地 力 向上 
14 多様 な 資源 と 新た な 交通 ネ |① 地域 資源 と 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 観光 地 
ットワーク を 生か し た 観光 産 | 域 づく り の 推進 
業 を 盛ん に し ます ② 三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 や ラグ ビー ワー ルド カ 
ッ プ 2019 ず "釜石 開催 を 契機 と し た 情報 発信 力 の 強化 や 受 
入 態勢 の 充実 
③ 内 陸地 域 や 東北 ・ 北 海道 と 三陸 地域 を 結び 、 外 国人 観 
光 客 も 視野 に 入れ た 広域 観光 の 推進 
15 整備 が 進む 社会 基盤 を 産業 |① 新た な 交通 ネッ トワ ー ク に よる 産業 競争 力 の 強化 
AM ② 物流 の 高度 化 に 向け た 港湾 機能 の 強化 と ポー ト セ ー ル 
ス の 推進 
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豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 
新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 を けん 引 


する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 
9 NN ce 











沿岸 圏 域 に お ける 水産 加工 業 を は じ め と する も の づく り 産 業 等 に つい て 、 カ イ ゼ ン 活動 に よる 
生産 性 の 向上 や 、 最新 技術 の 活用 、 経営 革新 の 推進 に 取り 組む と と も に 、 次 代 を 担う 若手 経営 者 














や 現場 リー ダー の 人 材 育成 に より 事業 者 の 経営 力 を 強化 する こと で 、 高 い 付加 価値 を 生み 出す 産 
業 へ と 成長 する よう 支援 し ます 。 

また 、 新 た に 整備 され た 道路 、 港湾 の 交通 ネッ トワ ー ク を 活用 し 、 ビ ジネス 拡大 に 取り 組む 事 
業者 を 文 援 し ます 。 





現状 と 課題 

沿岸 圏 域 で は 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) 未 で 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 被災 し た 事業 者 の 
84% が 事業 を 再開 し 、 工 業 統計 調査 の 製造 品 出荷 額 に お いて も 東日本 大 震 災 津波 の 発 災 前 の 
水準 を 回 復 す る な ど 、 な り わ い の 再 生 が 着実 に 進展 し て いま す 。 

一 方 、 人 口 減少 や 復興 需要 に よる 求人 の 拡大 な ど を 背 菜 に 労働 力 不足 が 顕著 と な っ て お り 、 
も の づく り 産 業 等 に お いて は 、 人 材 の 確保 と と も に 、 省 力 化 設備 の 導入 や 生産 工程 の 見 直し 
な ど 生 産 性 の 向上 を 図る こと に より 、 労 働 力 不足 に 対応 する 必要 が あり ます 。 

また 、 中 小 企 業 に お いて は 、 計 画 的 な 人 材 育成 を 行う こと が 困難 な 企業 も ある こと か ら 、 
現場 リー ダー な ど 生 産 の 中 核 を 担う 人 材 や 将来 の 後継 者 の 育成 に つい て 、 支 援 す る 必要 が あ 
り ま す 。 

さら に 、 被 災 し た 事業 者 の 課題 と し て は 、「 顧 客 ・ 取 引 先 の 減少 」、「 業 績 の 悪化 」、「 雇 用 ・ 
労働 力 の 確保 」、「 後 継 者 の 不在 」 な ど が 挙げ られ て お り 、 加 えて 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 発 災 
後 の 不 漁 に よる 水産 加工 原料 の 不足 な ども 課題 と な っ て いま す 。 

こう し た 中 、 例 えば 、 コ ネクター 製造 の 分 野 に お いて は 、 自 動車 用 部 品 の 製造 に 新た に 参 
入 す る な ど 、 新 分 野 ・ 新 事業 に 取り 組み 、 成 長 が 期待 され る 事業 者 も 現れ て いま す 。 ま た 、 
震 災 か ら の 復興 支援 の つなが り に よる 県 外 大 手 企 業 の C S R 活 動 ' や 地域 お こし 活動 を 通し 
て 、 新 商品 開発 や 販路 創出 に 取り 組む 事業 者 も 現れ て いま す 。 

復興 道路 や 港湾 の 整備 が 進ん で お り 、 こ れ ら を 組み 合わ せる こと に より 輸送 時 間 の 短縮 や 
物流 コス ト の 低減 が 可能 と な る な ど 、 県 内 は も と より 首都 園 な ど へ の 販路 開拓 の 機会 が 拡大 
し て いま す 。 

沿岸 圏 域 の 建設 業 で は 、 就 業者 の 高齢 化 が 進み 、 今 
若年 層 の 割合 が 低い こと か ら 、 担 い 手 の 不足 と それ に 
て いま す 。 







































































































































































10 年 で 大 量 離職 が 見 込ま れる 一 方 、 
E う 技術 力 や 生産 性 の 低下 が 懸念 され 


BR 











im 























' CSR 活动 : 企業 が 社会 や 環境 と 共存 し 、 持 続 可 能 な 成 】 








を 図る た め 、 そ の 活動 の 影響 に つい て 責任 を と る 企業 行動 。 





‘am 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 


① 中 小 企業 の 生産 性 と 付加 価値 の 向上 に よる 競争 力 の 高い も の づく り 産 業 等 の 育成 





中 小 企 業 に よる 生産 効率 向上 の 取組 を 図る た め 、 























カイ ゼン 活動 の 導入 を 促進 する と と も に 

















地域 の モデ ル と な る カイ ゼン の リー ディ ング 企業 を 育成 し 、 沿岸 剛 城 全体 へ の カイ ゼン 活動 


の 定着 化 に つなげ ます 。 





















































国 の 補助 制度 の 活用 な ど に より 生産 現場 へ の 省 人 化 設備 の 導入 を 支援 し 、 一 層 の 生産 性 向 


上 を 図り ます 。 








② 最新 技術 の 活用 や 経営 革新 な ど に よる 水産 加工 業 を は じ め と する も の づく り 産 業 等 の 企業 


i 


水産 加工 業 を は じ め と する も の づく り 産 業 等 の 企業 の 経営 力 を 強化 する た め 、 事 業 計画 の 









































承継 を 文 援 し ます 。 








人 策定 に より 経営 方 針 を 明確 化 ・ 具 体 化し 、 人 工 知能 (AT)・I o 芽 な ど 最 新 技術 の 導入 や 経 
営 管理 手法 の 向上 、 経 営 革 新 に よる 新た な 事業 活動 の 展開 な ど に 取り 組む よう 支援 し ます 。 
地域 産業 を 維持 ・ 拡 大 する た め 、 特 徴 的 な 技術 や 優れ た 生産 能力 を 持つ 企業 の 円 滑 な 事業 





























企業 間 連 携 に よる 施設 の 共同 化 、 協 業 化 に より 、 生 産能 力 の 強化 や 効率 化 を 促進 し 、 地 域 


























産業 の 競争 力 向上 を 図り ます 。 
三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 や ラグ ビー ワ 











リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 な ど を 契機 に 、 専 門 家 派遣 等 の 文 援 に より 商業 者 、 宿 


























ー ル ドカ ッ プ 2019S 4 SAE, KE 2020 + 














泊 業 者 や 飲食 店 の 多 言 語 対応 、 ネ ャ ッシュ レス 決済 な ど を 促進 し ます 。 
建設 業 の 生産 性 の 向上 を 図る た め 、 県 発注 工事 に お ける i-Construction* を 活用 し た 取組 























を 支援 し ます 。 
③ 三陸 地域 の 産業 を 担う 人 材 の 育成 























社会 経済 環境 の 変化 に 対応 し た 安定 的 ・ 持 続 的 な 企業 経営 や 円 滑 な 事業 承継 を 支援 する た 





NN oo 
2 お ける 次 世代 の 現場 リー ダー の 育成 の た め 、 生 産 や 営業 な どの マネ ジ 




















CPP し ます 。 



































革 職業 別 の ライ フ プ ラン に つい て 情報 提供 する な ど 、 児 童 生徒 の 発達 段階 に 応 















































es リア 教育 に より 仕事 や 産業 、 地 元 企業 へ の 理解 を 促進 し ます 。 
設 業 の 担い 手 を 持続 的 ・ 安 定 的 に 確保 する た め 、 週 休 2 日 モデ ル 工 事 の 導入 な ど 、 働 き 









































Re 新規 就業 が 促進 され る 労働 環境 の 整備 





を 支援 し ます 。 


④ 東日本 大 震 災 津波 発 災後 の 企業 間 の つなが りや 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 販路 拡 


大 と 事業 展開 の 促進 














東日本 大 震 災 津波 の 発 災 後 、 県 外 大 手 企 業 の C S R 活 動 や 様々 な 団体 に よる 現地 支援 で 得 
られ た 関係 を 生か し 、 新 商品 開発 や 販路 創出 な ど に 取り 組む 企業 の 事業 展開 を 支援 し ます 。 
復興 道路 や 宮古 ・ 室 障 フ ェ リ ー、 移 石 港 外 軸 ダイ レク ト 航 路 な どの 新た な 交通 ネッ トワ ー 
ク の 優位 性 を 生か し た ポー ト セ ー ル ス や 企業 誘致 の 推進 、 混 載 物流 な ど 新 た な 物流 シス テム 
の 構築 支援 、 首 都 圏 企業 等 と の ビジ ネス マッ チン グ を 進め る な ど 、 企 業 の 販路 拡大 と 競争 力 


















































の 強化 を 支援 し ます 。 








2 i-Construction : 調査 ・ 測 量 か ら 設 計 、 施 工 、 検 査 、 維 持 管理 ・ 更 
を 活用 する こと に よっ て 、 建 設 生産 シス テム 全体 の 生産 性 向上 を 図り 、 
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新 ま で 全て の 建設 生産 プロ セス で 情報 通信 技術 (I CT) 等 
も っ て 上 魅力 ある 建設 現場 を 目指 す 取組 。 
































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 















































































































































































































































~2018 2019 2020 2021 2022 
① 中 小 企業 の 生産 性 と 付加 価値 の 向上 【 カ イ ゼ ゴ スタ ー ト アッ プ 支 援 】 
RO カイ ゼン 事例 普及 。 日 導入 企業 拡大 の 加速 支援 上 
5 標 【 カ イ ゼ ン 導入 支援 】 
・ カ イ ゼ ン 導入 事業 者 数 (者 ) (Rat Oi 
カイ ゼン 手法 の 導入 促進 ・ 定 着 化 の 支援 ing 
现状 值 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 (支援 企業 と の 協 働 展 開 ) 
26 35 40 45 50 
現状 値 は 2017 年 の 値 【 カ イ ゼ シ リー ディ ンダ 企業 育成 支援 】 
・ カイゼン 導入 指導 回 数 (回 ) = el real 
現状 値 2019 2020 2021 2022 に よる カイ ゼン 普及 支援 
Di 【生产 性 向 日 O 大 边 四 设备 投资 支援 
生産 現場 へ の 省 人 化 設備 導入 支援 He 
② 最新 技術 の 活用 や 経営 革新 な ど に よ 











¥ 


る 水産 加工 業 を は じ め と し た も の づく 経営 革新 計画 な どの 策定 ・ フ ォ ロ ー ア ッ プ 支援 。 し 
り 産業 等 の 企業 経営 力 の 強化 | 最新 技術 導入 ・ 新 事業 活動 展開 等 の 支援 | 

標 

aes ll 经 党 .会计 BeBe eR (支援 企業 等 と の 陣 働 展開 ) 上 
現状 値 2019 2020 2021 2022 

14 50 100 150 200 


ーー 支援 体制 
状 值 法 2017 年 DJ 


・ 事 業 計画 策定 ・ 事 業 承継 等 文 援 事業 者 数 (者 ) 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 企業 間 運 携 に よる 施設 の 共同 化 ・ 協 業 化 支援 
30 45 60 90 (グル ー プ 補助 金 の 活用 、 事 業 連携 計画 策定 支援 な ど ) 
現状 値 は 2017 年 の 値 
商 ・ 観 光 業 者 の キャ ッシュ レス 化 等 サー ビス 向上 支援 
. yt a he ees 5 HE 
a IN arc [累计 ] 言語 対応 ・ キ ャ ッシュ レス 化 同 導入 拡大 支援 
ma 導入 重点 支援 
現状 値 | 2019 | 2020 2021 2022 
ane 6— i-Construction 活用 支援 レー 
現状 値 は 2017 4 
: 三陸 地域 の 産業 を 担う 人 材 の 育成 
TARR A UM « 交流 会 等 参加 者 数 (人 ) BPE A MOR mel 
現状 値 2019 | 2020 | 2021 | 2022 勉強 会 ・ 交 流 会 開催 ネッ トワ ー ク 構築 支援 
8 20 30 40 50 
現状 値 は 2017 年 の 値 
・ も の づく り 人 材 育成 講座 等 修了 者 数 (人 ) ーー ae 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 。 次 世代 現場 リ 多 = mh. we ーー 
111 117 126 133 141 【「 も の づく り い わ て 塾 」 な ど 人 材 育 成 講座 の 開催 】 
現状 値 は 2017 年 の 値 

















生産 マネ ジメント カカ 向上 3 




















・ 週 休 2 日 モデ ル の 検討 対象 と する 県 営 建 
OF 
(岩手 県 県 土 整備 部 週休 2 日 モデ ル 工 事 試行 要領 
の 対象 工事 に (%) 



















































































2021 2022 週休 2 日 
100 100 























モデ ル 工 事 の 推進 
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県 が 取 り 組む 具体 的 な 推進 方 策 工程 表 ( 4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 


2019 2020 2021 
④ 東日本 大 震 災 津波 発 災 後 の 企 業 間 の 
つなが りや 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 商談 会 、 新 商品 開発 あっ 旋 な ど ビ ジネス マッ チン グ 他 
生か し た 販路 拡大 と 事業 展開 の 促進 
標 
・ 国 内 の 食 の 商談 会 有望 取引 件 数 (件 ) [累計 an SE en me 
现状 值 | 2019 | 2020 | 2021 2022 Boo * 6 i i 下 新た な 物流 シス テム 
89 150 200 250 300 
現状 値 は 2017 年 の 値 の 構築 
復興 道路 及び 復興 支援 道路 な ど 
・ 国 内 の 食 の 商談 会 新規 出展 者 数 (者 ) [累計 】 | | を 活用 し た ビジ ネス マッ チン 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 グ ・ 企 業 誘致 
35 50 70 90 110 
現状 値 は 2017 年 の 値 













































































































































































































































県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
| (事業 者 ) 

・ カ イ ゼ ン の 導入 ・ 定 着 

・ 省 人 化 設備 の 導入 











・ 事 業 計画 の 立案 ・ 策 定 
・ 新 規 事業 へ の 取組 
・ 後継 者 の 確保 ・ 育 成 
・ 企業 間 連携 の 取組 
・ 販路 開拓 ・ 拡 大 の 取組 
(建設 企業 ) 
建設 業 の 担い 手 の 確 保 ・ 育 成 
(産業 支援 機関 等 ) 
・ 生 産 性 向上 へ の 助言 ・ 指 導 
。 事業 計画 の 立案 。 策定 支援 
・ 経営 管理 手法 の 向上 支援 
・ 商談 会 等 の 開催 
・ 経 営 人 材 、 後 継 者 の 育成 支援 
(市 町 村 ) 
. 技術 導入 に よる 税制 優 財 
・ 起 業 希 望 者 へ の 支援 
・ 販 路 開拓 、 拡 大 の 支援 
・ 企 業 間 連 携 な どの 支援 
* 企业 诱 致 中 推进 
































































































































【 関 連 する 計画 】 
・ 岩 手 県 中 小 企業 振興 基本 計画 (計画 期間 2019 年 度 ご 2022 年 度 ) 
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豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 
新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 を けん 引 


する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 


一 10 働く 場 の 創出 と 地域 に 就業 ・ 定 着 で きる 環境 を つく 


an り ます 









(基本 方 向 ) 
沿岸 圏 城 に 住む 小 中 高 生 の 地元 企業 な ど へ の 就業 意識 を 高め 、 若 者 の 地域 へ の 定着 を 促進 する 
と と も に 、 復 興 支 援 に 伴う 交流 人 口 の 拡大 な ど 、 他 地域 と の つなが り を 生か し 、 多 様 な 人 材 の 就 

















業 ・ 移 住 を 促し ます 。 

女性 、 高 齢 者 を 含む 求職 者 が 自ら の 能力 を 生か し て 希望 する 職 に 就き 、 仕 事 と 生活 が 調和 し 、 
健康 で 安心 し て 働き 続け る こと が で きる よう 、 事 業者 に よる 職場 環境 の 整備 や 、 多様 な 雇用 の 場 
づく り の 取組 を 促し ます 。 









































現状 と 課題 

沿岸 圏 域 に お いて は 、 平成 24 年 (2012 年 ) 7 月 以来 、 有効 求人 倍率 が 1 倍 を 超え て 推移 し 、 
製造 業 や 小売 ・ サ ービス 業 な ど で 、 労 働 力 不足 の 状況 が 続い て いま す 。 

平成 29 年 度 (2017 年 ) の 高校 卒業 者 は 、62.4% が 進学 の た め 、13.4% が 就職 の た め 沿 岸 圏 
域外 へ 転出 し て いま す 。 

就職 者 に つい て は 、 沿岸 圏 域内 に 就職 し た 人 の 割合 が 東日本 大 震 災 津波 の 発 災 前 の 約 40% 
か ら 発 災後 は 約 50%% に 上 昇 し て お り 、 こ うし た 若者 の 地元 へ の 就職 意識 を 更に 高め る た め 、 
地元 企業 へ の 理解 を 深め る な どの 取組 が 必要 と な っ て いま す 。 

また 、 平 成 26 年 度 (2014 年 度 ) の 高校 卒業 生 の うち 、 就 職 後 3 年 以内 に 離職 し た 人 の 割合 
は 、 全 国 で 40.8%、 県 内 で は 41.3%% と な っ て お り 、 早 期 離職 防止 の た め の 取 組 が 必要 と な っ 
て いま す 。 

地元 高卒 者 の 沿岸 圏 域内 就職 と と も に 、 沿 岸 圏 域外 に 転出 し た 人 材 の リタ ー ン 就職 や 、 復 
興 支 援 な ど に より 地域 に 転入 し て きた 人 材 の 定住 へ の 働き か けが 重要 で す 。 

女性 や 高齢 者 の 中 に は 、 働 く 意 欲 を 持ち な が ら 子 育て な どの 家庭 の 事情 や 年 齢 的 な 制約 か 
ら 就 業 し て いな い 人 も いる こと か ら 、 女性 や 高齢 者 が 働き や すい 雇用 の 仕組 み づ く り が 必要 
と な っ て いま す 。 






































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① キャ リア 教育 に よる 若者 の 定着 や 、U・I ター ン 、 起 業 支 援 な ど に よる 移住 ・ 定 住 の 促進 
小 中 高生 に 、 職 業 別 の ライ フ プ ラン に つい て 情報 提供 する な ど 、 児 童 生徒 の 発達 段階 に 応 
じ た キ ャ リア 教育 に より 仕事 や 産業 、 地 元 企業 へ の 理解 を 促進 し ます 。 
沿岸 圏 域内 か ら の 県 外 進 学者 に 対し て 、 ふ る さと の 就業 、 暮 らし の 情報 提供 を 行い 、 沿 岸 
圏 域内 へ の 就職 の 働き か け を 強化 し ます 。 
U・I エ ターン 就 職 を 促進 する た め 、 首 都 園 な どの 学生 を 対象 と し た 沿岸 圏 域 企業 に お ける 
イン ター ンシップ の 取組 を 支援 し ます 。 
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また 、 地域 お こし 協力 隊 ' な ど で 地 域 に 転入 し て きた 人 材 の 定住 を 促進 する た め 、 起業 希望 
者 に 対す る 事業 計画 作成 な どの 伴走 支援 や 就業 支援 に 取り 組み ます 。 

水産 業 に お いて は 、 新 規 漁業 就業 者 を 確 介 する た め 、 地 域 漁業 の 魅力 発信 や 漁業 体験 の 受 
入れ 、 地 元 で の 体験 学習 の 実施 な ど 就 業 希 望 者 の 掘り 起こ し や 育成 に 取り 組む と と も に 、 市 
町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 就業 希望 者 の 受入 体制 の 整備 を 図り 、 そ の 定着 を 促進 し ます 。 
農業 に お いて は 、 新 規 就農 者 を 確保 する た め 、 就農 志向 者 の 掘り 起こ し 就農 計画 の 策定 な 
どの 支援 に 取り 組み ます 。 ま た 、 そ の 定着 に 向け 、 初 期 経 営 の 安定 化 を 図り ます 。 

林業 に お いて は 、 林 業 技能 者 の 確保 ・ 養 成 や 林業 就業 者 の 技能 の 向上 な ど 、 地 域 に お ける 
人 材 育 成 の 取組 を 支援 し ます 。 

建設 業 の 担い 手 を 持続 的 ・ 安 定 的 に 確保 する た め 、 週 休 2 日 モデ ル 工 事 の 導入 な ど 、 働 き 
や すい 労働 環境 の 整備 を 促進 し ます 。 
早期 離職 を 防ぐ た め 、 高 校生 に 対し 、 希 望 に 合う 企業 情報 を 提供 する な ど 、 学 校 と 連携 し 

た 就業 支援 を 行なう と と も に 、 企 業 訪問 な ど に よる 就業 後 の フ ォ ロ ー ア ッ プ に 取り 組み ます 。 
② 潜在 的 な 労働 力 の 掘り 起こ し や 多様 な 形態 の 就業 の 促進 

女性 や 高齢 者 な どの 多様 な 就業 ニー ズ に 応じ た 、 暮 らし と 仕事 が 調和 し た 働き や すい 職場 

環境 づく り を 進め る た め 、 超 短 時間 勤 務 (プチ 勤務 り や ダブ ル ワ ー ク "な どの 導入 ・ 展 開 を 
図り ます 。 
・ 高齢 者 が 体力 や 認知 力 な ど に つい て 、 自 ら の 就業 能力 を 把握 で きる よう 支援 し 、 就 業 意欲 
を 高め る と と も に 、 企 業 と の マッ チン グ な ど に 取り 組み 、 高 齢 者 の 幅広 い 就 業 を 促進 し ます 。 
仕事 と 子育て の 両立 支援 や 職場 環境 の 改善 に 取り 組む 企業 を 拡大 する た め 、「 い わ て 女性 活 
m 朗 定 企業 等 」*『 や 、「 い わ て 子育て に や さ し い 企業 等 」 の 認定 ? 取 得 支 援 に 取り 組み ます 。 
また 、 認 定 企業 な どの 優良 事例 の 情報 発信 に より 、 沿 岸 圏 域 へ の 取組 の 普及 ・ 拡 大 を 図り 
ます ず 。 
沿岸 圏 域 内 の 国 の 機関 や 市 町 村 な ど と 連携 し 、 地 域 企 業 の 労働 環境 の 実態 把握 や 雇用 情勢 
の 共有 化 を 図り 、 安 全 で 働き や すい 職場 柚 境 づく りや 、 円 滑 な 人 材 確保 を 支援 し ます 。 

国 の 補助 制度 の 活用 な ど に より 生産 現場 へ の 省 人 化 設 備 の 導入 を 支援 し 、 一 層 の 生産 性 向 
上 を 図り ます 。 
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! 地域 お こし 協力 隊 : 人 口 減少 や 高齢 化 等 の 進行 が 著しい 地方 に お いて 、 地 域外 の 人 材 を 積極 的 に 受け 入れ 、 地 域 協力 活動 を 行っ 
て も らい 、 そ の 定住 ・ 定 着 を 図る こと で 、 意 欲 あ る 都市 住民 の ニー ズ に 応え な が ら 、 地 域 力 の 維持 ・ 強 化 を 図っ て いく こと を 目的 
と し た 制度 

2 プチ 勤務 : シフ ト に 加え 、 業務 の 細分 化 を 行う こと で 生み 出さ れる 、1 日 1 て 3 時 間 あ る い は 週 1 て 2 日 と いっ た 超 短 時 間 の 勤務 

能 

3 ダブ ル ワ ー ク : 定職 を も ちな が ら 、 夜 間 や 休日 な ど に 他 の 仕事 を する こと 

上 「 い わ て 女性 活躍 認定 企業 等 」 の 認定 : 女性 の 活躍 推進 に 向け て 積極 的 に 取り 組む 企業 等 を 「 い わ て 女性 活躍 認定 企業 等 」 と し 
て 認定 する 制度 

5 「 い わ て 子育て に や さ し い 企業 等 」 の 認定 : 仕事 と 子育て の 両立 支援 な ど 男 女 が 共に 働き や すい 職場 環境 づく り に 取り 組む 企業 
等 を 認証 し 、 顕 著 な 成果 が あっ た 企業 を 表彰 する 制度 
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~2018 2019 2020 2021 2022 

① キャ リア 教育 に よる 若者 の 定着 や 、 一 = 

U・! ターン 、 起 業 支援 な ど に よる 移 小 中 高 生 向け キャ リア 教育 支援 

住 ・ 定 住 の 促進 企業 見 学会 の 開催 
目標 
・ 小 中 高 生 等 キャ リア 教育 支援 者 数 企 る 出前 授業 の 開催 支援 

(企業 見 学会 ・ 出 前 授業 ・ 職 場 体験 参加 者 数 ) 職場 体験 授業 等 の 拡大 支援 

(人 ) a =e 

现状 值 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 誠二 0 FeO 









































948 1, 100 1, 150 1, 200 1, 250 


















































































































































現状 F RSME Ze ED PA ESE SCHR 
MM RIA RT 9 I, TITRE be 
-U+ I ター ン 就 業 支援 者 数 地元 企業 ・ 暮 らし の 情報 発信 ) 
(人 ) [累計 ] 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 圏 域外 の 若者 と 地元 企業 と の マッ チン グ ・ 定 着 支援 
45 140 190 245 300 > 
現状 値 は 2017 年 の 値 


























































































































・ 起 業 ・ 第 二 創 業 * 支 援 者 数 ー ー 
(A) [累計 ] 見 学会 の 開催 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
A ll 地域 へ の 転入 人 材 な ど に 対す る 起業 ・ 就 業 支 援 | 
現状 値 は 2017 年 の 値 








































































































・ 圏 域内 高校 新卒 者 就業 後 3 年 間 職場 定着 率 ー ー 
(%) 早期 離職 防止 の 取組 実施 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 就業 支援 (高校 新卒 者 職場 定 
67.9 | 69.9 | 70.9 | 71.9 | 72.9 調査 ・ 応じ た 就職 情報 の 提供 
現状 値 は 2017 年 の 値 
























































こよ る 職場 環境 整備 支援 



























② 潜在 的 な 労働 力 の 掘り 起こ し や 多 
様 な 形態 の 就業 の 促進 働き や すい 職場 環境 づく り 支 援 (プチ 勤務 な ど 導 入 支 援 ) Fp 


・ プチ 勤務 等 導入 企業 数 


















































高齢 者 の 就業 促進 
(就業 能力 把 揚 支 援 、 企 業 と の 就業 マッ チン グ 支 援 ) 
2019 一 時 



















































































「 い わ て 女性 活躍 認定 企業 等 」 認 定 制度 取得 支援 
















































































企業 に 対す る 安全 で 働き や すい 職場 環境 づく り ・ 
人 材 確保 支援 












































市 町 村 連携 に よる 職場 環境 整備 



































現状 値 は 2017 年 























6 第 二 创业 : 既に 事業 を 営ん で いる 事 











業 所 の 後継 者 な ど が 業態 転換 や 新規 事業 に 進出 する こと 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
| (事業 者 ) | 
| ・ 雇 用 の 維持 、 拡 大 
・ 良 好 な 労働 環境 の 確保 
| ・ 人 材 の 育成 、 確 保 
| (建設 企業 ) 

・ 建 設 業 の 担い 手 の 確 保 ・ 育 成 

(学校 ・ ジ ョ ブ カ フ ェ 等 ) 

・ 若 者 の 雇用 支援 

・ り ・ [ター ン 希 望 者 の 支援 
| ( 国 ・ 市 町 村 ) 
| ・ 助 成 制 度 な ど に よる 支援 
| ・ 浴 在 的 労働 力 の 掘り 起こ し 
| ・ 多 様 な 就業 形態 の 導入 
| ・ け ・ TI ター ン 者 の 定住 支援 
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豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 
新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 を けん 引 


する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 


田 11 漁業 生産 量 の 回 復 や 水産 物 の 高 付加 価値 化 に より 
a 水産 業 を 盛ん に し ます 











(基本 方 向 ) 

東日本 大 震 災 津波 の 被害 お ど に より 減少 し た 漁業 生産 量 の 回 復 ・ 向 上 を 図る た め 、 養殖 業 の 生 
産 性 向上 や サケ 等 の 資源 回 復 な ど に 取り 組む と と も に 、 中 核 的 漁業 経営 体 「 の 育成 や 新規 就業 者 
の 確保 な ど 漁 業 担い 手 の 確保 ・ 育 成 に 取り 組み ます 。 

















また 、 漁 業者 と 水産 加工 業者 の 収益 向上 を 図る た め 、 水 産物 の 付加 価値 向上 と 販路 拡大 を 促進 
し 、 競 争 力 の ある 産地 づく り を 推進 し ます 。 

併せ て 、 災害 に 強く 、 効率 的 に 漁業 生産 活動 が で きる 漁港 施設 な ど を 整備 し 、 漁業 就労 環境 の 
向上 を 図り ます 。 














現状 と 課題 
沿岸 剛 域 の 基幹 産業 で ある 水産 業 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 壊滅 的 な 被害 を 受け まし た 

が 、 漁 船 や 養殖 施設 、 漁 港 な どの 生産 基盤 は 漁業 者 な どの 要望 に 基づく 復旧 ・ 整 備 が ほぼ 完 
エエ し て と いま すし 

漁業 経営 体 の 減少 や サケ 等 主要 魚 種 の 漁獲 不振 、 漁 場 環 境 の 変化 な ど に よ 沿岸 圏 域 の 
ee ce doe i 
上 や サケ 等 の 資源 回 復 な ど に 取り 組む こと に より 、 漁 業 生産 量 の 回 復 ・ 向 上 を 図る 必要 が あ 
り ま す 。 

沿岸 圏 域 の 沿海 地区 漁業 協同 組合 の 正 組 合 員 数 は 、 平 成 30 年 (2018 年 ) 3 月 末 現 在 で 1, 343 
II re 高齢 化 
の 進行 に 伴い 今後 も 減少 が 続く と 見 込ま れる こと か ら 、 次 代 を 担う 意欲 ある 漁業 担い 手 の 確 
保 ・ 育 成 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 
・ 水産 加工 業 で は 原料 の 不足 や 高騰 、 労 働 力 不足 な ど が 課題 と な る 一 方 で 、 新 た な 交通 ネッ 
トワ ー ク が 整備 され る な ど 販 路 拡 大 の 好機 が 訪れ て いる こと か ら 、 水 産物 の 付加 価値 向上 や 
交流 人 口 の 拡大 な ど を 進め 、 産 地 と し て の 競争 力 を 高め て いく 必要 が あり ます 。 

近年 は 台風 な どの 自然 災害 が 大 規模 化し 、 顔 度 も 増し て いる こと か ら 、 漁 港 施設 な どの 防 
災 力 の 強化 を 図る と と も に 、 漁 業者 の 高齢 化 な ど に 対応 し た 施設 整備 を 推進 する 必要 が あり 
ます 。 

















































































































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 漁業 の 生産 量 回 復 ・ 生 産 性 向上 
ワカ メ な どの 養殖 業 の 生産 量 回 復 を 図る た め 、 省 力 化 機器 の 導入 な ど に よる 生産 性 向上 や 

















、 中 核 的 漁業 経営 体 : 年 間 販 売 額 1 千 万 円 以上 の 経営 体 














ol 











規模 拡大 を 促進 する と と も に 、 漁 業者 間 の 連携 強化 な ど に よる 漁場 の 効率 的 な 利用 、 新 し い 
研究 成果 の 活用 な ど に よる 地域 特性 及び 環境 変化 に 応じ た 生産 技術 や 養殖 種目 の 導入 な ど を 
進め ます 。 ま た 、 漁 業 生 産 の 共同 ・ 協 業 化 や 漁協 に よる 自営 養殖 、 水 産 加工 業者 等 と の 連携 
な ど 新 た な 生産 体制 の 構築 に 取り 組み ます 。 

安定 的 な 種苗 生産 ・ 放 流 の 実施 や 放流 効果 の 向上 な ど 増 殖 事 業 ? を 推進 し 、 サ ケ ・ ア ワ ビ な 
どの 資源 回 復 を 図る と と も に 、 水 産 資源 を 持続 的 に 利用 で きる よ 2 う 適 正 な 資源 管理 * や 漁場 環 
境 の 適切 な 保全 ・ 管 理 に 取り 組み ます 。 

漁業 担い 手 の 確保 ・ 育 成 

次 代 を 担う 意欲 ある 漁業 担い 手 を 確保 ・ 育 成す る た め 、 規 模 拡大 な ど に よる 所 得 の 向上 や 
「 い わ て 水産 アカ デミ ー*」 と 連携 し た 人 材 の 養成 な ど 、 地域 漁業 を けん 引 す る 中 核 的 漁業 経 
営 体 の 育成 に 取り 組み ます 。 

新規 漁業 就業 者 を 確保 する た め 、 地 域 漁業 の 魅力 発信 や や 漁業 体験 の 受入 れ 、 地 元 で の 体験 
学習 の 実施 な ど 就 業 希 望 者 の 掘り 起こ し や 育成 に 取り 組む と と も に 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連 
携 し て 就業 希望 者 の 受入 体制 の 整備 を 図り 、 そ の 定着 を 促進 し ます 。 

水産 物 の 付加 価値 向上 ・ 販 路 拡 大 
安全 ・ 安 心 で 高 品質 な 水産 物 を 提供 する 競争 力 の ある 産地 づく り を 推進 する た め 、 IFO 
HACCP の 導入 な ど 衛 生 品 質 管理 の 高度 化 を 促進 する と と も に 、 漁 業者 や 漁協 女性 部 な ど 
に よる 6 次 産業 化 や 、 生 産 と 消費 を つなぐ 交流 人 口 の 拡大 、 流 通 ・ 加 工事 業者 と 連携 し た 地 
域 水 産物 の ブラ ンド 化 な どの 取組 を 支援 し ます 。 

水産 加工 事業 者 の 新 商品 開発 や 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 活用 し た 販路 開拓 を 促進 する と 
と も に 、 急 種 転換 な ど に よる 加工 原料 の 確保 に 向け た 取組 、 働 きやすい 職場 づく りな ど 人 材 
の 確保 に 向け た 取組 な ど を 支援 し ます 。 
漁港 等 の 整備 推進 

防災 カカ の 強化 と 漁業 者 の 高齢 化 な ど へ の 対応 を 図る た め 、 耐 震 ・ 耐 津波 性 の 向上 や 浮 様 橋 
等 の 整備 な ど 安 全 で 効率 的 に 漁業 生産 活動 が で きる 漁港 施設 の 整備 を 進め る と と も に 、 施 設 
の 長寿 命 化 を 図る た め 、 機 能 保 全 計画 * の 策定 と 計画 に 基づく 保守 管理 を 行い ます 。 

漁村 の に ぎわ い の 創 出 と 漁場 生産 力 の 向上 な ど を 図る た め 、 増 養殖 施設 の 整備 な ど に より 
漁港 施設 や 静穏 水域 の 利 活用 を 推進 し ます 。 



























































































































































































































































































































































2 増殖 事業 : 資源 の 維持 ・ 増 
資源 管理 : 資源 の 保 
制 や 漁業 者 に よる 自主 的 な 取組 
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Se 
Rr 
火 | 





鹿 る た め 、 種 苗 を 移 殖 ・ 放 流し た り 、 産 卵 場 や 育成 場 な ど を 造成 ・ 管 理 す る 事業 
・ 回 復 を 図る た め 、 漁 船 の 隻数 や 漁獲 量 を 制限 し た り 、 茜 漁期 を 設け る な どの 国 や 都 道 府 県 に よる 公 的 規 
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! いわ て 水産 アカ デミ ー : 2019 年 度 に 開設 を 予定 する 漁業 の 基礎 知識 や 高度 な 経営 手法 の 習得 を 通じ 、 将来 の 岩手 県 の 漁業 の 中 核 を 


担う 人 材 を 養成 する 岩手 県 に よる 研修 制度 



























































5 IF や HACCP : アイ ・ エ フ ・ ハ サッ プ 。 岩 手 県 に お いて 水産 物 の 漁獲 か ら 流 通 、 加 工 ま で の 一 貫 し た 衛生 品質 管理 の 向上 に 向 


け て 導入 ・ 普 及 を 進め る 管理 基準 
























































* 機能 保全 計画 : 漁港 施設 (岸壁 、 防 波 堤 等 ) の 長寿 命 化 を 図る た め の 改修 計画 
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県 が 取 り 組む 具体 的 な 推進 方 策 工程 表 ( 4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































~2018 2019 2020 2021 2022 
① 漁業 の 生産 量 回 復 ・ 生 産 性 向上 
上 標 
・1 経営 体 当 た り ワ カメ 養殖 生産 量 
(トン ) 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 フリ ー 種 苗 "・ 効 率 化 機器 *『 の 導入 支援 等 > 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) 
18.0 18.2 18.5 18.7 18.9 漁協 自営 な ど 新 た な 生産 体制 の 構築 支援 を 
現状 値 は 2017 年 の 値 
・ サ ケ 稚 魚 放流 数 ( 百 万 尾 ) 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 oe eee. jes 
267 303 303 303 303 サケ 種 卵 確保 ・ ふ 化 場 整備 の 支援 、 健 苗 放 流 指導 > 
現状 値 は 2017 年 の 値 
中 核 的 漁業 経営 体 の 育成 
諸 的 漁業 経営 体 数 as a cc に 
2019 2020 生産 性 向上 ・ 規 模 拡大 等 の 支援 
439 we = i 
は 2017 和 「 い わ て 水産 アカ デミ ー」 と 連携 し た 人 材 育成 
漁業 就業 者 数 
= 就業 希望 者 の 掘り 起こ し ・ 青 成 は 
a 就業 希望 者 受入 体制 の 整備 > 
ML 販路 拡大 
魚 市 場 の ITF@ ゃ HACCP 導入 数 (市 場 ) 産地 魚 市 場 の 衛生 管理 指導 (1 FoHACCP 導 入 促進 ) と 
[累計 ] 
状 値 | 2019 2020 2021 2022 ee ee 
5 6 7 8 の 開催 
) (63%) (75%) (88%) | (100%) 
+2017 年 の 値 
野 に お ける 6 次 産業 化 講習 会 へ の 参加 交流 人 口 の 拡大 (生産 地 と 消費 者 の 交流 促進 ) > 
(A) 
2019 2020 2021 2022 地域 水産 物 の ブラ ンド 化 の 取組 支援 > 
16 16 16 16 
直 は 2017 年 の 値 水産 加工 事業 者 の 商品 開発 ・ 販 路 開 拓 ・ 原 料 確保 ・ |w 
人 材 確保 等 の 支援 
ve _ 安全 で 効率 的 に 漁業 生産 活動 が で きる 漁 浴 施設 の 整備 テ 
・ 施 設 の 機能 保全 数 
ー AER: AIRE TED Kh 
現状 値 2019 a 机 能 保 ーー Ly 
0 0 - 事 完成 






































現状 値 は 2017 年 の 値 












































remeron b> 






































” フリー 種苗 : 培養 液 に 浮遊 させ た 状態 で 育て た ワカ メ の 種苗 を 用 いる こと に より 、 従 来 の 方 法 ( 種 糸 ) より も 早く 大 きく な り 、 
二 期 作 な ど 収 穫 量 の 増加 が 見 込め る も の 
8 効率 化 機 器 : ワカ メ 養 殖 に お いて は 、 船 上 刈取 り 装 置 や 高速 提 挫 塩蔵 機 な どの 効率 化 ・ 省 力 化 機器 
























































53 





県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
(生産 者 ・ 団 体 等 ) | 
・ 養 殖 業 の 生産 性 向上 等 の 取組 
・ サ ケ 等 種苗 放流 、 適 正 な 漁場 管理 
・ 新 規 就業 者 の 受入 れ ・ 育 成 
・ 衛 生 品 質 管 理 の 高度 化 
・ 6 次 産業 化 ・ ブ ラン ド 化 等 の 取組 
・ 新 商品 開発 、 販 路 開拓 、 人 材 確保 
市 町 村 ) 
・ サ ケ 等 種苗 放流 の 支援 
・ 新 規 就業 者 へ の 支援 
・ 高 度 衛生 品質 管理 地域 づく り の 推進 
・ ブ ラン ド 化 等 に 向け た 地域 連携 の 促進 
| ・ 販 路 開 拓 等 の 支援 、 短 来 船 の 誘致 
| ・ 漁 港 等 の 整備 ・ 機 能 保全 
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T 豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 


基盤 、 新 た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 
を けん 引 す る 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 


图” 12 地域 特性 を 生か し た 生産 性 ・ 収 益 性 の 高い 農業 を 
一 盛ん に し ます 








(基本 方 向 ) 
生産 基盤 の 復旧 を 進め る と と も に 、 再 生 農 地 に お ける 営農 組織 や 核 と な る 経営 体 の 育成 、 新 規 
就農 者 の 確保 な ど に 取り 組み ます 。 








園芸 産地 の 確立 や 高 品 質 な 畜産 物 の 安定 生産 に 向け た 取組 を 進め る と と も に 、 鳥獣 被害 防止 








対策 を 強化 し 、 地 域 特性 を 生か し た 農 畜 産物 の 産地 力 の 向上 を 推進 し ます 。 
特色 ある 農産 物 の 供給 体制 の 強化 や 6 次 産業 化 の 取組 、 地域 資源 の 発掘 ・ 活 用 な どの 集落 活動 
を 支援 し ます 。 























現状 と 課題 
(経営 体 の 育成 ) 
・ 東日本 大 震 災 津波 や 平成 28 年 台風 第 10 号 に よる 被害 か ら の 復旧 に 伴い 整備 され た 再生 農 
地 で は 、 営 農 組織 の 設立 に よる 新た な 農業 が 開始 され て いま す 。 
農業 者 の 減少 ・ 高 齢 化 が 進み 、 担い 手 育 成 や 労力 確保 へ の 影響 が 深刻 な 状況 と な っ て いま す 。 
(産地 力 向上 ) 
小 規模 経営 体 が 多い 状況 に ある 中 で 、 近 年 、 施 設 野菜 や 露地 野菜 、 県 オリ ジ ナ ル 水 稲 品種 
「 銀 河 の し ずく 」、 復 興 り ん ご 「 大 夢 」 の 生産 拡大 の 動き が 見 られ ます 。 
復興 道路 な どの 整備 に より 、 大 消費 地 へ の 輸送 時 間 ・ コ スト が 大 幅 に 短縮 ・ 低 減 し 、 農 産 
物 の 流通 環境 が 飛躍 的 に 向上 し て いま す 。 
養 凌 ・ 養 朋 は 沿岸 圏 域 の 農業 産出 額 の 約 5 割 を 占め て お り 、 増加 傾向 に あり ます 。 一 方 、 
肉 用 和牛 ・ 乳 用 邊 は 、 と も に 小 規 模 経営 体 な どの 離農 に より 飼養 戸数 ・ 頭 数 が 減少 し て いま す 。 
鳥獣 被害 が 拡大 し て いる 地域 も あり 、 ま た 従来 か ら 生 人 息 し て いる ニホン ジ カ の ほか 、 新 た 
に イノ シシ な どの 侵入 が 見 られ る こと か ら 、 和 被害 防止 対策 の 強化 が 求め られ て いま す 。 
( 6 次 産業 化 ・ 集 落 活動 支援 ) 
沿岸 圏 域 の 特色 ある 農産 物 の 北限 の ゆず 、 甲 子 柿 な ど は 、 生 産 ・ 供 給 体 制 が 脆弱 で あり 、 
県 内 外 に お ける 認知 度 は 低い 状況 に あり ます 。 
特色 ある 農産 物 の 加工 品 開発 や 産直 な ど で の 販売 、 醸 造 用 記 ど う ・ ワ イン 生産 な どの 取 
組 が 進み つつ あり 、 大 規模 イベ ント の 開催 に よる 来訪 者 の 増加 な ど を 契機 と し て 、 こ れ ら の 
取組 の 一 層 の 強化 が 求め られ て いま す 。 
集落 活動 の 活性 化 に 向け て 、 い わ て 農業 農村 活性 化 推進 地域 ビジ ョ ン ! (以下 、「 地 域 ビ ジ 
ョ ン 」 と いう 。) の 策定 と 実践 が 進め られ て いま す 。 
農業 ・ 農 村 は 、 農 業 生 産 活動 な ど を 通じ て 多面 的 機能 * を 発揮 し て お り 、 そ れ を 守り 、 伝 承 す 
る た め の 地 域 協 働 の 活動 が 行わ れ て いま す 。 
















































































! いわ て 農業 農村 活性 化 推進 地域 ビジ ョ ン : 集落 単位 で 農業 を 核 と し た 地域 の めざす 姿 と その 実現 に 向け た 取組 等 に つい て 地域 住民 が 
話し 合い に より 作成 する 計画 。 

* 農業 ・ 農 村 が 有する 多面 的 機能 : 農業 が 担っ て いる 「 食 料 供給 」 の 役割 に 加え 、 そ の 生産 活動 を 通じ て 農村 地域 で 維持 ・ 発 揮 さ れ 
て いる 「 国 土 の 保全 」、「 水 源 の 潤 (か ん ) 養 」、「 生 物 多様 性 の 保全 」、「 良 好 な 景観 の 形成 」、「 文 化 の 継承 」 等 の 様々 な 機能 の こと 。 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 


① 地域 農業 を 担う 経営 体 の 育成 
・ 再生 農地 に お ける 営農 組織 の 


























程 表 ) 

















組 や 高 収益 作物 の 導入 、 経 党 












































み ま す 。 ま た 、 そ の 定着 に 向け 、 
② 地域 特性 を 生か し た 農 間 産 物 の 
(農産 園芸) 











施設 野菜 * に つい て は 、 周 年 出荷 体制 の 確立 に よる 4 





生産 性 向上 を 図る た め 、 農 地 の 集 
術 (情報 通信 技術 な ど ) の 導入 、 作 業 の 効率 化 (カイ ゼン ) な ど を 進め ます 。 
新規 就農 者 を 確保 する た め 、 就農 志向 者 の 掘り 起こ し や ゃ 就農 計画 の 策定 な どの 支援 に 取り 組 














積 ・ 集 約 化 や ほ場 









































整備 の 推 


経営 安定 化 の た め 、 水 稲 や 大 豆 な どの 4 
能力 向上 を 支援 し ます 。 
経営 再開 マス ター プラ ン " な ど に 中 心 経営 体 と し て 位置 づけ られ た 農業 者 な どの 規模 拡大 や 
E 進 、 機 械 ・ 施 設 の 整備 、 先 端 技 















































初期 経営 の 安定 化 を 図り ます 。 





産地 力 向上 














LOBE ORE GRRE + COTE) 制御 な どの 先 競 技術 の 導入 を 進め ます 。 
大 や 収量 向上 に よる 生産 拡大 に 向け て 、 作 期 拡大 や 作業 の 機 





露地 野菜 ? に つい て は 、 規 模 拡 
械 化 、 労 力 確保 対策 な どの 取組 
「 銀 河 の し ずく 」 や 地場 企業 





























ee 





な どの 需要 に 応じ た 酒 米 、 そ ば な どの 品質 確保 と 安定 生産 に 





向け た 栽培 技術 指導 を 行い ます 。 


復興 りん ご 「 大 夢 」 の 販売 拡 


(畜産 ) 














肉 用 和牛 繁殖 農家 の 規模 拡大 や 繁殖 ・ 




















理 技術 の 改善 指導 、 経 営 管理 


























組 を 支援 し ます 。 












































大 に 向け て 、 栽 培 研究 会 























育成 技術 の 向上 に 向け 
能力 の 向上 支援 に 取り 組み まき 
また 、「 い わ て 短 角 牛 」 に つい て 、 信 慈 地域 と も 連携 を 














、 生 舎 な どの 施設 整備 や 飼養 管 
cr, 
図り な が ら 、 生 産 性 向上 な どの 取 





の 活動 を 支援 し ます 。 








E 産 性 向上 に 向け た 取 








E 産 拡大 に 向け て 、 大 規模 ハウ ス な ど に 


Fy 





\— 











乳 用 邊 の 生産 性 向上 に 向け 、 飼 養 管理 技術 の 習得 や 繁殖 成績 改善 の た め の 新 技術 の 普及 を 











図る と と も に 、 和 牛舎 作業 な どの 省力 化 の 取 
粗飼料 の 安定 確保 及び 粗飼料 生産 に 係る 労働 力 の 軽 




















ント ラク ター 組織 "の 機能 強化 を 支援 し ます 。 











養鶏 ・ 養 豚 の 経営 安定 対策 を 
(鳥獣 害 対策 ) 








野生 鳥獣 被害 の 防止 に 向け 、 個体 数 の 適 1 


置 支援 に 加え 、 地 域 住 民 が 参加 し た 追い 払い 、 








農作物 等 を 守る 侵入 防止 柳 の 設 


継続 する と & も に ey 














去 な どの 地域 ぐる み で の 対策 や 閑 






























































また 、 新 た な 販路 開拓 に 向け 
ど を 支援 し ます 。 


























” 経営 再開 マス ター プラ ン : 東日本 大 震 炎 津波 被災 の 沿岸 圏 城 内 8 市 町 村 に お いて 、 農 
設計 図 と し て 、 集 落 ・ 地 域 が 抱 を える 「 人 と 農地 の 問題 」 解 














検討 を 経て 策定 する 計画 の こと 。 





4 施設 野菜 : ビニ ー ル ハウ ス や ガラ ス 温 室 な どの 施設 を 利用 し て 栽培 され る 野菜 。 








北限 の ゆず 、 Chi, 醸造 用 ぶどう ・ 
な ど で の 販売 促進 や 菓子 店 ・ 飲 食 店 








f た な 獣 種 対策 を 推進 し ます 。 
に 特色 ある 農産 物 を 生か し た 6 次 産業 化 や 集落 活動 へ の 支援 














ワイ ン の 高 品質 安定 


















































減 に 向 


組 を 支援 し ます 。 





EE 管理 の た め の ニ ホン ジ カ な どの 有 


生産 や 加工 品 の 開発 に 加え 、 産 直 




















け 、 公 共 牧 場 の 効率 的 利用 や コ 


生 対 策 な どの 取組 を 推進 し ます 。 














害 局 獣 捕獲 や 、 














周年 栽培 が で き 、 作 業 や 生育 が 天 師 に あま り 左 右 さ れ な いな どの 利点 が ある 。 沿岸 地域 の 代表 的 な 品 








5 露地 野菜 : 屋外 の ほ場 で 栽培 され る 野菜 。 沿 岸 地域 の 代表 的 な 品目 は ブロッ コリ ー、 き ゅ うり 、 
労力 や 飼料 生産 機械 に 余裕 の ある 飼料 生産 機械 利用 








5 コン トラ クタ ー 組 織 : contractor (請負 業者 )。 
畜産 農家 等 の 飼料 生産 を 請け 負う 組織 。 
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組合 等 が 

















放任 果樹 の 除 




















など で の 利用 促進 に 向け た 活動 を 支援 し ます 。 
Tt. RADIED AMER CCOBR 





E イ ベン ト へ の 出展 、 販 売 な 


県 内 外 か ら の 来訪 者 に 喜ば れる お 土産 品 や 料理 メニ ュー づく り に 向け 、 産 雪 な ど に お ける 











の 復興 を 実現 し 、 そ の 発展 を 図る た め の 
決 の た め 、 農 家 や 新規 就農 者 ・ 参 入 者 に よる 話し 合い と 関係 機関 に よる 








施設 の 整備 費 が 必要 と な る が 、 季 節 に 関わ ら ず 
は トマ ト 、 い ちご な ど 。 
ピー マン な ど 。 


H 心 と な り 、 近 隣 の 


Mun OS Fe 2 te OE, 








・ 地域 の 活性 化 に 向け て 、 郷 土 食 や 祭り を は じ め と し た 、 集 落 な ら で は の 資源 を 活用 し た 

















流 人 口 の 拡大 や 情報 発信 な ど 、 地 域 ビ ジョ ン に 基づく 集落 活動 を 支援 し ます 。 
・ 農業 ・ 農 村 の 多面 的 機能 の 維持 ・ 発 揮 の た め 、 日 本 型 直接 支払 制度 ? の 普及 ・ 啓 発 を 進め 
地域 協 働 に よる 農地 ・ 水 路 な どの 保全 活動 の 取組 拡大 を 図り ます 。 














日 本 型 直接 支払 制度 
国 の 「 多 面 的 機能 支払 制度 」、「 中 山間 地域 等 直接 支払 制度 」 及 び 





























(1) 多面 的 機能 支払 制度 
























































付 さ れる 。 
(2) 中 山間 地域 等 直接 支払 制度 


























き 5 年 以上 継続 し て 農業 生産 活動 等 の 作業 が 行わ れる こと を 条 信 
(3) 環境 保全 型 農業 直接 支払 制度 





























sk 
人 入 


入 


、 


「 環 境 保全 型 農 業 直 接 支 払制 度 」 の 3 事業 の 総称 で あり 、 平 
成 27 年度 (2015 年 度 ) か ら 法 制 化 され 、 恒 久 的 な 事業 と し て 取り 組ま れ て いる 。 





























平地 に 比べ て 傾斜 地 が 多い な ど 農 業 生産 条件 が 不利 な 農地 に つい て 、 集 落 等 が 維持 ・ 管 理 す る 協定 を つく り 、 こ れ に 長 
ト に 交付 金 が 集落 等 に 支払 われ る 。 






































農業 の 生産 性 と の 調和 な ど に 留意 し つつ 、 土 づく り 等 を 通じ て 化学 肥料 、 農 薬 の 使用 等 に よる 環境 負荷 の 軽減 に 配慮 












































持続 的 な 農業 に 取り 組ん で いる 人 に 、 対 象 面積 に 面積 当たり 単 1 











を 乗じ た 金額 が 交付 され る 。 
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農業 ・ 農 村 は 、 洪 水防 止 や 自然 環境 ・ 生 態 系 の 保全 な どの 役割 (多面 的 機能 ) を 果たし て いる こと か ら 、 こ れ ら の 機能 が 


十分 に 発揮 され る よう 、 は ほ場 周辺 の 草刈 の ほか 、 水 路 の 泥 上 げ や 補修 ・ 補 強 な ど を 住民 が 共同 で 行う 活動 に 対し 交付 金 が 交 














し た 





工程 表 (4 年間 を 中 心 と し た 取組 ) 




















































































































\ 取 し =| た 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 ~2018 2019 2020 2021 2022 
① 地域 農業 を 担う 経営 体 の 育成 [ 生 農地 に お ける 営農 組織 の 経営 安定 化 支 援 
日 標 - 営農 組織 な どの 
・ 担 い 手 へ の 農地 利用 集積 面積 (ha) (累計 ) 設立 ・ 経 営 確立 支援 站 
现状 值 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 ey EO ToT ET 一 一 
| 0 | 機械 整備 ・ 高 収益 作物 導入 支援 、 経 営 能 力 向上 研修 な ど 実 施 
a a a 中 心 経営 体 の 機械 ・ 施 設 整備 、ICT な ど 先 端 技術 導入 支援 を 
現状 値 は 2017 年 の 値 
・ 新 規 就農 者 数 (人 ) 9 = : 
ee |) 人 ほ場 整備 、 農 地 中 間 管理 事業 活用 に よる 農地 の 集積 ・ 集 約 化 推進 | 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) : 2 
19 21 21 21 21 就農 候補 者 中 就農 相談 活動 の 充実 、 営 農 開 始 初期 の 経営 安定 支援 b> 
現状 値 は 2017 年 の 値 ee リス ト 搭載 者 へ の 
就農 支援 情報 等 提供 及び 状況 把握 の 実施 
ーー 
| 大 規模 施設 FE er iE 
整备 支援 (先端 技術 導入 、 作業 効率 化 等 





























※ の 作付 面積 





(ha) (at) 



































































































































































































































































































Wise 1 
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2020 


2021 2022 











18) 
42 








(2019) 
44 


(2020) 





(2021) 


46 47 


























露地 野菜 の 生産 





大 規模 
| ae 
作 期 拡大 技術 実証 等 























広大 支援 





Pe 

















作 期 拡大 の 取組 拡 


























| (ブロッ コリ ー、 ピ ビーマン 、 き ゅ うり ) 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































現状 値 は 2017 年 の 値 ee PAR (Eas RES 
J\N 
販売 拡大 の 推進 
(試食 販売 会 の 開催 等 ) 
a ーー キーーー ト ーーー トーーーー 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 牛舎 等 の 整備 ・ 飼 養 管 理 技術 の 改善 、 に 
ee ee ee 
1 282 | (2018) (2020) | (2021) 研修 会 な ど を 通じ た 経営 力 向上 支援 
1, 292 1, 320 
現状 値 は 2017 年 の oF 
a ee ee (kg/ 年 ) ROOD Ho HBA HERD, 27 IHRIEBEA IZ FIBER 
现状 2019 2021 | 2022 人 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) 公共 牧場 の 利用 計画 検討 ・ コ ント ラク ター の 機能 強化 文 援 > 
7,346 | 7,502 | 7,658 | 7,814 
現状 値 は 2017 年 の 値 鳥獣 害 対策 の 推進 (有害 鳥獣 捕獲 、 侵入 防止 棚 設 置 支援 な ど ) 
③ 特色 ある 農産 物 を 生か し た 6 次 産業 
化 や 集落 活動 へ の 支援 北限 の ゆず 
Ate 栽培 技術 a aes es 
. 特色 あ る 農産 物 ま の 販売 額 确立 支援 収量 向上 ・ 安 定 化 栽培 技術 普及 、 優 良 系 統 増 殖 一 > 
現状 値 2019 2020 2021 商品 開発 ラグ ビーW 杯 !M な ど イ ベン ト で の 商品 PR、 Ll 
7 700 | (2018) | (2019) | (2020) 支援 飲食 店 で の 商品 の 提供 支援 
8,000 | 8,300 | 8,600 
ae aT 甲子 柿 
現状 値 は 2017 年 の 値 定 栽培 展 ET = ad 
: . cai 培 技术 翌 優良 木 へ の 改 植 促 進 、 品 質 向上 支援 
BU RO oe pee (a ee 
商品 ・ 包 装 開 発 支援 首都 園 な ど で の 販路 拡大 支援 (販売 会 出展 等 ) ey 
付加 価値 向上 に 向け た 加工 ・ 商 品 化 の 取組 支援 > 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 


工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 





2019 2020 















・ 産 直 施 設 の 販売 額 ( 百 万 円 ) 












































2021 




















































































現状 値 | 2019 2020 2021 2022 産直 施設 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) お も て な し 機能 7 ッ 7 支援 = 
1,232 | 1,247 | 1,262 | 1,277 , 292 (接客 能力 向上 ・ 商 品 紹 介 POP・ メ ニュ ー 外 国語 表記 支援 ) 
現状 値 は 2017 年 の 値 
広域 マッ プ に よる PR, 三陸 防災 復興 Pl・ ラ ダビ ー Ly 
・ 日本 型 直 接 支払 制度 取組 数 (協定 数 ) (累计 ) | | 支援 W 杯 "な ど イ ベン ト で の 販売 促進 、 飲 食 店 で の 提供 





















現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) 集落 活動 支援 















































151 153 155 157 159 地域 資源 を 活用 し た 集落 活性 化 の 取組 支援 











現状 値 は 2017 年 の 値 


一 








地域 ビジ ョ ン 策 定 ・ 実 践 、 短 期 滞在 の 受け 入れ な ど ) 

















支払 < 








多 面 的 机 站 地域 等 直接 支 








山間 








払 な どの 適切 な 運 






































県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 


(生産 者 ・ 団 体 等 ) 
| ・ 経 営 再開 マス ター プラ ン 等 の 実践 
| ・ 栽 培 技 術 の 習得 と 経営 改善 の 実践 
| ・ 高 品質 な 農 畜 産物 の 生産 ・ 拡 大 






























































| ・ 島 獣 被害 対策 の 実施 

| ・ 新 商品 の 開発 ・ 販 路 拡大 
| ・ 活 性 化 ビ ジョ ン の 策定 ・ 実 中 
| ・ 農 村 資 源 の 維持 ・ 保 全 活動 
| (市 町 村 ) 

・ 経 営 再開 マス ター プラ ン な どの 策定 や 実践 支援 
・ 担 い 手 の 確保 ・ 育 成 支援 

| ・ 鳥 獣 被害 対策 の 実施 支援 

| ・ 機 械 ・ 施 設 導 入 の 支援 

| ・ 農 地 中 間 管理 事業 の 活用 支援 
| ・6 次 産業 化 の 実践 支援 
| ・ 日 本 型 直接 支払 制度 の 活用 支援 









































































































































【 関 連 す る 計画 】 
・ 農 業 経営 基盤 の 強化 の 促進 に 関す る 基本 方 針 





























・ 岩 手 県 農業 振興 地域 整備 基本 方 針 (計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 










































































・ 岩手 県 野菜 生産 振興 計画 ( 
° a 手 県 果樹 農業 振興 計画 ( 
・ 岩 手 県 花き 振興 計画 (計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) て 2022 年 度 ) 







































































































































































・ 岩 手 県 家畜 及び 凌 の 改良 増殖 計画 (計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 

































































(計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) ~20254F BE) 


~ 202546 HE) 


・ 岩 手 県 水田 フル 活用 ビジ ョ ン (計画 期間 平成 29 年 度 (2017 年 度 ) ~2020 年 度 ) 
・ い わ て の 美味 し い お 米 生産 ・ 販 売 戦略 (計画 期間 平成 30 年 度 (2018 年 度 ) ~2020 年 度 ) 
計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) ~2022 年 度 )) 
計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) ~2025 年 度 ) 


・ 岩 手 県 酷 農 ・ 肉 用 邊 生産 近代 化 計画 (計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) て 2025 年 度 ) 





て 2025 年 度 ) 





・ い わ て 上 農業 農村 整備 の 展開 方 向 (計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) ~20224F RE) 
・ い わ て 農業 農村 活性 化 推進 ビジ ョ ン (計画 期間 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) ~ ) 
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豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 
新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 を けん 引 


する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 





13 豊か な 森林 資源 を 生か し た 林業 ・ 木 材 産業 を 盛ん に 
mM し ます 





(基本 方 向 ) 

林業 就業 者 "及び 造林 面積 を 確保 する た め 、 意 欲 と 能力 の ある 経営 体 を 育成 する と と も に 
林 の 持つ 様々 な 機能 を 持続 的 に 発揮 させ る た め 、 低 コス ト か つ 計 画 的 な 森林 整備 に 取り 組み ま 
す 。 














また 、 豊か な 森林 資源 を 生か し た 付加 価値 の 高い 木材 産業 を 展開 する た め 、 地域 材 の 利 活 用 を 
促進 し ます 。 

地域 特性 を 生か し た 原木 しいたけ な どの 特 用 林産 物 の 生産 振興 や 販売 の 促進 な ど 、 産 地力 の 向 
上 に 取り 組み ます 。 











現状 と 課題 
沿岸 圏 城 の 林業 就業 者 は 減少 傾向 に あり 、 高 齢 化 も 進ん で いま す 。 新規 就業 を 促進 する と 

と も 就業 者 を 雇用 する 森林 組合 な どの 林業 経営 体 の 育成 が 必要 で す 。 

沿岸 圏 域 で は 森林 資源 の 利用 期 を 迎え 伐採 が 進ん で いま す が 、 将 来 の 森林 資源 確保 に 向け 
た 造林 は 減少 傾向 と な っ て いま す 。 

森林 管理 の 基盤 と な る 森林 経営 計画 の 沿岸 圏 域 に お ける 認定 率 は 県 の 平均 と 同 程度 で あり 、 
路 網 密度 ? は 、 県 の 平均 を や や 下回っ て いま す 。 

気象 災害 、 山 火事 及び 森林 病 虫 獣 害 の 発生 に よる 森林 の 被害 が 増加 し て いま す 。 
沿岸 圏 域 に は 合板 ・ 集 成 材 ・ プ レ カ ッ ト な どの 大 型 木材 加工 施設 が 立地 し て いま す 。 一 方 
で 、 復 興 の 進展 及び 少子 高齢 化 の 進行 な ど に より 住宅 着工 戸数 は 減少 し 、 木 材 需 要 が 鈍化 す 
る と 予測 され て いま す 。 

沿岸 圏 域 は 森林 面積 の 55% を 広葉 樹 が 占め て いま す が 、 そ の 用 途 は 主 に 製紙 用 チッ プ と な 
っ て いま す 。 

沿岸 圏 域 及び 隣接 する 圏 域 に 、 大 型 バ イオ マス 発電 施設 や 木質 バイ オマ ス 利 用 施設 が 稼働 
し て いま す 。 

原木 電 し いた け の 生産 が 再開 され 、 市 場 価格 は 東日本 大 震 災 津波 の 発 災 前 と ほぼ 同 水 準 に 
回 復 し て いま す が 、 沿 岸 圏 域 南 部 の 市 町 で は 、 原 子 力 発電 所 事 履 の 影響 に より 起 地 栽培 原木 
し いた け な ど に 国 の 出荷 制限 指示 が 継続 し て いま す 。 

沿岸 圏 域 の 特産 物 で ある 畑 わ さび は 、 関 係 業 者 か ら の 引き 合い が 高まっ て いま す 。 ま た 、 
高 次 加工 施設 が 整備 され て いま す 。 








人 +E 








































































































! 林业 就 业者 数 : 1 年 間 に お いて 造林 ・ 保 育 、 木 材 生産 等 の 森林 施業 に 60 日 以上 従事 
? 路 网 密度 : 森林 内 に 開設 され た 公道 、 林 道 、 作 業 道 等 の 路 網 の 単位 面積 当たり の 延 ] 











ha で 表す ) 
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eit 
> a 
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県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 


林業 技能 者 * の 確保 ・ 養 成 や 林業 就業 者 の 技能 の 向上 な ど 、 地 域 に お ける 人 材 育成 の 取組 を 

















森林 の 持つ 様々 な 機能 や 林業 に つい て 、 地 域 住民 な どの 理解 を 醸成 する た め 、 林 業 経営 体 
な ど が 行う 情報 発信 や 、 小 中 高生 に 対す る 森林 ・ 林 業 体験 教育 活動 を 支援 し ます 。 
将来 に わた る 一 定 の 木材 資源 を 確保 する た め 、 一 貫 作 業 シ ステ ム * な どの 低 コ スト 人 造林 * の 














低 コ スト な 林業 を 進め 、 持 続 的 な 森林 経営 を 促進 する た め 、 森 林 経 営 計画 の 作成 に よる 施 
業 の 集約 化 "、 林 道 な どの 開設 及び 情報 通信 技術 (ICT) を 活用 し た 森林 調査 な どの 取組 を 
















































































管理 が 不 十 分 な 森林 や 治山 施設 の 整備 、 森 林 病 














虫 獣 害 対策 へ の 支援 を 進め る と と も に 、 新 た な 森林 経営 管理 制度 ' に よる 森林 の 適切 な 管理 を 





























木材 利用 を 一 層 進 め る た め 、 市 町 村 や 民間 事業 者 に 対 し 、 住 宅 以外 の 建築 物 な ど へ の 木材 


















































地域 材 の 品質 向上 の た め 、C LT* の 製造 や 乾燥 製材 品 な どの JAS 取 得 に 必要 な 技術 指導 


























地域 材 の 更 な る 利用 拡大 を 図る た め 、 県 内 外 の 市 場 な ど へ の PR や 地域 の 森林 ・ 木 材 流 通 




































































































































































































































































広葉 樹 の 更 な る 用 途 拡大 の た め 、 製 紙 用 チッ プ 向 け の ほか 建材 や 家具 な どの 製品 開発 の 


























原木 し いた け の 産地 再生 の た め 、 技 術 力 が 高く 意欲 の ある 担い 手 の 育成 や 消費 者 向け の P 
































木 し いた け な ど の 出荷 制限 解除 の た め 、 放 射 性 物質 検査 を 継続 する と と も に 、 生 産 環境 


























わさび へ の ニー ズ に 対応 で きる 生産 体制 の 確立 に 向け て 、 生 産 規模 の 拡大 な ど 産 地力 向 
上 に 向け た 取組 を 支援 し ます 。 ま た 、 タ ケ ノ コ な ど そ の 他 特 用 林産 物 の 生産 振興 を 支援 し ま 

















士 研修 修了 者 、 フ ォ レ スト マネ ー ジ ャ な ど ) 。 
伐採 か ら 植 末 に 向け た 林地 の 整理 まで を 一 連 の 作業 と し て 効率 














造林 : 造林 コス ト の 縮減 の た め 林 野 庁 等 で 実証 ・ 普 及 を 進め て いる 造林 方 法 。 導入 する 主 な 技術 と し て 、 一 貫 作 業 シ ス 





① 意欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 の 育成 と 計画 的 な 森林 整備 
支援 し 、 意 欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 の 育成 を 図り ます 。 
取組 を 支援 し ます 。 
支援 し ます 。 
森林 の 持つ 様々 な 機能 を 発揮 させ る た め 、 
支援 し ます 。 
② 地域 材 利 活 用 の 促進 
利用 に 関す る 新た な 技術 情報 の 提供 を 行い ます 。 
な ど を 促進 し ます 。 
団体 が 進め る 森林 認証 の 取得 ・ 活 用 に 向け た 取組 を 支援 し ます 。 
取組 を 促進 し ます 。 
木質 バイ オマ ス 関 連 施設 へ 未 利用 間伐 材 な 
と も に 、 木質 バイ オマ スコ ー デ ィ ネ ー タ ー の 
支援 し ます 。 
③ 特 用 林産 物 の 産地 力 向 上 
R 活 動 な どの 取組 を 支援 し ます 。 
原 
の 整備 や 適切 な 栽培 管理 の 指導 、 安 全 な 原木 確保 に 向け た 取組 を 行い ます 。 
烟 
す 。 
3 林業 技能 者 : 林業 に 必要 な 知識 と 技術 を 身 に つけ た 者 (林業 作 
! 一 貫 作 業 シ ステ ム : 伐採 に 使う 高 性 能 林 業 機械 な ど を 利用 し て 、 
的 に 行い 、 造 林 コ スト の 縮減 を 図る 作業 体系 の こと 。 
5 低 コ ス 
テム 、 下 刈り 回 数 削減 な ど 。 
5 施業 の 集約 化 : 森林 を 育成 する た め に 行う 造林 、 下 刈り 、 











数 の 所 有 者 の 森林 を 取り まとめ る こと 。 
7 新た な 森林 経営 管理 制度 : 適切 な 経営 管理 が 行わ れ て いな い 森 林 (手入れ 不足 、 所 有 者 不明 、 境 界 不明 確 な ど ) に つい て 市 町 村 


が 仲介 役 と な っ て 、 森 林 所 有 者 と 林業 経営 者 を つなぐ シス テム を 構築 し 、 森 林 の 適切 な 管理 を 進め る 制度 。 平成 30 年 (2018 年 ) 
に 成立 し た 「 森 林 経 営 管理 法 」 に 基づき 、2019 年 4 月 か ら 施 1 





5 月 


8 CLT : Cross Laminated Timber の 略称 で 、 ひ き 板 (ラミ ナ ) を 
建築 の 構造 材 の 他 、 土 木 用 材 、 家 具 な ど に も 使用 。 
林産 物 : きのこ 類 、 山 菜 類 、 木 炭 な ど 、 森 林原 野 に お いて 3 


， 特 






















































































間伐 な どの 作業 や 森林 作業 路 の 開設 を 効率 的 に 行う た め 、 隣 接する 複 


























To 














べた 後 、 繊 維 方 向 が 直交 する よう に 積層 接着 し た 木質 系 材料 。 








E 産 され る 産物 で 、 木 材 を 除く も の の 総称 。 
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工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 



























































































































































































































































































































































員 が 取り 組む 具体 的 な 推 : 
県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 ~2018 2019 2020 2021 2022 
① 意欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 の 育成 
eee 林業 技能 者 の 確保 ・ 義 成 ー テ 
・ 林 業 技能 者 数 (人 ) [累計 ] 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 進 備 、 、 5 
9 9 一 意欲 と 能 業 経営 体 の 育 > 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) 間 意欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 の 育成 
115 123 131 139 147 
現状 値 は 2017 年 の 値 
・ 造 林 面 積 (ha) 林業 経営 体 な ど が 行う 情報 発信 ・ 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 小 中 高 生 に 対す る 森林 ・ 林 業 体験 教育 活動 へ の 支援 
(2017) | (2018) | (2019) | (2020) 
107 114 123 131 140 低 コ スト 造林 の 取組 支援 
現状 値 は 2016 年 の 値 = ー 
MER + 造林 一 贯 作业 水 又 过 人 中 普及， FEE 
. 林道 の 整備 延長 (km) [累计 ] pare > 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 2022 
(2018) | (2019) | (2020) | (2021) 林業 経営 体 の 施業 集約 化 な ど に 対す る 支援 
1,390 | 1,393 | 1,396 | 1,400 | 1,404 
現状 値 は 2017 年 の 値 林道 ・ 森 林 作 業 道 整 備 に 対す る 支援 
森林 経営 - 
管理 制度 森林 経営 管理 制度 に よる 
ue 森林 の 適切 な 管理 の 実行 支援 
用 
地域 材 利 活用 の 促進 
ve ‘ 共 施 設 な どの 木造 化 に 向け た 情報 提供 
* 治 岸 让 域 圈 素 材 生 产量 - 
现状 值 | 2019 | 2020 Le 木材 加工 ・ 製 材 に お ける 技術 導入 、 品 質 向上 な ど に 向け 
(2017) | (2018) た 取組 支援 (CLT、JAS 取得 等 技术 支援 ) 
332 333 334 
人 ane 地域 木材 の PR・ 販 売 促進 支援 
広葉 樹 の 用 途 拡 大 に 向け た 製品 開発 な どの 取組 支援 
木質 バイ オマ スコ ー デ ィ ネ ー タ ー の 派遣 に よる 
木質 バイ オマ ス 利 用 施設 の 設置 支援 
③ 特 用 林産 物 の 産地 力 向 上 











目標 
BL 

















eral 
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现状 值 
・ わ さび 生産 量 























現状 値 
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消費 者 向け の PR 活 

















動 支援 











原木 し いた け 生 産 の 担い 手 の 技 術 力 向上 

















栽培 管 





E の 役 底 な ど 、 出 





荷 制限 解 


除 に 向け た 取組 支援 











畑 わ さび 
高 次 加 工 


施設 整備 











現状 値 は 2016 4 











支援 























畑 わ さび の 生産 振興 


こ 向 けた 取組 支援 
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虹 以 外 主体 != 期 待机 8 行动 
| (森林 所 有 者 、 企 業 、 事 業者 な ど ) 
・ 所 有 森 林 の 管理 、 経 党 
・ 森 林 ・ 林 業 の 理解 醸成 に 向け た 取組 の 実施 
・ 森 林 経 営 計画 の 作成 
・ 就 労 条 件 の 改善 、 林 業 就 業者 の 確保 、 林 業 技能 者 の 育成 
・ 森 林 施 業 の 集約 化 、 森 林 整 備 の 実施 
・ 松 くい 虫 、 ナ ラ 枯 れ 被 害 対策 に 係る 樹種 転換 、 広 葉 樹 の 若返り の 実施 
・ 木 材 製品 の 品質 向上 と 安定 供給 
・ 地 域内 連携 に よる 地域 材 流通 
・ 特 用 林産 物 の 品質 向上 
・ 特 用 林産 物 の 安全 ・ 安 心 の 確保 
市 町 村 ) 
・ 市 町 村 森 林 整 備 計画 の 策定 ・ 実 行 
Be 
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・ 森 林 ・ 林 業 の 理解 醸成 に 向け た 情報 発信 
・ 森 林 経 営 計 画 の 認定 
・ 森 林 環 境 譲与 税 の 活用 に よる 新た な 森林 管理 制度 の 実行 
・ 松 くい 虫 、 ナ ラ 枯 れ 被 害 対策 の 実施 

・ 地 域 材 の 利 活用 の 推進 
・ 路 網 の 整備 ・ 維 持 管理 
・ 特 用 林産 物 の 生産 振興 































































































【 関 連 す る 計画 】 
・ 森 林 資 源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン (計画 期間 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) ~20194F BE) 
・ 林 道 整 備 事業 中 期 実施 計画 (第 4 期 ) 

































































|e 
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(計画 期間 成 31 年 度 (2019 年 度 ) て 2022 年 度 ) 
実施 の 促進 に 関す る 基本 方 針 


(計画 期間 平成 25 年 度 (2013 年 度 ) ~2020 年 度 ) 
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・ 治 山 事業 四 箇 年 実施 計画 (第 3 期 ) 











(計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) て 2022 年 度 ) 
・ い わ て 木質 バイ オマ スエ ネル ギー 利用 展開 指針 
(計画 期間 平成 31 年 度 (2019 年 度 ) 2022 年 度 ) 
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豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 
新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 を けん 引 


する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 





BM 14 多様 な 資源 と 新た な 交通 ネツ ットワーク を 生か し た 観 
a 光 産 業 を 盛ん に し ます 





(基本 方 向 ) 
地域 資源 の 活用 や や 観光 客 受 入 態勢 の 強化 な ど 、 復 興 の 先 を 見 据え た 魅力 あふ れる 観光 地域 づく 
り を 進め ます 。 
また 、 三 陸 防 災 復 興 プ ロジ ェクト 2019 や ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 、 東 京 2020 オ 


























リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 な どの 好機 や 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 国内 外 か 
ら の 診 客 を 促進 する と と も に 、 三 陸 の 上 魅力 と 旅行 に 必要 な 現地 情報 な どの 情報 発信 や イン バウ ン 
ド も 視野 に 入れ た 広域 観光 ルー ト づ くり な ど に より 、 沿 岸 圏 域 の 観光 力 を 強化 し 、 観光 産業 の 振 























興 を 図り ます 。 








現状 と 課題 

平成 29 年 (2017 年 ) の 沿岸 圏 域 の 観光 入 込 客数 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 発 災 前 の 平成 22 年 

(2010 年 ) の 約 7 割 と な っ て いま す 。 

また 、 三 陸 を 訪れ る 観光 客 は 県 内 ・ 隣 県 か ら 、 ま た 、 日 帰り が 共に 約 8 割 を 占め る 一 方 で 、 
回 以上 来訪 する リピ ー タ ー が 約 7 割 と な っ て いま す 。 
観光 客 の ニー ズ は 、 シ ョ ッ ピ ング な どの 「 モ ノ 消 費 」 か ら 体験 型 和 観光 な ど を 楽し む 「 ユ ト 消 
費 」 に 変化 する な ど 多 様 化 し て お り 、 よ り 多 く の 和 観光 客 を 沿岸 圏 城 に 呼び 込む た め に は 、 世 界 
遺産 の 橋 野 鉄鉱 山 や 三陸 ジオ パー ク を は じ め 、 治 岸 圏 域 の 暮らし や 自然 、 歴 史 、 文 化 な どの 地 
域 特 性 を 生か し 、 国 内 外 の 観光 客 ニ ー ズ に 合わ せ た 上 魅力 的 な 観光 地域 づく り が 必要 で す 。 
特に 、 復 興 の シン ボル と し て 高い 知名 度 を 持つ 三陸 鉄道 は 、 観 光 資源 と し て 大 き な 上 魅力 を 持 
っ て お り 、 そ の 活用 を 更に 図っ て いく 必要 が あり ます 。 

また 、 和 観光 情報 の 入手 方 法 が 多様 化し て お り 、 こ れ に 対応 し た きめ 細か い 情 報 発信 が 求め ら 
れ て いま す 。 

復興 道路 な どの 高速 道路 網 の 延伸 に より 、 治 岸 各 都 市 間 や 内 陸 と の 移動 時 間 が 大 幅 に 短縮 さ 
れる こと に 加え 、 宮 古 ・ 室 隊 フ ェ リ ー の 就航 や 国内 及び 外 航 クル ー ズ の 増加 、 い わ て 花巻 空港 
の 国際 航空 路線 の 拡 去 に より 、 沿 岸 圏 域 が 他 地域 と 結び つき が 強まり 、 交 流 人 口 が 拡大 する チ 
ャ ンス を 迎え て いま す 。 

特に 、 本 県 初 の フェ リー 航路 で 結ば れ た 北海 道 に つい て は 、 平 成 29 年 (2017 年 ) 6 月 に 、 
沿岸 広域 振興 局 と 北海 道 胆振 総合 振興 局 と の 間 で 連携 協定 を 結び 、 交 流 を 進め て いま す 。 

本 県 の 訪日 外国 人 観光 客 が 増加 する 中 、 沿 岸 圏 域 の 訪日 外国 人 観光 客 入 込 数 は 、 平 成 29 年 
(2017 年 ) で は 県 全体 の 3.3%% に と ど ま っ て いま す 。 












































小 














































































































64 


=F, 
aU 


三 際 防 災 復 興 
ッ ク 








HB プロ ジェ クト 2019、 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 20190%S 
・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 な どの 大 型 イ ベン ト を 契機 と し て 、 国 内 観光 客 の みな 
ら ず 多く の 外国 人 観光 客 が 訪れ る こと が 期待 され て いま 





県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 
① 地域 資源 と 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 観光 地域 づく り の 推進 


地域 が 一 体 と な っ て 旅行 者 を 受け 入れ る 観光 地域 づく り を 搬 














ター と 連 


商品 」 
三陸 
強化 促 
dg 








= pet 








連携 し な が ら 、 地 域 資 源 の 活 
の 開発 ヨ 




















進 協議 会 の 








の 活動 な ど を 通じ 、 


活 

















くく sa 
Dee 











th tak 0D RAR? 


E 体 と な る 地域 DMO 


か ら の 復興 な ど 


用 や 掘り 
の 


起こ 








組 や 県 と 


三陸 鉄 





設立 と 活動 を 支援 し ま 
防災 復興 プロ ジェ クト 2019 で の 取 














開催 、 





東京 2020 














す 。 





E 進 する た め 、 三 陸 DMO! セ ン 
し 、 磨き 上 げ を 行う と と も に 、「 売 れる 観光 
す 。 

沿線 市 町 村 な ど で 構 成す る 岩手 県 三陸 鉄道 






































道 を 利 














= 


1 し た 企画 列車 や 旅行 商品 の 造成 を 支援 し 











起 





沿岸 地域 に 





ちと 共有 する た め 、 ジ オツ ー リ ズム を 推進 し ます 。 


aE 《 


人 

















fe KIB 


EEE 


復興 道 





構 を 活用 し た 復興 ツー リズ 
ます 。 
路 や 一 貫 運行 され る 三 





3 

















港 の 








El PRES 














© 
発信 力 の 


沿岸 





ノレ ドカ 
ト 
連携 し 、 


ベン 

















旅行 会 社 





促進 し 


国内 外 か ら の 観光 客 受 入 態勢 の 強化 を 


圏 域 へ の 宿 潤 


強化 や 受入 態勢 の 充実 
者 数 の 増加 を 























ae 











お ける 生き 方 を 次 





世代 や 他 の 地域 の 人 た 











AR, 又 本 


陸 鉄 道 「 リ アス 線 」、 
便 な どの 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 広域 観光 の 取組 を 推進 し ます 。 
三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 や ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 を 契機 と し た 情報 





る た め 、 





区 
ッ プ 2019™2E ABA, HAR 20 





に よる 誘客 の 好機 を 生か し 、 市 町 村 や 関係 団体 、 


旅行 商品 造成 を 支援 し ます 。 








まず す 。 


20 オリ ン ピ ッ 





な ど へ の プロ モー ショ ン や SNS な ど 多 様 な 機会 や ヨ 


現地 情報 を いつ で も 、 ど こ で も 入手 し や すい 形 で 分 か りや すく 発信 し 





図る た め 





ツ 資 源 を 活用 し た スポ ー ツ ツー リズ ム な ど 


口 














室 


宮古 ・ 当 








蘭 フ ェ リ ー 航 路 や いわ て 花巻 空 





三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 や ラグ ビー ワー 


ク ・ パ パラリンピック 競 枝 大 会 な どの 大 型 イ 


三陸 DMO セ ンタ ー、 地 域 DMO と 








E 段 を 活用 し 、 旅 行 に 必要 な 
、 国 内 外 か ら の 誘客 を 








ビン 上 = 


传 J 





、 和 宿泊 施設 や 商店 街 な ど に 





お ける 顧客 サー 























En ee ORE ee 


③ 











を 推進 
特 ! 
モー シ 

訪 


Sesn. 
F コ ロロ 








一 








化 


ー ュ 


日 外国 人 観光 客 の 円 消 な 移 還 




















誘客 を 促進 する た め 、 


ト づ くり を 進 


pus 

















し ます 。 


























県 内 陸地 域 
め る と と も に 








胆振 総合 振興 局 と の 連携 
ョ ン を 展開 し ます 。 











助 と 





を 進め る と と も に 、 宿 泊 施 























1 DMO : Destination Management/Marketing Organization の 略 。 観 光 地 域 づ くり 推進 組織 。 戦 略 策定 、 各 租 
施し て 観光 地 経営 を 担う 。 
治 体 で ある 単独 市 町 村 の 


グ 、 商 品 造 成 、 
: 原則 と し て 、 基 礎 
より 観光 地域 づく り を 行う 組織 。 


2 地域 DMO 
を 行う こと に 





プロ モー ショ ン 等 を 一 体 的 に 実 





























協定 を 締結 し た 北海 道 を は じ め 、 国 内 外 に 向 





快適 な 滞在 を 


AR CRE PA 


内 陸地 域 や 東北 ・ 北 海道 と 三陸 地域 を 結び 、 外 国人 観光 客 も 視野 に 入れ た 広域 観光 の 推進 
国内 外 か ら の 
一 体 的 な 広域 観光 ルー I 

















は も と より 東北 各 県 や 北海 道 等 と 連携 し 、 
、 様 々 な メデ ィ ア を 組み 合わ せ た 情 報 発信 








け て 観光 プロ 


図る た め 、 案 内 板 や ウェ ブサ イト な どの 多 


店 街 な どの 多 言語 化 や キャ ッシュ レス 化 を 
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調査 、 マ ー ケ ティ ン 


区 域 を 一 体 と し た 観光 地域 と し て 、 マ ー ケ ティ ング や マネ ジメント 等 





県 が 取 り 組む 具体 的 な 推進 方 策 工程 表 ( 4 年間 を 中 心 と し た 取組 ) 
















































































































































































~2018 2019 2020 2021 2022 
① 地域 資源 と 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生 
か し た 観光 地域 づく り の 推進 
標 
・ 県 ・ 三 陸 DMO セ ンタ ー が 提案 し た 旅行 商品 の 三陸 DMO セン ター と 連携 し た 観光 地域 づく り 
代行 数 ー 三陸 鉄道 を 活用 し た 商品 造成 の 企画 >» 
( 件 ) 【累计 ] 
现状 值 | 2019 2020 2021 2022 ジオ ツー リズ ム ・ 復 興 ツ ー リ ズム な ど 多 様 な 
Vp Je FA < 商品 造成 企画 
3 7 10 13 16 コン テン ツ を 活用 し た 商品 造成 の 企画 
現状 値 は 2017 年 の 値 
・ 三 陸 鉄 道 観光 利用 者 数 ーー 
tal 設 ゝ 活 重 器 
CK) _ 地域 DMO の 設立 と 活動 支援 Lp 











现状 值 | 2019 2020 2021 2022 





39, 773 59, 839 58, 305 66, 545 75, 861 
現状 値 は 2017 年 の 値 
































一 地域 DMO 間 の 連携 支援 Lp 




















・ 三 陸地 域 の 観光 消費 額 



































新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 
広域 観光 の 取組 推進 Lp 
仙台 圏 と の 連携 強化 

















現状 値 | 2019 2020 2021 2022 






































415 429 437 444 451 
現状 値 は 2017 年 の 値 












































② 三陸 防災 復興 プロ ジェ クト 2019 や ラグ ビ 
ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019" 釜 石 開催 を 契機 と し 





大 型 イ ベン ト 























た 情報 発信 力 の 強化 や 受入 能勢 の 充実 | one en 
標 し た 旅行 商品 
・ 和 観光 ポー タル サイ ト 年 間 ア クセ ス 数 造成 へ の 支援 








回 ) 





-O+ONT TH GO UBS) 
| 








现状 值 | 2019 2020 2021 





旅行 会 社 な ど へ の プロ モー ショ ン の 




































































— と 2 > 
一 40, 000 | 48, 000 | 57, 600 強化 ・ 展 開 
現状 値 は 2017 年 の 
| !「 CT や SNS な ど を 活用 し た 現地 情 | 
・ キ ャ ッシュ レス 決済 導入 支援 数 UF 報 の 発信 に よる 旅行 者 の 利便 性 向上 









































(件 





現状 値 | 2019 2020 2021 











宿泊 施設 な どの 受入 能勢 強化 支援 
| (原種 サー ビス 向上 支援 、 キ ャ ッシュ 
レス 決済 導入 支援 





























ー 100 150 200 
現状 値 は 2017 年 の 値 























③ 内 陸地 域 や 東北 ・ 北 海道 と 三陸 地域 を 結 
び 、 外 国人 観光 客 も 視野 に 入れ た 広域 観光 の 
推進 


ii 


时 


. 北海 道 胆振 広域 連携 プロ モー ショ ン 取 組 数 | 

















陸地 域 や 東北 各 県 ・ 北 海道 と 
携 し た 広域 的 な 観光 誘客 の 展開 
国内 外 の 観光 客 を 対象 と し た 広域 
的 観光 ルー ト づ くり 














fat St 















































(回 ) 【累计 ] 
现状 值 | 2019 2021 2022 


(RES INABZ GO AON UE 过 到 三 一 局 一 FS 




































































3 6 12 15 Sess me 
ie 北海 道 や 東北 各 県 な ど と 連携 し た 
现 ; 値 は 2017 年 の | 広域 観光 プロ モー ショ ン の E 開 
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工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 



























































































































































2019 2020 2021 2022 
Toe a 国人 観光 客 延べ 宿泊 者 数 [再 所 
(万 人 i a gga = 
現状 信 ac me ae 北海 道 胆振 地域 と の 連携 に よる 観光 誘客 pt 
0.7 6 1.2 1.4 1.6 

現状 値 は 2017 有 有 様々 な メデ ィ ア を 訪日 外国 人 旅 
一 組合 わせ た 情報 発信 トー 行者 の ニー ズ Py 

・ 観 光 ポ ー タ ル 英語 ) 年 間 に 合わ せ た 情 
観光 ポー タル サイ ト (英語 ) 年 間 WEB 情報 な どの | | 報 発信 の 充実 | 





























多 言語 化 








現状 値 | 2019 2020 2021 
ー 4,000 | 4,800 | 5,700 キャ ッシュ レス 決済 導入 支援 L_ 






































現状 値 は 2017 年 の 値 





























県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
| (商工 団体 、 観 光 事業 者 等) | 
・ 新 し い 交 通 ネ ットワーク の 利 活用 
| ・ 観 光 振興 に よる 地域 経済 の 活性 化 

| ・ 大 型 イ ベン ト に よる 誘客 好機 を 活か し た 観光 客 受入 態勢 強化 
| (市 町 村 、 観 光 協 会 、 地 域 DMO) 

一 地域 DMO の 設立 

| ・ 地 域 の 特性 を 活か し た 観光 地域 づく り 

| ・ 魅 力 的 な 旅行 商品 の 造成 
・ 地 域 の 観光 事業 者 や 住民 と の 緊密 な 連携 に よる 観光 施策 の 推進 
・ 観 光 施策 を 推進 する 人 材 の 育成 























































































































【 関 連 す る 計画 】 
・ み ちの く 岩 手 観光 立 県 基本 計画 (計画 期間 2019 年 度 ~2023 年 度 ) 
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豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 
新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 地域 経済 を けん 引 


する 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 


15 整備 が 進む 社会 基盤 を 産業 振興 に 生か し ます 











(基本 方 向 ) 
物流 の 効率 化 な ど 生 産 性 の 向上 と 産業 振興 に 資す る 道路 整備 や 港湾 施設 の 機能 拡充 を 進め 、 そ 








の 利用 促進 に 取り 組み ます 。 


また 、 新 た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し た 広域 観光 や 外国 人 観光 客 の 受入 れ を 視野 に 入れ た 社 
会 資本 の 整備 、 利 活用 を 進め ます 。 









































現状 と 課題 

平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 未 に は 東北 横断 自動 車道 釜石 秋田 線 が 全線 開通 する な ど 、 内 陸 と 
沿岸 を 結ぶ 高 規格 道路 等 の 整備 が 進展 し て いま す 。 

復興 道路 な どの 整備 の 進展 に より 沿岸 圏 域 と より 広域 の 地域 を 結ぶ 交通 体系 が 整備 され 、 
利便 性 が 向上 する こと に より 交流 人 口 の 拡大 が 期待 され て いま す 。 

三陸 防災 復興 アプ ロジ ェクト 2019 や ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" 釜 石 開催 な どの 大 型 イ ベン 
ト を 契機 と し て 、 国 内 外 か ら 多 く の 和 観光 客 が 訪れ る こと が 期待 され て いま す 。 

復興 道路 な どの 整備 の 進展 、 釜 石 浴 の ガン トリ ー ク レー ン の 供用 開始 (平成 29 年 (2017 年 ) 
9 月 ) や 外 劉 定期 コン テ ナ 航 路 の 開設 (平成 29 年 (2017 年 ) 11 月 ) な ど 、 沿 岸 圏 域 を 取り 巻 
< 物流 機能 が 大 きく 進展 し た こと に より 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) の 沿岸 圏 域 の 港湾 取扱 貨 
物量 は 、 東 日 本 大 震 災 の 発 災 前 と 比べ て 約 105% に 増加 し て いま す 。 

平成 30 年 (2018 年 ) 6 月 に 宮古 港 と 室蘭 港 を 結ぶ 定期 フェ リー 航路 が 開設 し 、 北 海道 や 首 
都 圏 と 本 県 を 結ぶ 観光 ・ 物 流 の 拠点 と し て 宮古 港 の 役割 が 期待 され て いま す 。 

本 県 が 建設 候補 地 と し て 選定 され て いる 国際 リニア コラ イダ ー (ILC) の 県 内 誘致 が 実 
現し た 際 は 、 大 型 部 品 の 陸揚げ 等 の 物流 拠点 と し て 県 内 港湾 の 活用 が 期待 され て いま す 。 
沿岸 圏 城 の クル ー ズ 船 の 寄港 回 数 は 、 平 成 29 年 (2017 年 ) は 7 回 、 平 成 30 年 (2018 年 ) は 
11 回 と な っ て いま す 。 
また 、 本 県 初 と な る 10 万 トン を 超え る クル ー ズ 船 が 寄港 する な ど 、 本 県 港湾 へ の クル ー ズ 
船 寄港 の 動き が 活発 化し て いま す 。 
























































































































































県 が 取り 組む 具体 的 な 推進 方 策 (工程 表 ) 

① 新た な 交通 ネッ トワ ー ク に よる 産業 競争 力 の 強化 

沿岸 圏 城 の 産業 競争 力 を 強化 する た め 、 内 陸 部 と 港湾 を 結ぶ 道路 、 港 湾 な どの 物流 拠点 か 
ら 復興 道路 等 へ の アク セス 道路 な ど 、 物 流 の 基盤 と な る 道路 整備 の 推進 と 活用 を 図り ます 。 
観光 客 の 利便 性 向上 を 図る た め 、 主 要 な 観光 地 を 結ぶ 道路 の あい 路 区 間 を 解消 する な ど 、 








1 ILC : International Linear Collider (国際 リニア コラ イダ ー) OWS, 4A 20 て 50km の 地下 トン ネル に 建設 され る 、 電 子 と 
陽電子 を 加速 、 衝 突 さ せ 質 基 の 起源 や 時 空 構造 、 宇 宙 誕 生 の 謎 の 解明 を 目指 す 大 規模 施設 。 
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観光 地 へ の アク セス 性 を 向上 する 道路 整備 の 推進 と 活用 を 図り ます 。 
今後 、 増 加 が 見 込ま れる 外国 人 観光 客 の 円 滑 な 受入 れ に 向け て 、 道 路 案 内 標識 な ど へ の ナ 
ン バ リ ング SS 外国 語 表記 を 推進 し ます 。 
② 物流 の 高度 化 に 向け た 港湾 機能 の 強化 と ポー ト セ ー ル ス * の 推進 
物流 の 高度 化 に 向け た 環境 整備 を 図る た め 、 安 全 性 を 向上 させ る 防波堤 整備 や 、 利 便 性 を 
向上 させ る 夜間 照明 設備 の 整備 な ど 、 港 湾 施 設 の 機能 を 拡充 し ます 。 
・ 浴 湾 の 利 活用 促進 を 図る た め 、 関 係 市 町 と 連携 し 、 荷 主 企業 な ど へ の ポー ト セ ー ル ス を 推 
進 し ます 。 
宮古 ・ 室 隊 フ ェ リ ー 航 路 の 貨物 利用 の 促進 や 観光 客 の 誘致 を 図る た め 、 関 係 市 町 村 と 連携 
し た 和 荷主 企業 や 旅行 会 社 な ど へ の ポー ト セ ー ル ス を 推進 し ます 。 
东北 I LC 推進 協議 会 が 策定 し た I LC 東北 マス ター プラ ン を 踏ま る た 大 型 部 品 の 陸揚げ 
等 の 物流 拠点 と し て 県 内 港湾 の 活用 を 図る た め 、 関 係 団体 へ の ポー ト セ ー ル ス を 推進 し ます 。 
国内 外 か ら の クル ー ズ 船 の 寄港 拡大 を 図る た め 、 関 係 市 町 村 と 連携 し た クル ー ズ 船 社 へ の 
ポー ト セ ー ル ス を 推進 し ます 。 



























































































































































































































































? ナン バリ ング : 全て の 道路 利用 者 に 分 か りや すい 道 案内 を 実現 する た め 、 各 路線 に 一 定 の ルー ル に 基づく 番号 を 付与 し 、 案 内 標 
識 等 に 標示 する こと 。 

3 ポー ト セ ー ル ス : 港湾 管理 者 や 地元 自治 体 等 が 船 社 や 荷主 等 に 当該 港湾 を 利用 する メリ ッ ト を 説明 し 、 船 舶 や 貨物 を 誘致 する こ 
と 。 併 せ て 港湾 利用 者 の ニー ズ を 把握 し 、 施 設 整 備 や 管理 運営 の 改善 に 反映 させ る こと 。 
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mide Q re 工程 表 (4 年 間 を 中 心 と し た 取組 ) 
県 が 取り 組む 基体 的 な 推進 方 策 ~2018 2019 2020 2021 2022 
① 新た な 交通 ネッ トワ ー ク に よる 産業 
競争 力 の 強化 
H 標 物流 の 基盤 と な る 道路 整備 の 推進 
・ 物 流 を 支援 する 道路 の 整備 延長 NB a 
(2019 年 度 て 2022 年 度 計画 延長 6.7km) 計画 路線 の 整備 
(km) 【累计 ] 道路 整備 調査 ・ 事 業 化 検討 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 
ー 0.0 0.0 2.6 6.7 






































bi 




















・ 観 光 地 へ の アク セス 道路 の 整備 延 


| 











観光 地 へ の アク セス 性 を 向上 する 道路 整備 の 推進 




































































(2019 年 度 て 2022 年 度 計画 延長 4.2km) 
(km) 【累计 ] - 
計画 路線 の 整備 
現状 値 | 2019 2020 2021 2022 「 画 路線 の 整備 
= 0.5 0.5 3. 1 4.2 道路 整備 調査 ・ 事 業 化 検討 









































・ 高 規格 幹線 道路 と 接続 する 県 管理 道路 の ナン 
ミリ ング 整備 TC = : 

Ba 高 規格 幹線 道路 の 出入 口 を 
案内 する 標識 な どの 路線 番 

号 (ナン バリ ング ) > 






































箇所 ) [累計 ] 











J 























































































































































































































現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
0 7 11 11 11 = 
現状 値 は 2017 年 の 値 
ーー oe 道路 案内 標識 な どの 外国 語 表 記 の 推進 > 
・ 観 光 客 延べ 宿泊 者 数 (万 人 泊 ) [再掲 ] 
現状 値 | 2019 | 2020 | 2021 | 2022 
77.0 | 79.0 | 79.2 | 79.4 | 79.6 
: 産業 ・ 観 光 へ の 道路 利 活用 > 
現状 値 は 2017 年 の 値 
② 物流 の 高度 化 に 向け た 港湾 機能 の 強 
安全 性 や 利便 性 を 向上 きせ る 港湾 施設 の 機能 拡充 。 > 





化 と ポー ト セ ー ル ス の 推進 



































ここ 荷主 企 業 な ど へ の ボ ポート セ 


目標 

・ コ ン テ ナ 貨物 取扱 数 (実入り ) (TEU*) 

現状 値 | 2019 2020 2021 2022 

4,263 | 9,900 | 13,300 | 18,000 | 24, 300 
Sa: 室 兰 了 工 一 D 利 用 促进 


現状 値 は 2017 年 の 値 
利用 促進 協議 会 事業 の 展開 し と 










































































































































































・ ク ルー ズ 船 寄港 数 
復興 道路 等 全 通 に 向け て の PR 強化 

















現状 値 | 2019 


7 12 13 
現状 値 は 2017 年 の 値 関係 市 町 村 と 連携 























た クル ー ズ 船 社 へ の ポー ト セ ー ル ス と 





ご 















































4 TEU : Twenty-foot Equivalent Unit。 コ ン テ ナ 船 の 積載 能力 や コン テ ナ タ ー ミ ナル の 貨物 取扱 数 な ど を 示す た め の 
貨物 容量 の お お よそ を 表す 単位 、 サ イズ が 標準 化 さ れ た IS0 規格 の コ ユ コンテナ の うち 20 フィ ー ト ( 約 6.1m) コン テ ナ 
1 個 分 を 1TEU と する 。 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 行動 
| (企業 ・ 県 民 等 ) 

| ・ 効 率 的 な 物流 促進 の た め の 道路 や 港湾 の 活用 

| ・ 観 光 ・ 物 流 に お ける 宮古 ・ 室 蘭 フ ェ リー 航路 の 活用 
| ( 国 ) 

| ・ 復 興 道路 な どの 高 規格 道路 の 整備 

・ 宮 古 港 竜神 崎 防波堤 の 整備 

























































































・ 県 と 連携 し た ポー ト セ ー ル ス の 展開 





【 関 連 す る 計画 】 
・ 岩 手 県 港湾 利用 促進 プラ ン (計画 期間 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) ~2020 年 度 ) 
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「 沿 岩 圏 域 重点 指標 」 一 覧 


「 沿 岸 圏 域 重 点 指標 」 一 覧 




















































































































































































































。 年 度目 標 値 計画 
ee 状 值 回 
oc ae 目标 全 
2019 2020 2021 (2022) 
基本 方向 I 復興 まち づく り が 着実 に 進み 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の 教訓 が 伝承 され て いる 、 災 害 に 強い 地域 
河川 整備 率 % 37 39 41 44 47 
東日本 大 岩 災 津波 の 復旧 ・ 復 興 事業 の 完成 率 % 70 88 100 100 100 
まち づく < くり ( 面 整備 ) 事業 の 完成 率 % 81 98 100 100 100 
主 防災 組織 の 組織 率 % 70 74 76 78 80 
基本 方向 II 地域 包括 ケア シス テム な ど に よる 安心 し て 暮らせ る 活力 の ある 地域 
TR 7K ALE 80.5 
100 
5 951218) 4 802 (2018) 4 681 (2019 4.564 (2020) 4 450 (202) 
320 8@019) 306.82018) | 999.8299 | 292 82020 | 999 .8202 
が ん 、 心 疾患 及び 脳 
人 数 [10 万 人 当たり ] 
176.3(2016) 165.7(2018) 160.420! 155, 12020) 149,9 (202) 
63.5 (2018) 64,0201 64,5 (2020) 65.042021) 
文化 施設 入場 者 数 9.492018) 9.452019) 24842020) 251C021) 
4 殺 者 数 [10 万 人 当たり ] 19.0018) 17.7209 16.42020 15,1202) 
治 会 等 組織 割合 100 
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目標 値 設定 の 考え 方 (Hit MOSH 














平成 28 年 台風 第 10 号 災害 で 被災 し た 河川 の 改修 を 重点 的 に 推進 し 、 今後 4 年 間 に お ける 岩手 県 全 
体 の 増加 素 (2022 年 度 で # 約 51.3%、2017 年 度 か ら 2.4% の 増加 ) を 上 回 る 増加 率 (2022 年 度 で 約 | 県 県 土 整備 部 調べ 
46.7%、2017 年 度 か ら 約 9.3% の 増加 ) を 目指 し ます 。 




























































































東日本 大 震 災 津波 の 復旧 ・ 復 興 事業 と し て 県 が 整備 する 公共 施設 233 箇 所 道路 57 简 所 、 津波 防災 | 












































復興 局 調べ 「 社 会 資本 の 































































































































































































































































































































































































































































































































































































施設 80 箇 所 、? sues ele 港湾 15 箇 所 、 炎 害 公営 住宅 51 箇 所 、 県 立 病院 ・ 高 等 学校 4 箇所 ) に つい | な 語 < 洛 便 

て 、2020 年 度 ま で に 100% の 完成 を 目指 し ます 。 IB BRR 7] 
まち づく り ( 面 整備 ) 事業 で ある 土地 区 画 整 理事 業 、 防 災 集 団 移転 促進 事業 及び 漁業 集落 防災 機能 復興 局 調べ 

強化 事業 に つい て 、2020 年 度 ま で に 工事 完了 割合 (区 画 ベ ー ス ) 100% を 目指 し ます 。 Me 

圏 域内 に お ける 自主 防災 組織 の 組織 率 に つい て 、 県 全体 に お ける 2014 年 度 か ら 2017 年 度 ま で の 平 県 総務 部 調べ 

均 伸び 率 で ある 1% の 倍 で ある 2% を 毎年 度 向上 させ 、 期 間 内 に 80% を 目指 し ます 。 MM 
2018 年 を 72.29% と 見 込み 、 汚 水 処理 ビジ ョ ン 2017 に お いて 設定 し た 2025 年 度 ま で に 88.59%% と する 上 県 県 土 整備 部 調べ 

標 を 達成 する た め 、2022 年 度 ま で に 80.59% と する こと を 目指 し ます 。 ee 

2022 年 度 ま で に 譲渡 適性 の ある 犬 ・ 猫 の 殺 処 分 数 ゼロ を 目指 し ます 。 県 環境 生活 部 調べ 

国 削減 目標 に 準じ 、6 削減 を 目指 般 廃棄 物 処理 事業 実態 調 
ao や 県 の 削減 anew Cx 毎年 マイ ナス 2.59% の 削減 を 指し ます 。 査 (環境 省 ) a ‘ 





















































県 で は 、2016 年 21 年 まで の 人 口 10 万 人 当り の 死亡 する 人 数 を 、 男性 10.3%、 女性 14.59% 減 少 さ 
せる こと を 目標 と し て お り 、 沿岸 圏 域 で は 、 こ れ を 上 回 る 男性 11.0%、 女性 15.0% 減 少 さ せる こと を 目 | 人 日 動態 統計 (厚生 労働 省 ) 
指し ます 。 




















































































































成人 の 週 1 回 以上 の スポ ー ツ 実施 率 に つい て 、 国 の 第 2 期 ス ポー ツ 基 本 計画 の 目標 値 (2021 年 度 に 
65.0%) へ の 到達 を 目標 に 、 毎 年 度 0.5 ポ イン ト の 増加 を 目指 し ます 。 


















































県 文化 スポ ー ツ 部 調べ 









































































































































2022 年 度 ま で に 5% 上昇 さ せる こと を 目指 し ます 。 県 文化 スポ ー ツ 部 調べ 
県 で は 2016 年 21 年 まで の 人 口 10 万 人 当り の 死亡 する 人 数 を 、 毎 年 1.0 人 (人 口 10 万 対 ) 減 少 さ せ 人 口 動態 統計 (厚生 労働 省 ) 
る こと を 目標 と し て お り 、 沿岸 圏 域 で は 、 こ れ を 上 回 る 1.3 人 減少 させ る こと を 目指 し ます 。 EE 


































































































災害 公営 住宅 に お ける 自治 会 等 の 組織 率 の 割合 に つい て 、2022 年 度 ま で に 1009%% と する こと を 目指 | 店 全 硬 呈 語 
し ま 県 復興 ray pie] “~ 
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計画 


















































ws | 現状 値 
単位 目標 値 
(2017) (2022) 
- E 物 化学 的 酸素 要求 量 ) 等 環境 ae 
医療 情報 ネッ トワ ー ク に 登録 し て いる 住民 の 割合 19.6 














403.2018) 38,9(2018) 38, 9(2019) 37 62020) 36,9202) 











PEM YI YY BALK PA 
UN 




















Oo 


14,9208 14,4218) 14,120” 13.9(2020) 13.72021) 























基本 方向 五 豊富 な 地域 資源 や 復興 に より 整備 され た 産業 基盤 、 新た な 交通 ネッ トワ ー ク を 生か し 、 
地域 経済 を けん 引 す る 産業 が 持続 的 に 成長 する 地域 





















































































































































従業 者 一 人 当たり 製造 品 出 荷 額 A | 26,492 | 26.959 | 97,412" | 97,9722 | 28.332020 
HEE BUM AD ae 万 トン 569 557 566 577 665 
高卒 者 の 圏 域内 就職 率 % 53.2 60.2 61.2 62.2 63.2 
1 経営 体 当 た り 養 殖 生 産 額 on 5,619 218 5,731 218 5,788 20 5844202 5,900 202” 
農業 産出 額 TH 1,627! 1.6372017) 1.647@2018) 1.657@019) 1.667C020) 
林業 産出 額 TH 6482019) 65620!” 6642018) 679.2019) 63002020 
観光 客 延 べ 宿泊 者 数 77.0 79.0 79.2 79.4 79.6 
外国 人 観光 客 延 べ 宿泊 者 数 a 0.7 1.0 1.2 1.4 1.6 
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貴 





目標 値 設定 の 考え 方 
































出典 
(統計 ・ 調 査 等 の 名 称 ) 























域内 の 河川 ・ 治 岸 海域 の 良好 な 水質 を 維持 し 、 次 世代 に つなげ て いく こと を 目指 し ます 。 公共 用 水域 常時 監視 結果 
































二 由 














民 の 登録 割合 に つい て 、2017 年 度 か ら 2018 年 度 の 伸び 率 (2. 




















以上 と する こと を 目 











指し ます 。 

















59%) を 見 込み 、2022 年 度 に 20% 程 





作石 ・ 宮 古 ・ 大 船渡 保健 所 調 








f= 


HE 






















































































県 で は 、2022 年 度 ま で 、 毎 年 1.66% 減 少 さ せる こと を 目標 と し て お り 、 沿岸 圏 域 で は 、 こ れ を 上 回 る | いわ て 健康 デー タウ ェ ア ハ ウ 
年 1.7% 減 少 さ せる こと を 目指 し ます 。 ス 








減少 が 見 込ま れる 2021 年 の 予想 労働 力 人 口 下 に お いて 、 生産 性 向上 に より 、 現状 値 と 同 規模 の 出 















































荷 額 を 維持 する こと を 目指 し ます 。 
































約 





港湾 機能 の 充実 や ポ 


セー ルス に 取組 み 、2022 年 まで に 、: 











2 割増 と な る 665 万 t を 目指 し ます 














過去 4 年 間 の 増加 率 ( 約 1 割 ) を 上 回 り | 




















ra 


ント 























域内 就職 率 を 2019 年 まで に 直近 5 年 間 の 最高 値 ま で 回 復 し 、 
向上 を =) 指し ます 。 























更に 2022 年 まで に 現状 値 の 10 ポ イ | 六 四 大 

















近 




















lig 

















年 の 生産 量 と 単価 の 動向 を 申 ま え 、 生 産 の 拡大 と 付加 価値 向上 等 に 取り 組む こと に より 、2021 年 PAE RHO A Lf AA 
eM / 2 











まで に 、 現 状 値 を 59% 上 昇 さ せる こと を 目指 し ます 。 






































手 県 浅海 養殖 施設 




















米 











は 現状 維持 と し 、 生 






































噌 加 さ せる こと を 目指 し ます 。 


産 振興 を 図る 園芸 で 年 5 千 万 円 、 畜 産 で 年 5 千 万 円 、 農 業 全体 で 毎年 1 億 円 | 上 we らき 
























































市 町 村 別 農業 産出 額 推計 









































年 の 木材 や 栽培 きのこ 類 等 の 生産 量 や 単価 の 動向 等 を 踏ま え 、 2022 年 まで に 林業 産出 額 を 現状 



































か ら 5% 増 加 さ せる こと を 目指 し ます 。 (林業 産出 額 は 、 木 材 や 栽培 きのこ 類 、 新 炭 類 の 生産 量 及 | 林業 産出 額 









































ES 

















































































































































































































































































































































































































び 株 野江 産物 (まつ た け 等 ) の 採取 量 に 、 価 格 を 乗じ て その 合計 を 出し た も の 。 ) 

ELEN ABS, REED ECCS WD EREAMME LOREAL CH. SLE 

時 を 日 指し ます 。 Ei, LIAM, DSTI OA HO HARE SER BLE a OE | aa gaat 
SE EHEMLCARS TH) CHE BIO H MMOIDES Soe, MAEZONG IEDM Ne LI beaicat 見 
定 し まし た 。 
外国 人 宿泊 者 数 は 、 国 が 策定 し た 「 明 日 の 日 本 を 支え る 観光 ビジ ョ ン 」 や 「 観 光 立国 推進 基本 計画 」 | 中 an Se 
で 掲げ る 国 の 目標 値 の 伸び に 合わ せ 、 毎 年 2096 程 度 の 増加 を 目標 値 に 設定 し まし た 。 NR 
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RAL eres 





田野 烟 村 
県 央 広域 振興 圏 岩泉 町 
治 
宮古 市 大 
域 
山田 町 振 
揚 
大 植 町 
釜石 市 
県 南 広域 振興 圏 
住田 町 
大 船渡 市 
陸前 高田 市 


岩手 県 沿岸 広域 振興 局 経 営 企画 部 
〒026-0043 釜石 市 新町 6-50 
TEL 0193-25-2701 FAX0193-23-3472 


岩手 県 政策 地域 部 地域 振興 室 
T020-8570 盛岡 市 内 丸 10- 1 

TEL 019-629-5194 FAX019-629-5219 
https://www.pref.iwate. jp/ 
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